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第3章 ゆとりと活力のあ る情報社会の形成

と電波利用

我が国 では、全国に張 り巡 らされた加 入電話網 と中継 系に利用 され て

いるマ イクロウェーブに象徴 され るように、今 日までに有線系 の通信手

段 と無線系の通信手段 とが互 いに補完 し合 い、 高度 な通信網が形成 され

てきた。 このよ うなほぼ成 熟 した通信網 の存在 を背景 として、現在多彩

な通信サー ビスが提供 され ている。なかで も、近年、 自動車電話 をはじ

め とす る移動通信の急速 な普及に見 られ るよ うに、電波 を利用 した無線

通信の重要性に注 目が集 まって いる。また放送 において も、多メディア・

多チャンネル化の流れ を促 進す る重要 な メデ ィアであ る。

電波 は、衛 星 を介 した通信 ・放送 によ り情報 を瞬時の うちに世界的に

共有 させ ることが可能 であ り、情報交 流を通 じた国際化 に貢献す ると同

時に、 「いつで も、 どこで も、だれ とで も」という通信 の究極 の 目標 を達

成す るための不 可欠なツール ともなってい る。 また電波 は、通信や放送

以外に も、家電、医療か ら測量、地球環境保 全 まで幅広 い分 野で活用さ

れている。

このよ うに電波は、今や快適 な 日常生活 を送 る上 で欠 くことので きな

い もの となってお り、電波利用に対す るニー ズは、今後 ます ます増大す

る と考 え られ る。 しか し一方で、電波 は限 りのあ る希少 な資源 であ り、

これ を有効に活用 してい くこともまた重要 である。

本章 では、豊 かさを等 し く実 感で きる国民生活 を実現 す るため の、ゆ

とりと活力のあ る情報社会の形 成に向けて、電波が今後果 たすべ き役割

と課題について論 じてい くこ ととしたい。
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第1節 現代社会 と電波利用

1電 波利用の枠 組み

(1)電 波利用の歩み

電波㈱ が人間社会 に登場 したのは19世 紀の後半であ り、電波利用の歴

史は100年 あま りに しか過 ぎない(第3-1-1表 参照)。

電波利用の歩みにおける重要 な出来事 としては、海上 におけ る人命の

安全確保 の手段 として発展 した無線電信の開始、新聞 と並ぶ生 活に密着

したマスメデ ィア として定着 した ラジオ放送 の開始、映像 を家 庭に もた

らし娯楽の大 きな部分 を占めるに至 ったテレビジ ョン放送の開始、宇宙

空間の利用によ り国際通信 の拡大 をもた らした衛星通信の開始 が挙げ ら

れる。

ア 無線電信の開始

電波の存在が理論 的に提 唱 され たの は1864年 の こ とであ り、英 国の

マックスウェルによってであった。 さらに、1888年 に ドイツのヘ ルツは

電磁波の存在 を初めて実証 した。 これを受け て電磁波 を通信 に利用す る

研究が進み、1895年 にはイタ リアのマ ルコー 二が電波でモー ルス信号 を

送 る実験に成功 した。 これが無線電信の始 ま りである。我が 国におけ る

無線電信 の研究につ いては、マル コー二の無線電信の実験に遅れ るこ と

わずか1年 の1896年(明 治29年)に 逓信 省電気試験所 に無線電信研究部

が設置され、1897年(明 治30年)に は東京湾内で1カ イ リの無線電信実

験に成功 した。

(注)電 波 と は 、 「電 波 法 」 に 、

う。」 と定 義 され て い る。

「三百万メガヘ ルツ以下の周波数 の電磁波 をい
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第3-1-1表 電波利用における主な出来事
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●マックスウェル(英 国)が 電波の存在を理論的に証明

●万国電信連合設立(有 線通信)
●ヘルツ(ド イツ〉が電磁波の存在を実証
●マルコー二(イ タリア)が 無線電信の実験に成功
○逓信省電気試験所に無線電信研究部開設

○東京湾内1カ イリ無線電信実験に成功
●マルコー二 〔イタリア)が 大西洋横断無線電信に成功
●第1回 国際無線電信会議(ベ ルリン)開 催、国際無線電信連合設立
○逓信省、銚子等国内数か所に無線電信局を設置
○烏潟右一 ら無線電話を製作(TYK式 無線電話)
●タイタニック号事件
●海上における人命の安全に関する国際会議(ロ ン ドン)
○電波監理、無線従事者の検定等を規定した無線電信法公布
OTYK式 無線電話装置によ1〕一般公衆通信の取扱開始
●ピッツバーグ(米 国)で ラジオ放送開始
○東京放送局ラジオ放送開始
○(社)日 本放送協会発足
○船舶無線電話開始

●第13回万国電信会議、第4回 国際無線電信会議(マ ドIlッド)開催、ITU発 足
○国際電話開始(東 京一マニラ間'短 波使用)
●ICAO設 立
●米国、英国、フフンス、旧ソ連でテレビ放送開始
●ITU、 国際連合の専門機関となる
○日本、ITUに 加盟
○郵政省、電気通信省設置
○電波法、放送法、電波監理委貝会設置法のいわゆる 「電波三法」施行、NHK設 立
○民間ラジオ放送開始
○電波監理委員会廃止、郵政省に電波行政移管
○電気通信省廃止、日本鷺信電話公社発足
OKDD発 足
ONHK及 び民間テレビジョン放送開始
●旧ソ連が人類初の人工衛星 「スプー トニク1号 」打ち上げ
●IMCO設 立(1982年 にIMOに 改称〉
○船舶電話サー ビス本実施
ONHK及 び民放がテレビジョンのカラー放送開始
●米国が通信衛星Fテ ルスター1号J打 ち上げ(米 国一英国間でテレビ中継成功)
○通信衛星 「llレー1号」による日米間テレビ中継実験成功(ケ ネディ大統領の暗殺)

●インテルサット発足
○東京オ リンピ・ノク開催

●世界初の商業衛星 「インテルサ ット1号 」打ち上げ
○日米間国際商業衛星通信開始
○無線呼出しサービス開始
○国産初の人工衛星 「おおすみ」打 ち上げ
○我が国初の通信衛星(CS)打 ち上げ
○我が国初の放送衛星(BS)打 ち上げ

● インマルサ ット発足
○自動車電話サービス開始
○コー ドレス電話の販売開始
○音声多重放送開始
○文字多重放送開始
○駕気通信事業法施行、電気通信事業の独 占廃止、NTT発 足
○放送大学学園が放送による授業を開始
○航空機公衆電話サービス開始
○携帯電話サー ビス開始
ONHK衛 星放送の本放送開始
○我が国初の民間通信衛星打ち上げ、通信衛星によるCATV事 業者への番組供給開始

○民間衛星放送事業者による有料放送サービス開始
○ハ イビジョン試験放送開始
○通信衛星を利用 した放送の開始

(注)● は、海外及び国際機関等に関する事項を、○は我が国におけ る事項を表す。
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無線の利用は船舶 の安 全 を確保す ることを主眼に実用化が進 められ、

我が国において は、1908年(明 治41年)に 銚子 をは じめ国内の数 ケ所 に

無線電信局が設置 され、本格 的に無線電信業務が始 まった。 また、1912

年のタイタニ ック号の遭難事 件 を契機 として海上安全通信の面での国際

協力 も進み、1914年 にはロン ドン(英 国)に おいて 「海上における人命

の安全に関す る国際会議」が開催 され てい る。

一方、1912年(明 治45年)に は我が 国で初めて無線電話が製作され、

1916年(大 正5年)に は一般公衆通信 の取扱いが開始 された。その後、

有線 ・無線の電話接続、電話加入者 と無線電話 との通話が開始 され、 さ

らに1934年(昭 和9年)に は短波 を使用 した我が国初の国際電話(対 マ

ニラ(フ ィ リピン))が 開設され るに至 った。

戦前においては、電波の利用 は、海上の人命安全 のための通信、国際

通信、軍事利用 のための通信 な どの分 野に限定 されていた。

』また
、1930年 代 にはレーダが 開発 され、第二次世 界大戦中に発展 を遂

げ、航 空機及び船舶 の安 全運航 に欠かせ な くなっているほか、気象観測

などに も活用 されている。

イ ラジオ放送の開始

世界初 のラジオ放送は、1920年 にピッツバー グ(米 国)で 開始 され た。

ラジオは受信機 さえあれば誰 で も放送 を聴 くこ とがで きる画期 的な情報

メデ ィアとして登場 し、手軽 に、かつ新 聞等 の活字 メディアよ りも速 く、

情報 を入手す るこ とが可能 になった。我が国 においては、1925年(大 正

14年)に 東京放送局が、次いで大阪放送局、名古屋放送局が ラジオ放送

を開始 した。翌年 には、全国規模の放 送を 目指すために3つ の放送局 を

統合 して㈹ 日本放送協会㈹ が発足 し、以後の放送事業の中心的 な存在 ど

(注)昭 和25年 に㈹ 日本放送協会は解散 し、放送法に基づ いて特殊法人であるNH

Kが 設 立された。
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な っていった。 ラジオの普 及によって電波は、無線通信、無線電話のよ

うな単 なる情報伝達 手段 としての通信方法 とい う枠 を越 え、 よ り生活に

密着 したメデ ィア としての地位 を獲得 した。

ウ テ レビジ ョン放送の開始

1948年 には米国、英国、 フランス及び 旧ソ連においてテ レビジ ョン放

送が開始 され たが、我が 国においては、1953年(昭 和28年)にNHKに

よ り開始 され、以後 民間放送局 も次々に開局 した。 テ レビジョンの出現

は大 きな反響 を呼び、当時 は 目新 しさ も手伝 って、街 頭テ レビの前には

黒山の人だか りといった光景が至 る所で見 られ た。

昭和30年 代 に入 るとテ レビジョン放送 はNHK、 民放 ともに国内全域

で受信可能 とな り、テ レビジ ョン受信機の大量生産 と低価格化 によりN

HKの 受信 契約数 も飛躍的 に増大 し、昭和39年 度末の契約数 は1,713万 と

な り、昭和30年 代初頭 の百倍以上 に増加 した。 さらに、テ レビジ ョンの

技術 開発 は、映像の カラー化へ と進み、我が国 ではNHKと 民放が1960

年(昭 和35年)、 カラー放送 を開始 した。 テ レビジョン放送 は、 それまで

映画館で しか見 るこ とが できなか った映像 を家庭 に もた らし、娯楽の大

きな部分 を占め るに至 って いる。

工 衛星通信の開始

科学技術の進歩に伴 い、1960年 代には人工衛星 による宇宙 空間におけ

る電波の利用が始 まった。1962年 には米国の人工衛星 テルス ターが大西

洋 を挟んで欧米大陸間 をテ レビジ ョンで結 ぶ ことに成功 し、我が国でも

1963年(昭 和38年)に 米 国の打ち上げた リレー1号 に より日米間衛星生

中継が開始 され た・その第一報 はケネデ ィ大統領 の暗殺事件 であ り、そ

の映像 は我が国 に も大 きな衝撃 を与 えた。 さらに、1964年(昭 和39年)

の東京オ リン ピックの模様 を世界に同時 中継す るために米国 との間で衛

星通信 回線 の整備が進め られた。
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また、同 じ1964年 には世界の衛 星通信網の整備 と統一 を目指 して 「国

際電気通信衛星機構」(イ ンテルサ ッ ト)が発足 し、1965年 には初の商業

用衛星アー リー バー ド(イ ンテルサ ッ ト1号)が 打ち上げ られ た。 これ

にょ り日米間に国際商業衛星通信が開始 され、国際通信 の拡充が図 られ

た。その後、船舶 と陸上、 または船舶相互間の通信 を行 うための海事衛

星も打 ち上 げ られ、「国際海事衛星機構」(イ ンマルサ ッ ト)が1979年 に

発足 し、 多 くの船舶 がこの衛星 を利用 し、船舶通信 を行 って いる。

我が国におけ る人工衛星の開発につ いては、1970年 代前半か ら通信衛

星、放送衛星 の予備 設計 な どの具体的 な開発が進め られ、初の通信衛星

(CS)が1977年(昭 和52年)に 、初の放 送衛星(BS)が その翌年に打

ち上げ られ、我が国におい ても人工衛 星に よる電波利用 が始 まった。

オ 現代社会 における電波利用

電波は周波数に よって区分 されてお り、それぞれの周波数帯におけ る

電波の伝わ り方の特性 に応 じた利用形態が開発 され、様 々な用途に用 い

られている(第3-1-2表 参 照)。

また、電波 を利用 した無線系 の システムは、有線系のシステ ムに比べ

て耐災害性、機動性 、柔軟性 ・即時性、経済性 等の特質があ り、 これ ら

を生か して、 多 くの分野で利用され ている(第3-1-3表 参照)。

現代社会 において、通信 ・放送のネ ッ トワー クは世界 を巡 り、宇宙 空

間にまで及 び、更に広が り多様化 しようとしてお り、電波は電気通信事

業 ・放送事業、公共分野、産業分野、家庭生 活、地域社会、地球観測、

研究開発分野 などの各分 野で利用され、経済 活動や国民生活に重要 な役

割 を果た して いる。電波の利用 の増大に伴 い、無線局数 も飛躍的に増大

してお一り、明治41年 度末には15局 であった無 線局が、平成3年12月 末に

は732万 局に増大 している(第3-1-4図 参照)。
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第3-1-2表 電 波の周波数、波長、名称、特徴及び主 な用途
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わっていく

直進する性質があるが、山や
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利
用
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車、ハンディー)、 放送 などに
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テレビジョン放 送が可能

幽

特定の方向に向けてふく射し
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主として固定地点の問の通信
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の
特徴

大規模なアンテナと送信設備を必要とする

受信機は簡易で安価なも
のが可能

'

移動通棺に使う場合には小型のアン
テナと送受悟設備が可能で車載、携帝
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脚
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主
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用

途

オメガ
(無線航行)

航空用ビーコン
標準電波
デッカ
〔無練航御

中波ラジオ
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(無線航行)
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FM放 送
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アマチュア無綿

テレビ放送
自動車電話
パーソ+ル無練
MCA陸 上移動
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アマチュア無綴
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(マイクロ波中
継など}衛星通信

衛星放送各
種レーダ

ミリ波レーダ簡易無線

(短距離用}電波
天文

(未利用}

.

(注)3THzよ りも周波数の高い電磁波は、順 に赤外線、可視光線.紫 外線、X線.γ 線と呼ば れている。

第3-1-3表 無線系システムの主な特質 と主な利用分野

特 質 内 容
1主 な 利 用 分 野

耐災害性 地震 ・火災などによるケーブル切断が
なく災害に強い

衛星通信、防災行政無線、災害
時における重要通信の確保

機動性 ケーブルにしばられず、移動しながら

通信が可能
移 動体 通 信 、 カー ラジ オ、SN

G等

柔 軟性 ・'即時性 臨時の回線設定が容易、大規模な土木
工事等が不要

衛星通信、ケープル敷設が困難
な地点間の通信等

経済性 用途に応 じて経済的な無線局、機器の
利用が可能

F

ラジオ放送、無線呼出しの受信
機等の小型、簡易なものからマ

イクロ中継局、人工衛星局等ま
で、多様な無線機器がある

同報性 同一の情報を一斉に配信することが可

能

放送、衛星通信等

広域性 周波数によって到達距離が大 きく広い
地域と通信が可能

短波放送、衛星通信等

多元接続性 有線システムに比べて多地点の通信を
より効率よく実現できる

MCAシ ステム、自動車電話等
における基地局、人工衛星局等
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第3-1-4図 総 無線局数の推移

千
局
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明大 昭
治正 和
41元1014222530354045505560

年 度 末

郵 政 省 資料 に よ り作成

(注)平 成3年 の数 値 は3年12月 末 の数 値 で あ る。

平
成
2

(2)電 波利用の仕組み

電波に大きく依存 している現代社会においては、電波の利用には、次

の観点から電波監理が必要不可欠 となっている。

① 電波が有限な資源であ り、電波利用に対する需要に対処 し、公共の

福祉を増進する方向で電波を利用するには、電波の公平かつ効率的な

利用を確保する周波数の配分が必要であること

② 電波は、共通の空間に発射 されるものであ り、利用者が電波を無秩

序に発射 した場合は相互に混信や妨害が生 じ、結果的には誰 も利用で
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きな くな る物理的特 性を有 してい るこ とか ら、周波数や使用場所 を適

切に選 択 し、適正 な出力で使用す る必要が あるこ と

③ 電波 は、その物理的特1生か ら人為的 に定め た国境等 に制約 されるこ

とな く伝搬す るこ とか ら、利用に当た っては、 国際的 な取決めに基づ

くとともに、 隣接 国等 との国際的 な調整が必要 であ るこ と

④ 電波 を利用 した通信 は、離 れた地点間の通 信 を目的 としてお り、そ

れを可能 とす るためには、送信側、受信側 双方の技術上、運用上の方

式 を統一す る必要があ るこ と

⑤ 船舶や航空機に とっては無線通信が唯一の通信手段 であ り、乗客や

乗組員 の安全のためには世 界中 どこで も通信が できるよ うに無線通信

設備や レー ダ等の設置、運 用に関す る国際的 なルー ルが必要であるこ

と

この ような電波監理の必要 性に よ り、国際電気通信連合(ITU)を

は じめ とす る国際機関 において電波の国際 的利用秩序 の維持、調整等が

図 られてい る。 世界各 国の電波監理は、 こうした国際的 な合意 を得 た枠

組み の中で、各国の状況 に応 じて独 自の監理制 度が採 られてい る。我が

国において も、電波法 に基づ く監理制度 を持 ち、郵政省 が これを管轄 し、

電波行政 を行 っている。

ア 国際 的な電波利用の仕組 み

(ア)lTUに おけ る電波監理

電波 を含む電気通信に関す る様 々な問題 を処理 す る国際的な組織が、

国際連合の専門機 関である国際電気通信連合(ITU)で あ る。ITU

の組 織の基本法であ る国際電気通信 条約 は、同時 に、電気通信 の国際的

な規律の基本法で もあ り、1991年 末現在166か 国㈹ が批准 してい る。

(注)1992年1月 末現在、我が国が承認 している国の数 は180か 国 であ り、世界の

国の数は、これに日本 を含めた181か 国 である。
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現代社会 においては、電波利用 をは じめ とす る電気通信 に関す る国際

間の協力は、ます ます重要 な課題 となってきてお り、ITUで は、この

ような多 くの問題 を、国際的な取決めに よって調整 し、 また、各国の技

術的水準 を向上 させ るための技術協力の調整 などの業務 を行 ってい る。

ITUに おけ る無線に関す る主 な活動組織 としては、①世 界無線通信

主管庁会議(WARC)、 ② 国際周波数登録委員会(IFRB)、 ③ 国際

無線通信諮問委員会(CCIR)が あ る。WARCは 、周波数 の国際的

な分配、静止衛星軌道の利用方法、無線局の運用に関す る規定、技術基

準等、電波の使 い方 などを決め る議決機関 であ り、各国ではこの決定に

基づいて各周波数帯の利用方法 などを決めてい る。IFRBは 、周波数

及び静止衛星軌道位置の割当ての記録 、登録等 を通 じて、国際的混信が

生 じるおそれのある周波数の使用につ いて関係各国 との調整 を行 って い

る。CCIRは 、無線通信の分野におけ る技術 と運用 の問題の研究、勧

告 を行 うこ とを主 たる任務 としている。

(イ)電 波利用 に関す る国際機関

電波利用に関する主 な国際機関 としては、以下の ものが挙げ られる。

① 国際電気通信衛星機構(イ ンテルサ ッ ト)

国際公衆 電気通信業務 に必要 な宇宙部分(衛 星及びその管制等 に必

要な関連地 上設備)を 世 界のあ らゆ る地域 に提供 するこ とを主たる目

的 とした国際機関。1991年 末現在の締約 国数 は121か 国。

② 国際海事衛星機構(イ ンマルサ ッ ト)

海事通信 を改善す るために必要 な宇宙部分(衛 星及 びその管制等に

必要 な関連地上設備)を 提供す ることを目的 とした国際機 関。1991年

末現在の締約国数 は64か 国。

③ 国際海事機 関(IMO)

国際海運に影響 のある事項 について国際協力 を促進す るこ とを目的



一224一 第3章 ゆとりと活力のある情報社会の形成と電波利用

として設立され た国際連合の専 門機関の一っ。 海上 の安全の確保 のた

めの無線通信に関す る事項につ いて検討。 「海上 人命安全条約 」はIM

Oの 関係条約の一つであ り、その中では無線施 設の強制、聴 守義務 な

どを規定。1991年 末現在の加盟 国数 は134か 国。

④ 国際 民間航空機 関(ICAO)

国際 民間航空の安全かつ秩序 ある発展等 を目的 として設立 された国

際連合 の専門機 関の一つ。任務 の一つ として、航 空通信 の要件、技術

基準、周波数 の使用等について国際的な統一基 準 を設定。1991年 末現

在 の加盟国数 は164か 国。

イ 我が国におけ る電波利用の仕組み

(ア)無 線局免許制度

電波 を利用す るためには無線設備 を備 えた無線局が必要 となるが、我

が国では電波法において、無線局の開設 を原則 として郵政大 臣の免許制

とし、無線局の勝手な開設を禁止 している。 これに よ り、無秩序 な電波

の発射に よって、相互 に混信が生 じた り、周波数不足の ために電波が利

用で きない事態が起 こらないように している。

無線局の免許 を取得す るには、免許の 申請、申請書 の審査、予備免許、

落成後 の検査、免許交付等の手続 きがある。

また、電波の利用が合法的かつ合 目的的に行 われるこ とを確保す るた

め、電波法 では、定期的又は臨時に無線局の検査 を行 って無 線局 の適正

を維持 し、必要に応 じて電波の発射の停 止 を命 じて違法状態 を是正 し、

違反者 に対す る行政処分 を行 って侵害 された法秩序 を回復す るなどの監

督権 限を郵政大 臣に認めてい る。

さらに、郵政大 臣は、免許人等に特段 の帰責事 由が な くとも、電波の

秩序 の維持や公益上の必要の ために、周波数や 空中線電力の指示変更を

命 じた り・非常 の場合の無線通信 を命 じた りす ることも認め られてい る。



第1節 現代社会と電波利用 一225-

(イ)無 線従事者制度

電波利用 の秩序 を保 つには、無線局 を運用す る者に も知 識や技能が必

要であ り、電波法においては、無線設備の操作 を行 う者は、原則 として

郵政大臣の免許 を受けた者でなければな らないと定めて いる。 この免許

を受け た者 を 「無線従事 者」 と呼び、無線局 にはそれぞれの無線設備 の

操作 を行 うために必要な無線従事者の配 置が義務づけ られている。

無線従事 者の資格 は、利用分野、無線局の種別 、使用す る周波数、空

中線電力な どに よって分 け られ てお り、操作で きる無線設備の範囲が規

定 されてい る。 無線局数 の増加 とともに、無線従事者数 も増加 を続 けて

お り、3年12月 末現在 の無線従事 者数 の合計は392万 であった(第3一

5,000

4,000

3,000

2,000

第3-1-5図 無線従事者数の推移
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(注)平 成3年 の数 値 は3年12月 末 の数 値 であ る。
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1-5図 参 照)。

2電 気通信事業 ・放送事業 における電 波利用

(1)電 気通信 事業

電気通信事業の分野においては、社会経済活動の広域化 ・多様化の進

展によ る移動通信ニー ズの高 まりに対応 して、 自動車 ・携帯電話、無線

呼出 し等の移動通信サー ビスが急速 に普及 してお り、機動 性や回線設定

の容易 さを兼 ね備 えた無線通信 は、移動通信 には欠かせ ない もの となっ

てい る。

以下 では、移動通信サー ビス を中心 に、代表的 な電気通信事業 におけ

る電波利用 につ いて概観 す る(第3-1-6図 、第3-1-7表 参照)。

ア 陸上移動通信

(ア)自 動 車 ・携帯電話

自動車電話サー ビスは、昭和54年12月 、NTTに より東京23区 でのサー

ビスが開始 され、昭和62年4月 以降、携帯電話サー ビス も開始 された。

現在 ではNTTの ほか 日本移動通信㈱、各地域 セル ラー 電話会社 によ

り提供 されてい る。

第3-1-6図 電気通信事業におけ る電波利用状況

30MHz 300MHz 3GHz 30GHz
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第3-1-7表 電気通信事業における電波利用システム

サ ー ビス名 シ ス テ ム 概 要 周波数帯 利用者数等
(3年9月 末)

自動車 ・携帯

電話

自動車等の車両に設置した電話機と一

般加入電話の間及び携帯電話

800/900MHz帯 109万 契 約

無線呼出し 外出中の個人に、一般加入電話からの

呼出し音等で、通知する。

250MHz帯 555万 契 約

簡易陸上移動

無線電話

簡易な自動車電話サービスで、移動機

から発信主体で、ゾーン間制御をしない
800/900MHz帯 6,290局

テ レター ミナ

ル

携帯端末等とコンピュータを無線によ

り結ぶ双方向のデータ通信システム

800/900MHz帯 1,050局

船舶電話 港や沖の船舶に設置された電話と一般

加入電話を結ぶ公衆無線電話

260/270MHz帯 19千 契約

港湾無線電話 湾岸地域における小型船舶などのため

の簡易な無線通信システム

800/900MHz帯 2,360局

航空機公衆電

話

国内線旅客機を対象とする航空機発信

専用の公衆電話サービス

800MHz帯 134台

空港無線電話 航空会杜 と航空機及び空港関係機関と

地上の従業員や車両とを結ぶ無線電話

800/900MHz帯 1,680局

衛星通信 衛星を利用した無線通信 マ イ クロ波 帯 トランスポンダ88本

(注)空 港無線電話の局数は、3年12丹 末現在である。

自動車 ・携帯電話サー ビスの総契約数は、3年9月 末で約109万 契約で

あ り、対前年同期 比61.5%増 、昭和56年 度末 の契約数1万3千 契約の84

倍 となって いるな ど、利用 が急速 に拡大 してお り、加入者収容能 力を増

加 させ るため、サー ビス提供 地域 を複数 の無線基地局 で カバーす る小

ゾー ン方式、いわゆるセル ラー方式が とられている。

(イ)無 線呼 出 し

無線呼出 しサー ビスは、昭和43年7月 、NTTに より東京 でサービス

が開始 され、現在はNTTが 全国でサー ビスを提供 しているほか、各地

域 に新事業者が1社 ずつサー ビスを提供 している。
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3年9月 末 における無線呼 出 しサー ビスの総 契約数 は、約555万 契約 で

あ り、昭和55年 度か ら2年 度 までの10年 間の年 平均伸 び率 は、16.3%と

なってい る。特に、新事 業者がサー ビスを開始 した昭和62年 度 以降は、

受信機 の小型化 ・利用可能時間の長 時間化等の高性能化が積極 的に図ら

れた ことな どによ り、伸 び率 は20%前 後 と高 くなってい る。

(ウ)そ の他 の陸上移動通信

その他の陸上移動通信サー ビス としては、簡 易陸上移動 無線 電話、テ

レター ミナルがあ る。

簡易陸上移動 無線電話 は、元年11月 、十勝 テ レホ ンネ ッ トワー ク㈱が

帯広市 内及びその周辺 の地域に おいてサー ビスの提供 を開始 し、現在、

同社 を含め4社 がサー ビス を行 ってい る。

本 システ ムでは、エ リア内の乗用車、 トラックな どの移動局 とのチャ

ネル設定は、MCA方 式㈱ に より行 い、 さらに、通話時 間 を制 限す るこ

とによって周波数 の効率的利用 を図 ってい る。

簡易陸上移動 無線電話 の加入局数は、元年度末900局 、2年 度末5,200

局、3年9月 末現在約6,290局 と増加 して きてい る。

テ レター ミナル システムは、無線技術 を利用 して事務所 にあ る中央コ

ンピュー タ と、外勤中のセー ルスマ ン等が携帯 す る端末機や車両 に搭載

す る端末機 を結 び、双方向のデー タ通信 を行 うサー ビスであ り、MCA

方式 とパ ケ ッ ト交換方式の採用 によ り、 多数のユーザが周波数 と設備等

を有効 に利用す るこ とので きるデー タ無線通信 システムであ る。

日本 シティメデ ィア㈱ が元年12月 か ら東 京23区 を対象 に サー ビスを

行 ってお り、加入局数は、元年度末100局 、2年 度末700局 、3年9月 末

現在約1,050局 となっている。

(注)マ ル チ ・チ ャ ネ ル ・ア クセ ス(MultiChannelAccess)方 式 。 複 数 の チ ャ ネ

ル か ら 空 き チ ャ ネ ル を 自動 選 択 し て 通 信 を行 う方 式 。
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イ 海上移動通信

海上移動通信 サー ビスには、主 な もの として、船舶電話、港湾無線電

話(マ リネ ッ ト電話)が ある。

船舶電話は、港や沖 に停 泊中の船舶や 、 日本沿岸 を航行 中の船舶に設

置された電話 と、全 国の一般加 入電話 ・自動車電話 と通話で きる公衆無

線電話 で、船舶相互 の通話 も可能 である。

昭和54年3月 か ら、NTTが ダイヤル 自動通話によ るサー ビスを行 っ

てお り、 日本沿岸か ら約50kmま での海域での使用が可能 となっている。

契約数 は、3年9月 末現在で、約1万9千 局 となってお り、増加傾向に

ある。

港湾無線電話は、港湾地域 における小 型船舶 などのための簡易 な無線

通信 システム として、昭和63年 か ら導入 された。本サー ビスは、MCA

方式に よる大 ゾー ン(無 線ゾー ン半径が50km)の 移動無線電話であ り、

現在、東京湾地域においては東京湾マ リネ ッ ト㈱が、大阪湾地域 におい

ては関西マ リネ ッ ト㈱が、広 島湾地域においては瀬戸内マ リネ ッ ト㈱ が

それぞれサー ビス を行 ってい る。港湾無線電話の加 入契約数は3年9月

末現在 で約2,360局 である。

ウ 航空移動通信

航空移動通信サー ビスには航 空機公衆電話 ・空港無線電話があ る。航

空機公衆電話は、国内線旅客機 を対象 とす る航 空機発信専用の公衆電話

サー ビスで、既存の 自動車電話 システムと共用 のシステムに よ り一般加

入電話 に接続す る経 済的 な航 空機電話方式であ り、昭和61年5月 か らN

TTに よ りサー ビスが開始 された。全国6か 所の無線基地局か ら発射 さ

れ る電波に よ り、 日本のほぼ全域 を5,000m以 上 の高度 で カバー してい

る。航空機公衆電話は、3年9月 末現在134台 が設置 されている。

空港無線電話は、航空会社 と各社所属の航空機 との間 で行 われ る通話
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(地対空通信)及 び空港関係機 関 とそれ らの従業員や 車両 との間で行われ

る通話(地 上通信)を 可能 とす るもので、NTT及 びKDDが 空港無線

電話設備 を用 いて提供 してい るサー ビスである。 また、新 たな地上通信

のサー ビスは、2年6月 か ら新東京 国際空港(成 田)に 導入 されてお り、

局数は3年12月 末現在 で約1,680局 であ る。

また、 インマルサ ッ トを用いた航 空衛 星移動通信サー ビスが現在KD

Dに よ り提供 されてお り、4年3月 末現在 で3局 となっている。

工 衛星通信

衛星 を利用 した無線通信は、広域性 、同報性、 回線設定の柔軟性など

他 の電気通信手段 にはない多 くの特徴 を有 してお り、CATV番 組配信、

企業 内通信 、サテライ ト・ニュー ス ・ギャザ リング(SNG)等 に利用

されて いる。

SNGは 、取材現場の輿 象 ・音声 を放送局 に送 る手段 として通信衛星

を使 って伝送す るもので、 回線設定が 自由にで きるこ とか ら山間部や離

島な どか らの 中継がや りやす くな り、テ レビニュー スの報道に な くては

な らない もの となってい る。

衛星通信サー ビス を提供す る電気通信事業者 としては、NTTの ほか、

日本通信衛星㈱、宇宙通信㈱、㈱サテ ライ トジャパ ンがあ り、衛 星の ト

ランスポンダは、3年12月 末現在88本 である。

オ 中継系(マ イク ロウェーブ伝送)

電気通信事業者が全 国網 を構築 す る回線 の一つ として、マ イクロ波帯

(3～30GHz)の 無線回線が使用 されてい る。

NTTに おけ るデ ジタルの中継 システムでは、1シ ステムの標 準的な

中継 距離 は10～50kmで 、全 国で約16,600シ ステム、延 べ 中継 距離 は約

81,500㎞ となっている。

また、 第二電 電㈱ は、市外 中継 ネッ トワー クの伝 送 を主にマ イ クロ
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ウェーブ伝送に よ り行 ってお り、無線局数が全 国で392局 、延べ中継距離

は約7,300kmと なっている。

(2)放 送事業

一度に多数 の 人に情報 を伝達 する放送は
、幅広 く多方 向にふ く射す る

電波の特性 を利用す ることに よって成 り立 ってお り、電波の特性 の違 い

に応 じて、各種の放送事業が行 われてい る(第3-1-8図 参照)。

ア 地上系の放送

中波放送 は、小 型で簡便 な受信器で手軽 に聴取で きるこ とか ら、全国

的に普 及 し広 く国民生活に浸透 してい る。 中波放 送は、NHKが2系 統

の放送を行 ってい るほか、民間中波放送事業者47社(う ちテ レビ兼営36

社)が 、3～1系 統 の放送 を実施 している。

短波放送は、NHKが 国際放送 を行 っているほか、㈱ 日本短波放送が

経済市況、海外市況 など経済専 門の全 国放送 を実施 してい る。短波帯の

電波には、電離層 と大地 との間で反射 を繰 り返 しなが ら伝 わ る特徴 があ

り、中波 よ りも長距離に届 くこ とか ら、世界各国からい ろいろな放送が

送信 されてい る。

第3-1-8図 放 送における電波利用状況

300kHz 3MHz 30MHz 300MHz 3GHz 30GHz

(注)1。 短 波 放 送 の う ち 、 国 際 的 に 分 配 さ れ て い る 周 波 数 帯 は 、3、6、7、9、11、

13、15、17、21、25MHz帯

2.VHFテ レ ビ は 、90～108MHz、170～222MHz

3.SHFテ レ ビ は 、12.092～12.200GHz
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FM放 送 は、従来 の中波放送 に比較 して高音質 ・高品質の放送 メディ

ア として、昭和44年 の放送開始以来、音楽放送 を中心 に、広 く国民生活

に定着 している。現在、NHKが 県域単位 で全 国1系 統の放送 を実施 し

てお り、民間放送 は、3年 度末現在36社 が 県域 を原則 として、2～1系

統の放 送 を実施 している。 また、放送大学学 園が関東地方 を対象 にFM

放送 を実施 している。

民間放送事 業者 のFM放 送につ いては放 送普 及基本 計画において、1

系統 の放 送が全 国各地域 にお いてあ まね く受信 で きるこ と、ただ し、全

国の主要地域 においては、2系 統 の放送 が各主要地域 においてあまねく

受信 で きることとされてお り、放 送の計 画的な普 及が進 め られてい る。

テレビジョン放送 は、現在、NHKが 全 国各地域 において2系 統の放

送 を実施 してい るほか、民間放送は3年 度末現 在115社 が全 国各地域にお

いて6～1系 統 の放送 を実施 してい る。 また、放送大学学 園が関東地方

を対象にテ レビジョン放送 を実施 してい る。

NHKの 放 送受信 契約数 の推移 は、第3-1-9図 の とお りである。

民間放送事業者のテ レビジ ョン放送において も、放 送普 及基本計画に

おいて、4系 統の総合放送が全国各地域 において、 あ まね く受信 できる

こと、 ただ し、全国の主要地域 にお いては、5系 統以上 の放送 が各主要

地域においてあ まね く受信 で きるこ ととされてお り、放送事業者数は増

加傾 向にある。

さらに、デジタル技術 等の技術開発に よ り、テ レビジ ョン放送等の電

波 に異な る信号 を重畳 して放送す る多重放送が可能 とな り、昭和53年 以

来、 テレビジョン音声 多重放送 によるステレオ放 送、2か 国語放送やテ

レビジ ョン文字 多重放送に よるニュー ス、天気予報 等各種情報 の文字、

図形等に よる提供 が実現 した。

また、 テレビジョン放送の高画質化 も可能 とな り、EDTV(ク リア
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NHKの 放送受信契約数の推移(テ レビジョン放送)

0

昭和
3035404550

年度

郵政 省 、NHK資 料 に よ り作 成

55
平成

60元2

ビジ ョン)が 元年 よ り放送 されているほか、第2世 代EDTV(注)の 開発

も進め られてい る。

イ 衛星系の放送

(ア)放 送衛星 による放送

現在、放送衛 星3号(BS-3) に よ り、NHKが2チ ャン ネ ル、 日

(注)現 行テレビジョン放送及び第一世代EDTVと 両立性 を保ちっっ一層の高画

質化、画面のワイ ドアスペ クト化(16:9を 想 定)及 び高音質化 を図るもの。
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本衛星放送㈱が1チ ャンネルの テレビジ ョン放送 を、衛星 デジタル音楽

放送㈱ がテ レビジ ョン音声 多重放送 を行 ってい るほか、㈹ハ イビジ ョン

推進協会 が1チ ャンネルの試験放送 を行 ってい る。

(イ)通 信衛星 による放送

通信衛 星を利用す る放 送は、元年6月 の放送法等の改正 に よる新 しい

放送制度の導入 によ り実現 が可能 となった。

通信衛星 を利用す るテレビジョン放送 について、郵政省 は4年2月 、

6社6番 組 につ いて委託放 送業務 の認定 を行 った ところであ り、 また、

通信衛星 を利用 した超短波放送(PCM音 声放送)も3年2月 及び同12

月に6社18番 組 を認定 してお り、 これ ら通信衛星 を利用す る放 送は4年

4月 か ら順次サー ビスが開始 されてい る。

3公 共分野 におけ る電波利用

公共分 野におけ る電波 の利用 は、パ トカー 、消 防車、救急車な どの無

線が よ く知 られ てい る。 その他 に も、道路管理 、河川管理 、公害対策、

第3-1-10表 公共分野における電波利用

用 途 使 用 例

警 察 国 際刑 事 通信(10PO)、 全国 固 定通 信 網(マ イ ク ロ)、 パ トカー用 無 線 、公

安 用、ヘ リ コプ ター 用(画 像 伝 送 も含 む)、 警察 官 携 帯 用 無線 、受 令 用 無線 、

パ トカー照 会 指 令 シ ス テム

消防 ・救急 消防 ・救急用無線、受令用無線 ヘリコプター用、画像伝送用、携帯用、

広報用(同 報)

防災 ・行政 防災行政用、地方行政用、公害監視、行政広報

河 川 ・道 路 ダム放 流警告 、雨 量 ・水位 ・水質 等 テ レ メー タ、 レー ダ雨 雪 量計 、 ヘ リコ

プ タ用(画 像 伝 送 を含 む)固 定型 ・可 搬型 衛 星 通信 、全 国 固 定通 信 網(マ

イクロ)、 河川 ・道 路管 理 用パ トロー ル無 線 路側 通 信

海上 ・航空 海難通信、港務通信、港湾レーダ、ナプテックス、航空管制、飛行場の離

着陸誘導、航空路監視レーダー

そ の 他 気 象 レー ダ、 気象 デ ー タ交 換 シス テム 、標 準 電 波 に よる通 報
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海上保安、航 空管制、気象観測等各分 野で利用 されている(第3-1-

10表 参照)。

公共分野の通信 システムは、緊急時におけ る国民の生命、財産の確保

等重要 な役割 を担 うこ とか ら、一般 の公衆網か らの独立性、耐 災害性 、

機動1生な どの特徴 を持つ無線通信は この分野 では欠かせ ないもの とな っ

ている。以下、い くつかの利用例 につ いて概観す る。

(1)防 災行政 無線

地震、台風等の 多発す る我が国にお いては、災害発生時の正確かつ迅

速な情報の収集、伝達手段 としての情報通信は極めて重要であ る。特に、

電波 を利用 した防災行政無線は耐災害性 に優 れていることか ら、防災用

通信網の中核 となってお り、緊急災害時の情報収集や指揮 一支援、あ る

いは災害の救援 活動等に活用 され るとともに、 日常 は行政広報 活動に利

用 されている。

我が国の防災行政無線には、都道府 県防災行政無線、市町村 防災行政

無線等があ り、これ らの通信網 は、固定系(多 重通信系、 テレメー タ系、

同報通信系等)及 び移動系の通信系で構成 され、電話、 ファクシ ミリ、

映像、デー タ等によ り情報 の収集、伝達が行 われている。3年12月 末現

在、全都道府 県の94%(47都 道府県 中、44都 道府 県)、 全市町村 の78%

(3,259市 町村中、2,526市 町村)で 運用 されてお り、無線局数 としては、

全 国で約1万6千 局余 りの固定局 と6万 局余 りの移動局が設置 されてい

る(第3-1-11図 参照)。

最近の動 きとして、全国の地方公共団体 を衛星通信 によって結ぶ 「地

域衛星通信 ネッ トワー ク」が3年12月 か ら運用 を開始 している。このネ ッ

トワー クは、郵政省 と自治省の共管法人であ る働 自治体衛星通信機構 に

よって管理 ・運用 され、全国の地方公共団体 等 を結 んで、 防災情報、行

政情 報の伝送に利用されるものである。4年1月 末、東京都、富 山県及
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第3-1-11図 市町村防災行政用無線網概念図
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び兵庫県が一部運用 を開始 しているほか 、15県 が整備 中であ り、将来は、

全 国で数千局がネ ッ トワー クに加入す ると とも に、各種 防災機関、都道

府県、市町村等の相互接続が可能になると期待 される。

(2)警 察無線

警察の情報通信システムは、警察活動における指揮、報告、連絡等の

情報伝達手段 として、警察運営上の神経系統としての役割を果たしてい

る。

全国の警察機関は、警察自営の無線多重回線、車載無線及び携帯無線

等約10万局の各種の無線局により構築する情報通信システムを活用して

いる。

現在警察では、通信量の増加 と高度化に対処するための幹線通信網の
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2ル ー ト化やデ ジタル化、警察無線の傍受 、妨 害 といった状況に対処 す

るための警察移動無線の デジタル化、パ トカーに搭載 した端末装置か ら

警察庁 の コンピュー タへ各種の照会 を直接行 う 「パ トカー照会指令 シス

テム」の整備等 を進め ている。

(3)海 上保安通信

海上保安 庁では、本庁や 全国の海上保安 官署、巡視船艇i等に無線局 を

設置 し、 これ らの無線局相 互間で、指令 、報告及び情報の伝達 を行 って

お り、 また、捜索救助に関す る通信、航行安全 に関する情報の提供 のた

めの通信等、我が国周辺海域 を航行す る船舶 との間におけ る海上保安 に

関す る通信 を行 っている。

さらに、GMDSS(海 上 におけ る遭 難及 び安全 の世 界的な制度)が

導入され たことに伴 い、衛星 を介 して遭 難の発生 とその位置 を知 るこ と

がで きるシステムの地上施 設や航行船舶 が海上安全情報 を印字に より自

動受信で きるシステムの送信局等 を運用す るとともに、関連通信施設の

整備 を進めている。

(4)航 空管制 システム

航空機 が空港 を離陸 してか ら航空路 を航行 して 目的地の空港 に安全に

着陸す るため に多 くの航空保安 無線施 設等が利用 されている。 パイロッ

トと管制官が交信 す るための無線電話 は もちろん、全国各地に配置 され

たNDB(無 指 向性無線標 識施設)、VOR/DME(超 短波全方向式無

線標識施設/距 離測定装置)と いった航空機 の位置 を指 し示す無線標 識

を利用 して航 空機 は運航 されている。 また、航 空機 は空港 監視 レー ダ及

び航空路監視 レーダによって常に監視 され、着陸の ため進 入す る航空機

に対 しては、進入す るコー スを指示す るILS(計 器着陸 用施設)と いっ

た計器着陸 のための着陸援助施設 もある。

(5)気 象観測 システム
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気象庁 では、本庁 と管 区気象台間、管 区気象 台相互間等で無線回線網

を構成 し、平常 時の気象通信のほか、非常時における気象通報の確保を

行 ってい る。 それ以外に、気象 レー ダ、 気象ロケ ッ ト、海洋気象観測船

等の観 測 とデー タの伝送に広 く電波が利用 され ている。特に、地上約3

万6千kmの 赤道上か ら地球 の約4分 の1を 観測 している静止気象衛星ひ

まわ りは、デー タ中継機能 も持 ってお り、航 空機、船舶や 山岳、離島な

どの観 測点か らの気象 デー タを 自動 的に 中継す るため に利用 されてい

る。 また、気 象衛星か らの気象デー タを企業、学校等が 直接受信 して利

用す るこ とも行 われている。

(6)日 本標準時の通報

郵政省の行 っている業務 の一つに、標 準時の通報が あ る。

現代社会に と り、標準 となる正確 な時刻が提供 され るこ とは極めて重

要 である。時刻通報 の利用 は、 テレビジ ョンや 電話 の時報 がな じみ深い

が、その他 にも、例 えばテレビジ ョン放 送では、正確 な時計 を用いて同

期信号 を発生 させて放送 が行 われ てい る。 また、高速 でデー タを相互に

や りと りする コンピュー タ間の通信は正 確 な時計に基づ いて制御 される

ことで通信が成 り立 っている。

標準時は、セ シウム原子の放射す る周波数 に基づ いて定め られてお り、

我が国では、郵政省通信総合研究所のセ シウム原子時計 に より周波数及

び時刻の標準が決定 されてい る。これは1×10-14の 精度 に達 し、30万 年

～100万 年に1秒 の誤差 とな っている。

標準時の通報 は、茨城県三和町のNTT名 崎 無線送信所か らJJY(短

波)は2kw、JG2AS(長 波)は10kWの 出力で国の 内外に 向け常時送

出 され てい るほか・ テレビの副搬送波、電話 等 を通 じて利用者 に提供 さ

れている。
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4産 業分野における電波利用

産業分野 におけ る電波利用は、タ クシー、宅配便等 の旅客 ・貨物運送

業における移動通信 での利用が一般的に知 られ ている。 さらに無線通信

が災害に強 いことか ら、電気 ・ガス ・水道な どの公益事業において も、

供給 ・運用状況の監視、指令 、緊急時の連絡 な どに使 われて いる。漁業、

海運業にお いては、情報伝達 の唯一 の手段 として、緊急時、遭難時の連

絡に無線通信が不可欠であることは言 うまで もない.ま た、通信 以外の

第3-1-12表 産 業分野における電波利用

用 途 使 用 例

農林水産業 農 産 物 の 出荷 ・流通 日時 の一 斉 周知(同 報)、 ビニー ル ・ハ ウスの 温度 監視

制 御 、漁 業 通 信(電 信 又 は電 話)、 魚群 探 知(テ レサ ウ ンダ ー)、 魚具 な ど

の 位 置確 認(ラ ジ オ ・ブ イ、 レー ダ ー ・ブ イ)、 漁 況 ・気象 ・海況 通報(フ ァ

ク シ ミ リ)、 印刷 電信(テ レ ッ クス)

鉱 業 クレーンなどの遠隔制御、資源探査のリモー ト・センシング、材料輸送時

の運絡、鉱山保安通信、構内連絡移動体識別(AVI)

工 業 資材、製品輸送時の連絡、自動区分仕上げ用ロボット、〔加工品の加熱処理・

洗浄〕、構内連絡、移動体識別(AVI)

建 設 業 測量、建設現場連絡

電気 ・ガ ス・

水 道(公 益

事 業)

設備 の系 統 運 用、 給伝 指 令 、 系統保 護 、 雨 量 ・水 位 テ レ メー タ、 電 レー ダ、

事 故 ・災 害 復 旧連 絡

商業 、金融 ・

保 険 業

仕入れ配達時などの連絡、MCA、 商品識別用センシング、商品の盗難防止

センサー、株価 ・商品市況の一斉伝達、現金輸送者との連絡

運 輸 業 タ ク シー 配 車 、車 両 位 置把 握 用 のAVM、 宅 配便 連 絡 、バ ス ・ロ ケー ター 、

新 幹 線列 車 無 線 、列 車 乗 員無 線 、構 内 無線 、 列車 防 護無 線 、 踏切 上 の障 害

物 探 知 、航 空 運送 の 運航 管 理 通信 、 座 席予 約 、 フ ラ イ ト ・プ ラ ン、 気象 情

報 の 伝達 、空地 デ ー タ・リン ク・シ ステ ム、海上 運送 の無 線電 話 、レー ダー 、

方 位 標識 、 船 の位 置 測定(オ メガ、 ロラ ン、 デ ッ カ)、 フ ァ クシ ミリ

情報通信業 取材連絡、報道記事の配信、写真伝送、経済市況の放送(デ ータ)

教 育 ・サ ー

ビ ス業

衛星を利用した遠隔授業



一240一 第3章 ゆとりと活力のある情報社会の形成と電波利用

利用 として、製造業 においては計測、洗浄、加工、加熱等様々な用途に

電波が利用 され ている(第3-1-12表 参照)。

さらに最近の動 向 としては、新 聞業、流通業におけ る衛星通信 の利用

や製造販売業 におけ るテレター ミナルな どのデー タ通信 システムの利用

も進め られ ている。

(1)自 営通信 システムの利用

ア 公益事業の通信 システム

電気 ・ガス ・水道 な どの公益事業においては、事故や 災害等 による供

給の停 止は非常 に大 きな社会的損害 と不安 をもた らすこ とになる。この

ため、事 故や 災害等 の影響 を極力抑 え、昼 夜 を問わず安定 した供給を維

持す るため、事 故の未然防止のためのパ トロー ル、災害、事故等の復 旧、

設備 の保守、安全の確保等、各種 の業務 に広 く移動通信が利用 されてい

る。電波利用 の耐災害性、機動性がこ こで も重要 な役割 を演 じている。

公益事 業用の移動体通信 は、通常は、営業地域、 ダム水路 の管理区域等

に分割 して顧客 サー ビスや設備 の運用 、監理 、保守、工事等 に利用 され

ている。

移動通信以外に も、設備の系統運用、ダムの雨量 ・水位 観測用のテレ

メー タ、雷の発生状 況観測用の雷 レーダな ど様 々に利用 され ている。

2年 度末現在、公益事業用無線の無線局数 は電気関係が約4万7千 局、

ガ ス関係 が約1万5千 局、水道関係が約1万1千 局 で、過去10年 間に約

5割 増加 している。 これ らの通信 システムでは、周波数 の有効利用 を図

るために、主 に60MHz、150MHz及 び400MHz帯 の周波数 を適 当な地理

的 間隔 をおいて繰 り返 し使 用 しているが、現在 は、MCA方 式 による一

層の有効利用 を図っている例 もあ る。

イ 陸上運輸 業、製造販 売業等の通信 システム

宅配便 などの陸上運輸業、製造販売業、土木建築 業、各種のサー ビス
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第3-1-13図MCAシ ステムの業種別利用状況

(全国移動無線センター協議会)
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業 などの事業 活動 に幅広 く利用 されているシステムにMCAシ ステムが

ある。

MCAシ ステムは、複数のチャネル を多数 の利用者が共同 して利用す1

ることで周波数 の節約が できる一方、利用者の側 も少ない設備 投資で広

範囲の地域 をカバーす ることが で きる。 また、MCAシ ステムは、使用

回数にかかわ らず、毎 月一定の コス トで利用で きることか ら、短い通信

時間で繰 り返 し使用す る業務 で多 く利用 されている(第3-1-13図 参

照)。

3年9月 末の利用数 は基地局 が3万6,597局 、移動局 が47万974局 で、

昭和57年 に実用化 されてか ら、わずか10年 間で急激 な増加 を見せ ている。

また、 タ クシーの配車、バスの運行管理等、運行 中の車両の位置や活

動状況(実 車 、空車、作業 中等)の 情報 を常 時的確 に把握 するためのシ

ステム として、車両位置等 自動表示 システ ム(AVMシ ステム:Auto-

maticVehicleMonitoringSystem)が 利用 されている。
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代表的 なAVMシ ス テム方式である分散送信 方式では、都 市内に多数

配置 したサインポス トか らの位 置情報 を受信 して、 これに 自車の車両番

号 等の情報 を加 えて、基地局 等に送信す る。基地局等 で受信 された位置

情 報信号 は、有 線伝送路 に よ り利 用者 の通信所(利 用 者運 用管理 セン

ター)に 伝送 され、そ こで車両 の位置等が表示 され る もの である。 タク

シー事業者につ いてみ ると,2年 度末の同 システムを利用す るタクシー

事業者は805免 許人、移動局数 は59,211局 となっている。

ウ 漁業 における電波利用 システム

海洋におけ るあ らゆ る活動 にお いて、無線通信 は唯一の連絡手段 とし

て船舶 の安全確保 に不可 欠な役割 を果 た している。 また、漁業、海運、

海洋調査 、 レジャー等 の幅広 い分野にお いて利用 されて いる。

特 に漁業では、漁業 通信 を中心 とす る陸船間、船問用通信 と して短波

や超短波 を使用 した自営の専用通信 が利用 され ている。 その他 にも、海

象 ・気象情報の受信 のため のファ クシ ミリ、航行や漁労の効率 向上のた

め のロラン、GPS等 の測位 システム、 ラジオ ・ブ イなどは な くてはな

らない もの とな ってい る。

2年 度 末の 漁業用の船舶 局数 は8万2千 局余 りで国 内の全船舶局の

90%を 占め ている。 その うち7万1千 局 は電力が1W以 下の小 型の無線

電話 であ り、全国の漁業協 同組合等 を単 位 とした海岸局 を中心に運営さ

れている。海水動力漁船 に対す る無線局 の普及率 は5ト ンを超 える漁船

については77%に 達 しているが、5ト ン未満 の小 型漁船 では16%に とど

まっている。5ト ン未満 の小型漁船が全 漁船 の91%を 占め ている現状か

ら、簡易 な無線連絡 システムの整備が望 まれてお り、 このため、郵政省

では3年 度か ら・新 しいシステム として漁業地域情報 システム(マ リン

ホー ン)の 普 及 を推進 している。マ リンホー ンは携帯型の無線設備で、

4年3月 現在全国4地 域 で利用 されてい る。
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養 殖漁業における電波利用
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また、近年振興が図 られている養殖 ・栽培漁業では、海洋環境 の観測、

監視及び これ ら施設の遠隔制御のため に電波が利用 されてい る(第3-

1-14図 参照)。

(2)電 気通信事業者の提供 するサー ビスの利用

既 に述べ たよ うに、電気通信事 業者 は電波 を利用 した多様 な通信サー

ビスを提供 してお り、利用者は、 目的、経済1生等に応 じてサー ビスを導

入 してい る。主要な通信サー ビスにつ いて、特徴的 な利用の現状 を概観

することとす る。

移動通信 の分野では、 自動車 ・携帯電話、無線呼 出 し、テレター ミナ

ル等のサー ビスがある。 自動車 ・携帯電話の特徴 は、 自動車電話交換機

を経由 して加 入電話網に接続す るため、ほぼ一般の加入者電話 と同様 に

利用 でき、通話 の相手先及び通話時間に も制約 がない。このため、比較
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的安価 ではあるが特定の相 手 との業務用通信に限定 されるMCA等 業務

用の 自営通信 と比較 して広範 な分野 で利用 されてい る。

無線呼 出 しは、呼び出 しの信号 または簡単 な メッセー ジを一方的に受

信機に送信す るサー ビスであるが、簡便で安価 な通信 システム として広

く普 及 している。 また、各種の センサ と組み合 わせ て、 ビニー ルハ ウス

の 自動監視 、セ キュ リテ ィ利用等様々な応用が されてい る。

テレター ミナルは、 デジタル方式のデー タ通信端末 であ り、アナ ログ

方式の 自動車電話に比べ て伝送速度が早 く、通信 品質、信頼性が高いこ

とが特徴 であ る。事務所 の コンピュー タと端 末間のデー タ通信、メッセー

ジ通信、デー タベー スの情報提供 、POS等 に利用 されているが、現在

の ところ東京23区 内に利用が限 られている。

衛星通信 の分 野では、衛 星通信 の特徴 である広域性 、同報 性、広帯域

性 を生か して、CATVへ の番組 配信、社 内番組伝送 、新聞紙 面伝送等

動画映像 、大量 のデー タ等 を広範 囲に一度に伝 送す る業務 に多 く利用さ

れている。 また、耐災害性 、回線設定の容易 さ ・迅速性 を有す ることか

ら、電気通信事業の地上回線のバ ックア ップ用、 セキュ リティ関係事業

に も利用 されている。

(3)高 周波利用 設備の利用

高周波利用設備 は、場合に よっては他 の電子機器、無線機器 に妨害を

与え るこ とがあ るため、一定の条件 を超 える設備 の設置 にっ いては郵政

大臣の許可が必要 である。2年 度末の許 可設備数 は約18万3千 局 となっ

てい る。

高周波利用設備 は、通信 及び通信以外の用途 の もの に大別 され、通信

設備 としては・電力線 を介 して通信 を行 う電力線搬送通信設備 と、誘導

電磁 界を利用 して通信 を行 う誘導式通信 設備が ある。

通信以外の用途 に利用 され る高周波利用 設備 として、産業 一科学 ・医
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療用分 野の高周波利用設備が ある。 これには、無線周波エネルギー を利

用す る誘導加熱、誘 電加熱、超音波機器 などがあって、一般家庭に普 及

してい る電子 レンジをは じめ、産業用 としては、鋼鉄の焼入、金属 の溶

解、塩化 ビニー ル ・シー トの溶着、超 音波洗浄な ど様々に利用 され るほ

か、科学分 野の核融合実験装置、医療分 野の電気 メス、MRI画 像 診断

装置、マ イクロ波治療器な ど広 く利用 されている。

5家 庭生活 における電波利用

情報社会が ゆ とりと活力にあふれた もの となるためには、家庭生活の

充実が必要不可欠の要件 である。今 日、家庭生活においては、家庭内に

おけ る電波利用機 器の 多様化 が進展 してい ると ともに、特に アウ トド

ア・ライフにお ける電波利用 が急速に進展 して きている。 その基調には、

電波利用 において 「個(個 人・個別)」 を重視す る気運 の世界的な高ま り

がみられる。

(1)電 波利用機器の多様化

家庭 におけ る電波利用は、ラジオ、テ レビとい った放送 メデ ィアの浸

透 による、社会情報や生活情報の簡易な入手手段 、あるいは娯楽 のツー

ル として発展 して きた。

テレビが登場 して以降の放 送 メディアの普 及状況 を、経済企画庁 の「消

費動向調査」によ りみ ると(本 節 の普及率 について以下 同様)、 既に昭和

37年 には、白黒 テレビの普及率が80%を 超 える状 況であったが、その後、

白黒 テレビは カラーテ レビに代替(3年 におけ る普及率は99.3%)さ れ、

昭和57年 には受信契約数が3千 万件 を突破 している。

また、元年 にはNHK衛 星放 送が(3年12月 末におけ る、受信契約総

数 に対 して衛星放送受信契約数の 占め る割合 は9.9%)、2年 には民間衛

星放送が開始 され、3年 には放送衛星 を利用 したハ イビジョンの試験放
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送が開始 され るな ど、放送 の質的充実 が図 られ、 また検討 されて いる。

これに対 して、家庭 におけ る情報通信機器 の もう一方 の代表格 である

電話機 につ いては、加入電話開設時の積滞解消(昭 和53年)や 、全国の

電話 自動化 の完 了(昭 和54年)等 もあ り、成熟 したメデ ィア環境にあっ

たが、昭和62年 の コー ドレス電話機 の販売 自由化 以後 は コー ドレス電話

の需要が 急増 したほか、 自動 車 ・携帯電話や ポケベル等 の無線呼出 し機

器が一般 家庭において も増加 しっつあ るな ど、近年 の家庭生活 において

は電波の時代が到来 しつつ ある。

また、近年の ライフス タイルの変化に伴 い、家庭 生活、特 に食生活に

おいて も、電波利用は電子 レンジ とい う形で深 く浸透 してい る。

電子 レンジは、極超 短波帯 を使用 した食品の加 熱処理機器 であ り、3

年 におけ る普及率 は75.6%と な っている。

この ように、家庭生活におけ る電波利用 は、 生活に密着 した多様化が

進展 してい る(第3-1-15図 参照)。

第3-1-15図 電波利用機器の普及率等

100

::

ll

ll

ll

%11
40
年4550556・

「消費動向調査」(経済企画庁)、通信機械工業会資料により作成

(注)コ ー ドレス電話機は、国内出荷された電話機全体に占める比率である
。
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(2)ア ウ トドア ・ライフにおける電波利用

ア 戸外 における電波利用の一般化

近年、情報通信 の分野においてはライフス タイルの変化 に応 じ、戸外

における多様 な生活行動への対 応が進展 してい る。

放送 メデ ィアにおいては、手のひ らサ イズの衛星放送受信用ア ンテナ

が開発され、電車内での文字放送 の視聴 も一部可能 となっている。

電気通信 メデ ィアにお いては、従来の列車 公衆電話や航 空機公衆電話、

インマルサ ッ ト衛星 を使 った国際線航空機 か らの国際電話サー ビスのほ

か、携帯電話等 を常備 した ホテルや飲食店、 ゴルフ場等の各種施設が 多

くなってお り、地下鉄車 内や地下道での利用実験 も行われてい る。また、

地理的な条件 に より不通話地域 であった場所 において も、無線公衆電話

が設置(北 海道:石 北峠)さ れるなどの状況 にある。

電話以外では、ポケッ トベ ル等の無線呼 出 し機器の一般化が顕著であ

り、特に、数字等の文字表示型の機種が導入されて以降、利用方法 も多

様化 して、動 く伝言板的 な役割 を果た している。

イ 余暇 ・レジャーにおける電波利用

余暇 ・レジャー面 におけ る従来 の電波利用の例 としては、屋内型では

アマチュア無線、短波 ラジオ放送の聴取等の事例 が、屋外型 では ラジコ

ン模型、 トランシーバー、運動会等でのワイヤ レスマイ クの利用等各種

の事例がみ られてい るが、限定的 な利用 に とどまっていた。

しか し、近年 においては、余暇 ・レジャー志向の高 ま りに伴 い行動範

囲も拡大する傾向にあ り、 よ り安全 に、 よ り活動的 に余暇 ・レジャー を

楽 しむ とい う観点か らも、電波利用 システムの整備が進んでいる。

例 えば、マ リン ・レジャー においては、 モー ター ボー ト、遊漁船 等の

いわゆ るプ レジャー ボー トの普及が顕著 であるが、プ レジャー ボー トに

よる海難事故件数は全体 の約4分 の1を 占め る状況にあ り、マ リン ・レ
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ジャーにおけ る安全確保 の ためのシステムが求め られてい る。 このよう

な状況 に対応 した システム としては、150MHzの 周波数 の中か らプレ

ジャーボー トに対 し専用 の周 波数(マ リンVHF)を 割 り当て、遭難時

な どには海上保安庁 との連絡 が可能 な遭 難安全 周波数(ch16)を 確保 し

た通信 システム(注)があ り、マ リン ・レジャーの健全 な発展 のために必要

不可欠なシステム として注 目されて いる。

また、山岳 レジャーにおいては、無線 によ るスキー場案 内システムや、

スキー ス クールにおいて、 スキー指 導員 の指示 を滑走 中の生徒が無線で

直接 聞け るシステムが実用化 され るな どの状況 にある。

このよ うな状況か ら、今後のア ウ トドア・ライフにお け る電波利用は、

携帯性が向上す るにつれ た安 全性や機動1生を確保す るメデ ィア として、

重要性 が高 まるもの と考 え られる。

(3)「 個」尊重の電波利用

近 年の家庭生活においては、ライフ スタイルの変化 とともに、「個 人の」

あるいは 「個別の」需要が強 くなって きてい る。

放送あ るいは電気通信の分野において顕著 な、「いつで も ・どこでも・

だれ とで も」利用が可能であ る状況 を目指 した現在 の動 きは、正 に、「個」

の尊重 を目指 した動 きであ り、利用実態面において も着実 な一般化が進

展 している もの と思 われ る。

利用の実 態面にお いて今後 ます ます期待 され る分野 と しては、標準電

波(時 報電波)を 受信 し、 自動的に時刻 を補正す る狂 いの ない時計の開

発や、無線セキュ リティ ・システムによる外 出時の ホームセ キュ リティ

の確保及び遠 隔監視の実現、あるいは、車社会 におけ る電波利用 として、

(注)ch16に つ いては海上保安庁が、また、専用の周波数については所属マ リーナ

等が、それぞれ聴守 しており、緊急時の救助機 関への連絡が、迅速かつ確実に

できる通信 システム。
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道路設備や乗用車に搭載 され た設備 としての、ナ ビゲー シ ョン ・システ

ムや車両距離制御用セ ンサの導入、視覚 障害者のための誘導通信 システ

ム等、よ り生活 に密着 した実用的 なシステムが挙げ られている。

一方、国際的 に も 「パー ソナル化へ の対応」は大 きな課題 となってお

り、例 えば、国際海事衛星機構(イ ンマ ルサ ッ ト)の 総合計画 「プロジェ

ク ト21」においては、今世紀末 までに、世 界中どこか らでも使 えるポケ ッ

トサイズの衛星電話サー ビスを開始するこ ととされ ている。 また、国際

無線通信諮問委員会(CCIR)に おいて も、世界共通規格の将来の公

衆陸上移動通信 システム(FPLMTS)の 検討 が行われているな ど、

個人の行動範 囲が国際的に更に広が るこ とを想定 した、未来型の情報通

信 ネッ トワー クの検討 が重 ね られてい る。

このように、国内外の電波利用の状況 は、次第に進展のス ピー ドを速

めてお り、家庭 におけ る電波利用 も、 よ り 「個 」に着 目した個別のニー

ズにか なった ものに変化 してい くもの と考 えられ る。

6地 域社会 におけ る電波利用

地域社会 におけ る各種 活動が活発 になされ るためには、地域特有の地

理的、文化的 ・経済的条件等、地域特有 の条件 に対応 したシステムづ く

りが必要であ る。電波 を利用 した無線系 システムは有線系 システムに比

べて、柔軟かつ経済的であ り、比較的容易 に個別 のニー ズに対 応できる

という特長 を有 す るこ とか ら、 その有効性が再 認識 されてい るところで

あり、地域社会においても多様 な利用がな されている。

(1)地 域振興のための電波利 用プロジェク ト

郵政省 では昭和63年 度か ら、「地域振興の ための電波利用 プ ロジェ ク

ト」を推進 している。本プロジェク トは、 モデル地域におけるニーズ調

査、システムの技術的実験等 を踏 まえ、各地域特有の電波利用ニーズの
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掘 り起 こ しと、 システムイ メー ジの構築、 さらに、そのシステムの実用

化 を目指 してい る。

研究内容 の地域別概要 は第3-1-16表 の とお りであ るが、このうち、

① 「スキー指 導用無線 システム」(北 海道 札幌 市等)

スキー指導員 の指示 を、小 型受信機 を携帯 した受講生に直接伝達す

る等の システム

② 「市町村 防災行政無線高度化 システム」(熊 本 県天草郡栖本 町等)

ファクシ ミリ等の利用 を可 能 とした市町村 防災行政無線 システム

については3年2月 及び3月 に相次 いで実用化 され、 また、以下のも

のにつ いては実 用化 システム の実験 中であ るな ど実用化 が進展 してお

り、今後の普及 が期待 され る。

① 「観光地情報案 内システム」(石 川県金沢市)

観光客 に小型受信機 を貸与 し、名門 旧跡 ごとに設置され た発信機か

ら観光情報等 を伝送す るシステム

スキー指導用無線システム(生 徒はイヤホン式の受信機を利用)
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第3-1-16表 電 波利用プロジェク トの地域別概要

(3年11月 現 在♪

局 検 討 テ ー マ 主 な シ ステム の イ メー シ ・目的

北

海

道

スキー場での電波利用 ス キー指 導 及 び ス キー場案 内用 シ ス テム

気象観測での電波利用 雨量観測の高精度システム

○ 救急医療無線システムの実用化 救急車と医療機関間の医療データ伝送

東

北

睦奥湾地域の総合情報無線システム 海上、農業等で共用可能な連絡システム

○ スキー ・イベ ン トでの電 波 利 用 競技の計測及び競技関係者の連絡用システム

関

東

農村地域情報通信システム 防災無線、パソコン通信等による情報提供

○ 地域住民 ・観光客への情報提供 コ ミ山 ニ テ ィーFM等 を利 用 した情 報 提供

信

越

スキー リゾー トでの 電波 利 用 ス キー指 導 及 び スキー 場 案 内用 シ ス テム

○ 大規模イベントでの電波利用 イベント来場者への各種情報の提供

消 ・融 雪装 置の 管理 シ ステ ム 消 ・融雪装置の稼働監理及び起動等の制御

観光地情報システム 観光客への観光案内システム

○ 山間地域での総合通信システム 山間地域での災害防止、地域産業振興

東

海

○ イベ ン ト用 の電 波 利 用 シ ス テム 道路情報等のイベント来場者への提供

○ 在宅医療、独居老人看護用システム 在宅医療、独居老人看護のための電波利用

近

畿

リゾー ト地 域 で の電 波 利 用 マ リー ン ・コ ミュ ニ テ ィー ホ ー ン の 導 入

○ 農山村地域での情報通信システム 農山村地域の事業の効率化、活性化

○ 地下街等での情報通信手段の確保 自動車電話、ポケベル等の受信状況の改善

中

国

過疎地域での情報化 防災行政無線の高度化、緊急通報システム

ヘ ル スケ ア ・ネ ッ トワ ー クシ ステ ム ペンダント型緊急通報システム、痴呆性老人

の俳徊監視システム

○ 山間部 リゾー ト地域での情報化 屋外施設等での緊急通報システム

四

国

○ 観光地巡り総合情報通信システム 観光客への観光案内システム

○ 農業及び農村用の情報通信システム 農協から農家への農業関係情報のFAX伝 送

九

州

地域農業 ・農村の情報化 農協、各農家が共同利用できるシステム

防災行政無線の高度化 行政情報等のFAX配 信 システム

○ コ ミュ ニ テ ィー 情 報 案 内 シ ステ ム コ ミ⊥ ニ テ ィー情 報 の提 供

沖
縄

○ リゾー ト無線 シ ステム の 構築 ・運営 観 光 客 が、 陸 上 、海 上 を問 わ ずに 利 用可 能 な
シ ステ ム

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注)○ 印 は 検討 中の テー マ 、 その 他 は検 討 が終 了 した テー マ を示 す。
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② 「救急医療 無線システム」(北 海道札幌市)

救急車か ら医療機関に患者のデー タ等 を伝 送 し、医療機 関の受入体

制の円滑化 を図 るシステム

③ 「地下街等 の閉空間におけ る情報通信 システム」(大 阪府大阪市)

漏 えい同軸ケー ブルを用 い、地下街等の閉空間において、無線呼出

し、携帯電話、FM放 送等 の情報通信サー ビスの提供 を可能 とす るシ

ステム

(2)地 域 間の文化 交流面 をサポー トす る電 波利用

電波の、特 に衛星 を利用 した場合 の メデ ィア特性 としては、広域性、

同報性、広帯域性、機動性等が挙げ られ るが、これ らの特性 は情報の一

極集 中という状況の 中で、地方において も大都市 と同質の情報が、瞬時

に受け取れ るとい う状況 を可能 とす るものである。特に、映像 情報の伝

送につ いては、情報源の地理 的拡大 、地域 におけ る人材不足の解消やレ

ベ ルア ップ等 とい う面 において、その効果が期待 され てお り、以下のよ

うな事例がみ られている。

ア ふ るさと文化等の交流 と電波利用

衛星 を利用 した映像情報伝送の一般 的な例 としては、各種 コンサー ト、

スポー ツ、演劇等の衛星 中継が既に試み られてい るが、衛星 を利用す る

こ とに よ り、 各種文化等 の地方への紹 介 も容 易 とな り、地域の活性化に

も役立つ もの と考 えられ る。

郵政 省においては、3年4月 よ り郵便局衛 星通信 ネッ トワー ク(P-S

AT)の 運用 を開始 してい るが、郵便局 の窓 ロロビー等に設置 されたP-

SATの 端末装置に よ り、地方公共団体 の作成 した地域紹介 ビデ オの放

映等を通 じ、地域の特産物、地場産業、観光情報等のふ るさ と情報 を映

像 によ り全国へ伝 えてお り、ふ るさと文 化等の交流 を衛星 を利用 して行

う好例 と考え られる。
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イ 各種教育 に関 す る映像情報の伝送

各種教育情報の伝送 につ いては、例 えば、一部大学等において、遠隔

校舎間で講義模様 の伝送が行 われているほか、企業内研修、地方におけ

る医師の生涯学習等 の事例 において、衛星や一部マ イクロウェーブ回線

を利用 した映像伝送 システムが、導入、実験 あるいは検討 されているな

ど、地域 を越えた高レベルの教育 の実現が、衛星 を利用す ることによ り

可能 となって きている。

ウ ィベ ン ト用放送局の利用

「イベ ン ト用放送局」は、博覧会等の開催期間中に、臨時かつ一時的

に開設され る放送局 で、昭和63年 の放送法の改正に伴 い策定 された制度

であ り、地域社会 の特色 を生か した電波の利用 とい う面 で代表的な もの

の一つ である。

過去の利用事例 をみると、元年3月 か ら9月 に開催 され た 「ア ジア太

平洋博覧会(福 岡市)」 以降、2年 の 「国際花 と緑の博覧会(大 阪市)」

まで各地 で開催 された博覧会 での利用や、2年 に開催 され た 「ニ ッポン

カップ国際 ヨッ トマ ッチ レー ス(神 奈川県葉 山町)」 等のスポーツ大会 で

の利用、あ るいは3年 の 「善光寺御開帳 フェア(長 野市)」 といった文化

面での利用が行 われ てい る。

(3)地 域生活 に密着 した電波利用

地域社会 におけ る電波利用 は、前述 の各 システム等 に加 え、 自然災害

を回避す るための システム、例 えば、消融雪装 置の稼働 状況の監視、起

動の制御等 を行 うシステムや、土石 流の監視 システム、あ るいは、バ ス

の運行状況 を利用者に時事刻々伝達す るバス ロケー シ ョンシステム等、

個別のシステムに よる利用が主流 となってい る。

しか しその一方で、他の システム、例 えば農業用の情 報 システムや 山

間部 リゾー ト地 に おけ る情 報 シ ステム と一 体 とな り、地域 コ ミュニ
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テ ィー におけ る総合 的な情報通信 ネ ッ トワー クとして利 用 される といっ

た方向性 も、今後 の流れの一つ として注 目され る。

地域の活性化 のために、 また、地域住民に対す る利便 向上や安全 を確

保す る手段 として、電波利用 システムのニー ズは今後 とも高 ま り、高度

なシステ ムにな るほ ど、総合 的なネ ッ トワー クシステム として進展 して

い くもの と考 え られ る。

7地 球観測 ・地球環境 保全 における電 波利 用

地球 温暖化 、酸性雨、熱帯林の減少等の実 態が明 らかにな るにつれて、

地球環境 問題 が人類 の直面す る大 きな課題 とな って きてい る。今後、地

球環境 問題 に適切 に対応 して い くためには、 まず、地球的規模 での様々

な現象の把握 とその発生 メカニ ズムの解 明が不 可欠である。

このための地球環境の計測 ・監視 には、電波 に よる リモー トセンシン

グ観 測が欠かせ ない。 リモー トセ ンシング観測 は、電波の反射、ふ く射

の性質 を利用 して、離れた ところか ら対象物 を識別、 その状態 を明 らか

にす る超広域的 な物 質探査 の方法 である。1986年 、NASA(米 国航空

宇 宙局)の 気象衛星NIMBUS7号 が南極上 空のオ ゾン層に明 らかな

オゾンの穴(オ ゾンホール)を 発見 し、 オゾン層破壊 の現状 が大 きな社

会 問題 として認識 されたよ うに、電波に よる リモー トセンシング観測は

地球環境に関す る重要 な情報 を我々に提供 して くれ る。

(1)リ モー トセ ンシ ング観測

ア 大気観 測

大気観 測では、雲や降雨に関す る気象状況の調査 等が行 われてい る。

また、郵政省通信総合研究所では、2年 度 よ り、最近 懸念 されてい るオ

ゾン層破壊や 地球 温暖化問題に大 き く影響す る成層圏(地 上約15～50km)

か ら中間圏(地 上約50～80km)に かけての上層大気中の微 量ガス成分の
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計測技術 の開発に取 り組んでい る。 さらに、これ と並行 して、3年10月

の 日米科学技術 協力協定に基づ く第3回 合 同委員会において、地球科学

及び地球環境分 野の郵政省関係 の共 同研 究テーマ として、「地球環境のた

めの高度電磁波利用技術に関す る国際共同研究」が合意 され、中層大気

の総合的 な観測 ・計測技術の開発や大気 と電波 との相互作用の研究開発

をア ラスカ大学 と共 同で行 う計画が進行 している。

イ 陸域観測

陸域観測 では、農 作物 の生育状況や森林の植生分布に関す る調査、地

表面の地質調査、鉱物 資源の探査 のほか、災害監視等が行 われている。

災害監視 の例 では、3年7月 、郵政省通信総合研究所が 、航空機搭載の

マイクロ波映像 レー ダを用 いて、雲、噴煙に覆 われて肉眼では見えない

長崎県島原市雲仙普 賢岳の溶岩 ドー ム周辺の撮影に成功 した。 この成果

は、悪天候下の災害監視 におけ るマイクロ波映像 レーダの有効 性 を我が

国で初めて実験的に検証す るもの となった。

'.

一一銭

崎

』
傷に

獅

マイクロ波映像 レーダによる雲仙 ・普賢岳周辺の映像(3年7月)
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ウ 海域観測

海域観測 では、波浪、海上風、海流 の調査、プ ラン ク トンや赤潮の監

視 、油 汚染の監視 等が行 われてい る。郵政省通信総合研究所では、昭和

59年 よ り航空機 搭載 マ イクロ波 レー ダ及 び衛星搭載合 成開 ロレーダによ

る海上汚染の監視 技術 につ いて研究開発 を行 ってい るほか、昭和62年 か

ら短波海洋 レー ダに よる波 浪、海流の観測 を行 ってい る(郵 政省通信総

合研 究所 におけ る リモー トセン シング観 測 の取 組状況 につ いて は、第

3-1-17表 を参照)。

(2)地 球環境 問題 の取組 に寄与 す る情報通信ネ ッ トワークの研究開発

地球 環境保 全の基盤 を形成す るには、地球環境の観測 ・監視体制の確

立、地球環境の現状 の解 明に必要 な リモー トセ ンシング技術の研究開発

とともに、観測デー タ処理 技術の 向上、環境デー タ ・情報の国際的 ・学

際的 な相互利用の促進等 が必要 である。

この ため、郵政省 では、3年 度か ら、国内外の研 究機 関で取得 されて

い る各種 の情 報や地球環 境 デー タ を相 互 に利用可能 とす る情報 ネ ット

ワー ク友 び広域 に分 散 した観測点 か ら地球環境 計測デー タを集めてデー

タベース化す る計測ネ ッ トワー クの研究開発 を開始 してい る。 また、こ

うした各種 の地球環境に関す る情報 ・デー タを円滑に流通 させ ることに

よ り、国際的 ・学際的 な調査研 究 を行 うための地球環境情報ネ ッ トワー

ク及び地球環境観 測 ・監視 システムの開発 、整備等 につ いて開発調査 を

行 っている。

8研 究開発分野における電波利用

電波は、我々の生活の様々な分野で利用され、豊かな社会生活の形成

に役立っているのみならず、天文学や測地学等の学問における新事実の

発見等、学術振興のためにも大いに役立っている。
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第3-1-17表 郵政省通信総合研究所 におけるリモー トセンシング観測の

取組状況

取 組 状 況(観 測成果及び観測技術の開発動向)

大気観 測 ○ レーザ レー ダに よ る大 気 観 測

1960年 の レーザ(ル ビー レーザ)の 発 明 以 来、 通信 総 ・合研 究 所 で は レー ザ

の 応 用技 術 と して レーサ レー ダの 開 発に 努 め て い る。 昭 和39年 に は、 我 が国

で 初め て レー ザ レー ダに よ る成層 圏 エア ロゾ ル層 の観 測 に成 功 したほ か、40

年 に は 、現 在 成 層 圏Na層 の 測 定 手法 と して 確 立 して い る共 鳴 錯 乱 方 式 の

レー ザ レー ダを提 案 し、 さ らに43年 には 、現 在 大 気汚 染 ガ スの 測定 手 法 とし

て確 立 してい る差 分 吸収 方 式 レー ザ レー ダ を提 案 す る な ど、 レー ザ レー ダに

よ る大気 の 測定 手 法 の確 立 に 大 いに 貢献 して きた。 この 他 に最 近 では 、51年

に炭 酸 ガ ス レーザ に よる光 化学 スモ ッグ発 生時 の オ ゾ ンの 測定 、平 成2年 に

コ ヒー レ ン トレー ザ レー ダに よ る大 気 の風 の 測定 、3年 に は フ ィ リピ ンの ピ

ナ ツ ボ火 山 の 噴火 に よる成 層 圏エ ア ロゾル 増加 の 測定 に 成功 して い る。

○ 降雨観測

昭和53～54年 にかけて航空機搭載用マイクロ波(2周 波)雨 域錯乱計(降

雨レーダ)/放 射計システムを開発し、降雨強度の推定や雨滴粒径分布の測定

等、航空機による上空からの観測実験を実施した。様々なタイプの降雨につ

いての観測実験から得られたデータは国外からも注目を集め、宇宙からの降

雨観測について同様の検討を行っていた米国航空宇宙局 くNASA)か らの提

案により、昭和60年 以降、 日米共同の航空機実験を米国で実施している。

さらに一連の航空機実験を通じた広域の降雨観測の可能性が立証されたこ

とにより、地球全体の降雨の約3分 の2を 占めエルニーニョ現象等地球的規

模での気候変動を支配する大きな要因である熱帯地域の降雨を観測するため

の熱帯降雨観測衛星(TRMM)計 画が、8年度頃より日米共同で実行に移され

ることとなっている。通信総合研究所では、昭和63年 か ら、宇宙からの降雨

観測のためのレーダ技術の研究を進めており、3年 度からは、宇宙開発事業

団と協力して、TRMM搭 載用レーダの予備設計に着手している。

○ 上層大気中の微量ガス成分の観測

最近懸念されているオゾン層の破壊や地球温暖化の問題は、成層圏から中

間圏にかけての上層大気の組成、化学反応、熱力学的性質と密接に結びつい

ている。特に、成層圏のオゾン層の生成、消滅過程等に影響を及ぼす窒素酸

化物、水酸化物、塩素酸化物等の微量ガス成分の存在は重要である。このた

め、これら微量ガス成分を高い精度で観測することにより、オゾン層破壊や

地球温暖化問題への対策を講じることが重要になっている。通信総合研究所

では、2年 度より、これら上層大気の微量ガスから放射される短波長ミリ波

帯(200～300GHz)の 物質固有の電波を受けることにより、その成分の観測

を行う計測技術の研究開発を行っている。
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区 分

大気観測

陸域観測

海域観測

取 組 状 況(観 測成果及び観測技術の開発動向)

O対 流圏の観測

対流圏(地 表～約15km)大 気には、地球大気の大部分を占める空気が存在

し、人類の生存に最も大きな影響を与える地球環境領域と言える。このため、

高精度かつ正確に地球全体の対流圏を衛星からグローバルに観測する必要性

が高まっている。この観測手法としては、光を利用するアクティブセンサー、

特に将来型とも言うべきレーザレーダが最適である。そこで、3年 度より、

衛星搭載用の将来型レーザレーダとして最適な、半導体レーザ励起の固体

レーザを光源とする近赤外領域のレーザレーダの研究を行っている。

○ 地表観測

昭和59年10月 に米国航空宇宙局(NASA)に よって打ち上げられたスペー

スシャ トル搭載の映像レーダ(SIR-B)実 験に参加するなど、衛星高度から

の地球観測に取り組んでいる。また、地上観測用のマイクロ波レーダによる

受信波の解析から、稲、大豆、ごぼう等の農作物の葉や穂の大きさ、畝と株

の間隔等に関する情報を抽出する手法を開発している。

さらに、3年7月 、航空機搭載のマイクロ波映像レーダ(SLAR)を 用いて、

長崎県島原市雲仙普賢岳の溶岩 ドーム周辺の撮影に成功した。

○ 雪氷

地球の過去及び未来の気候変動を知る上で、地球上の氷の90%を 占める北

極及び南極域の雪氷の状況を監視することが重要になっている。通信総合研

究所では、これまでに海洋氷の厚さを計測するステップ周波数レーダを開発

し、昭和基地周辺の海氷上で観測実験を行いその有効性を確認している。同

レーダは、250～750MHzの 範囲を15.625MHz毎 に32段 階に階段状に周波数

を増加することにより、原理的には、4.8mの 厚 さの海氷を15cmの 精度で測定

できる。また、大陸の氷の厚さに止まらず、VHF帯 の電波センサによって表

面形状や内部の層状構造、底面での粗さの推定手法を開発するなど、氷の多

様な物理量を計測することに成功している。

○ 海流観測

短波帯のレーダによる表面伝搬波を利用することによって、沿岸から距離

100km程 度 までの海洋表面流の計測が可能である。通信総合研究所沖縄電波観

測所では、その地の利を生かして、表面伝搬波モー ドの実験システムを構築

し、昭和62年 より基礎研究を実施 している。航空機搭載2周 波マイクロ波錯

乱計(10及 び35GHz帯)を 用いて、これまでに海面の錯乱断面積の風速及び

風向依存性、周波数依存性等の観測実験を行い、貴重なデータを得ている。

特に、平成2年 には、レーダを移動して黒潮の観測を行い、その流れの検出

に成功した。また、波高や海上風 といった海流以外の海洋情報の取得、解析

も進めている。

O油 汚染観測

昭和59年 より開発に着手した航空機搭載のマイクロ波映像レーダにより、

幅20km以 上にわたる海面等の状態を映像として取得し、油に汚染された領域

を極めて高感度に検出することに成功 している。
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(1)電 波天文

ア 宇宙電波源観測

宇宙か ら発せ られ る電波 を観 測 し、銀河系 の構造や星 の生成 、消滅過

程等 を明 らかにす る電波天文学 は、1931年 に、米国のジャンスキーが、

遠距離通信 におけ る雑音電波の影響 を研究 していた際 に、銀河の中心方

向からの電波 を発 見 したこ とに始 まる。電波天文は、天文学では比較的

新しい分野 であるが、従来の光 学天文学では全 く知 られていなかった、

若しくは予想 もされていなか った新 しい天体、現象の発見が今 日までに

もたらされて いる。

電波天文 においては、観測手段 である電波望遠鏡の性 能が決定的に重

要 となるが、電波天文学 の普及につれ て大型化、高性能化 が進み、我が

国においても、文部省国立天文台野辺 山宇宙電波観測所 の45m電 波望遠

鏡や郵政省通信総合研究所 の34m電 波望遠鏡等が、新知見の獲得に大 い

に貢献 している。

1

造"

1》

当 ・_ ゴ

34m電 波望遠鏡

(郵政省通信総合研究所関東支所鹿島宇宙通信センター)
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イVLBl

数十億光年 の距離にある電波星か ら発せ られた電波 を、地球上 の遠く

離れ た2つ のア ンテナで受信す る と、 それ ぞれの電波 の到着 時刻 には微

妙 な差が生 じる。この差 を100億 分 の1秒 の超 高精度 で測定 し、数千キロ

メー トル も離 れた地上 の2地 点 間の距離 を数セ ンチ メー トルの精度で測

定す るこ とを可能に したのが～超長基 線電波 干渉計(VLBI:Very

LongBaselineInter-ferometry)観 測技術であ る。

VLBIは 、元来、電波天文の分 野で電波源 を高分解能 で観測す る技

術 として研究が進め られて きた ものであ るが、今や天体の位置 を所与と

して地球上の任 意の2点 間の距離 を測 る測地学 的応用 に盛んに活用 され

ている。

郵政省通信総合研 究所 では、過去か ら培 って きた宇宙通信 技術、宇宙

電波計測技術 、超高精度原子時計技術等 を総合 してVLBI技 術の開発

に当たってお り、国内外 の関係機関の協力 を得 て、電波天文 のほか、測

地、地球 回転、地球温暖化に よる海水面 上昇予 測、 国際 時刻比較等の広

範 な分野にその応用 を図 って いる(電 波 天文 による天文学上 の重要 な発

見、知見の詳細及 びVLBIに よる具体的 な観測事例 につ いて は、第3-

1-18表 を参照)。

(2)電 波のエ ネル ギー的活用

ア 核 融合の プラズマ加 熱

核融合 は、将来の有力なエネルギー源 と して、国内外 の研 究機 関でそ

の実利用 に向けた研究が活発に行 われてい る。核融合 反応 を起 こす には、

電子 とイオンが混合 してプ ラズマ状態 となって いる重水素 に強力なエネ

ルギー を与えて加熱す る必要 がある。 この加 熱の方法 の一つ として電波

エ ネル ギーがあ り、現在、 ミリ波帯の高 出力波源の開発が精 力的に行わ

れている。
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第3-1-18表 電波天文を通 じて得 られた重要知見及びVLBIに よ る観測事例

区 分 要

O銀 河系の構造と運動の解明

宇宙の大部分を占める星間空間等の低温域は、光では全く観測できない。

しかし、こうした空間から発せられている微弱電波をとらえることができれ

ば、銀河系全体の構造や運動を研究する上での貴重な観測手段を得ることに

なる。1951年 、米国のユーイン、パーセルは、初めて銀河系内に広く分布す

る中性水素ガスから放出された波長21cmの 電波スペクトルを発見した。以後、

波長21cmの 水素スペクトル線による銀河系の研究が進み、銀河系の円盤面内

における水素ガスの渦状構造の解明、銀河系の中心から約1万 光年の距離に

あって外側へ一定の速度で動くリング状のガスの腕の発見など、電波により

1950年 代から1960年 代前半までに銀河系の構造や運動の仕組みの概要が明ら

かになった。

○ クェー サー の 発 見

準 恒 星状 天 体(ク ェー サー)は 、1960年 、米 国 のサ ンデー ジ、マ シュー ズ、

シ ュ ミッ トに よっ て発 見 され た点 状 の 光源 であ る。 一 見恒 星 の よ うに 見 え る

が 、 電 波 スペ ク トルの 赤方 偏 移 の ずれ が大 き く 宇 宙 の形 成初 期 に 活 発に 発

生 した極 め て遠 方 に あ る銀 河 であ る と考 え られ て い る。 クェー サー は 、銀 河

進 化 の 過程 で中心 部 分 が何 らか の理 由 で活 発 に な った もの と考 え られ て い る

が、 その実 体 につ い ては依 然 と して不 明 な点 が 多 い。

03Kの 宇宙背景放射の発見

惑星等の表面は電波をほぼ完全に吸収するため、表面温度に相当する黒体

放射を行っている。

1965年 、米国のペンジアスとウィルソンは、宇宙のどの方向からも等しく

到来する電波を発見した。これは、スペクトルが3Kに 対応する熱放射であ

ることから、3K放 射と呼ばれており、いわゆるビッグバン後に放出された

光が、宇宙の膨張に伴って赤方偏位 したものと考えられている。この発見は、

宇宙がかつて高温状態にあったことを示し、今日のビッグバン宇宙論の大き

な論拠となっている。

Oパ ルサ ー の発 見

1967年 、 英 国の ヒ'ウ イ ッシ ュ らは、 銀 河 か らの 急速 で、 かつ 規 則正 しい

電 波 のパ ル ス(信 号)が 送 られ てい る事 実 を発見 した。 これ らは 現 在 では 中

性 子 星 で あ る と解 釈 され てい るパ ル サー で 、 いず れ も非 常 に小 さ く 密 度が

高 く かつ 表 面温 度 が著 し く低 いため 、従 来 の光 学望 遠 鏡 で は観 測が で きず、

精 度 の 高 い電 波望 遠 鏡 に よ り初め て その 存 在 が明 らか に な った もの であ る。

」
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O星 間分子の発見

1968年 、 タウンズをはじめとする米国カリフォルニア大学のグループが、

星間ガスから発せられたと思われるアンモニア分子の波長1。25cmのスペクト

ル線等を発見した。従来は、稀薄で低温の星間ガス中で星間分子を作る反応

が行われているとは予想されていなかったが、電波の最 も短い波長域である

ミll波やサプミリ波帯の電波望遠鏡が開発されたことにより、初めてこうし

た事実が明らかになったものである。これを契機に、以後、各国の研究グルー

プによって多数の星間分子スペクトルの発見が相次ぎ、現在までに約60種 類

の星間分子が発見されている。こうした星間分子がつくられる領域は、星の

形成が行われる条件がほぼ満たされた空間であり、 ミリ波による分子スペク

トル線の観測により銀河系内での星の形成や星間ガスの存在形態等が非常に

明確に把握されるようになったとともに、銀河系の構造や運動が立体的にと

らえられるようになった。

○ 測距、測位

VLBIの 最 も代表的な応用例が、アンテナ間の距離(基 線長)を 測定する「測

距」である。

特にVLBIは 、大陸間の距離等非常に長い距離の測定に適していることか

ら、郵政省通信総合研究所ではこの特徴を活かして、大陸移動やいわゆるプ

レー トテクトニクス理論にいう地殻プレー ト運動の測定等に国内外の機関と

共同して取 り組んでいる。

(日米共同VLBI実 験)

郵政省通信総合研究所では、米国航空字宙局(NASA)と 協力して、地殼

プレー ト運動とそれに伴う大陸移動、地殻プレー ト運動の実測のために、昭

和59年1月 より日米共同VLBI実 験 を開始した。そして、実験の開始された

昭和59年 から平成元年までの5年 間の観測を通じて、例えば鹿島とハワイの

カウアイ島間の基線が年間約6。5cmの割合で短縮していることが明らかに

なった。プレー トテクトニクス理論では、太平洋プレー トは日本海溝に沈み

込むと考えられており、この考えに従えば時間の経過とともに太平洋プレー

ト上にあるハワイのカウアイと鹿島との距離は徐々に短くなると予測される

が、本成果はこの仮説を初めて実証的に裏付けることとなった。

(西太平洋電波干渉計実験)

日本列島は、太平洋プレー ト、フィリピン海プレー ト、ユーラシアプレー

ト、北米プレー トという4つ の地殻プレー トが接するところに位置している。

これらのプレー トの相対的な運動を精密に測定することは、 日本近辺で発生

する巨大地震を予知する際に重要な情報をもたらすものと期待される。郵政

省通信総合研究所では、昭和62年 より 「西太平洋電波干渉計システム」の開

発に着手し、北米プレー ト上に位置する鹿島に34mア ンテナ、太平洋プレー

ト上で唯一の我が国の領土であり最東端に位置する南鳥島に10mア ンテナを

建設した。元年8月 、最初のVLBI実 験が行われ、南鳥島局の位置の測定に

成功した。
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○ 地球回転の監視

地球の回転運動を詳細に分析すると、自転軸の向きや 自転速度、回転極の

位置は微妙に、かつ複雑に変化していることが分かる。例えば、自転軸の向

きは太陽や月の引力によって歳差や章動 とよばれる運動をしており、自転速

度 も地球潮汐による周期変動に加え大気 との相互作用によって複雑に変化し

ている。こうした変化の動向を調べることにより、地球深部の構造や大気の

大循環に関する貴重な情報を得ることができる。VLBI技 術は、自転軸の運動

や自転速度の変動を従来の光学観測よりも格段に高い精度で測定することが

可能であ り、郵政省通信総合研究所では文部省国立天文台地球回転系水沢観

測センターと共同で地球回転運動の解析に当たっている。

○ 国際時刻比較

原子時計の進歩は、電波航法、衛星追跡等の新しいシステムの実用化を促

し、交通、通信、放送等の生活面で多くの恩恵をもたらしたが、これらのシ

ステムが確実に機能するためには遠く離れた地点間の時計を精密に合わせて

おくことが重要である。このような時刻同期を世界的規模で保持するため、

従来は電波航法に用いられるロランーC電 波網や衛星通信技術、時計運搬等

の手法が用いられていたが、VLBI観 測によればより高い精度で世界中の時

計を比較することが可能である。郵政省通信総合研究所では、1984年 以降、

米国海軍天文台(USNO)と 協力して、米国東海岸の局とVLBI時 刻同期実

験を行い、VLBIに よる国際時刻比較の有効性を検証 した。

イ 電力伝送

電波を単一方向に送信 しやす いマ イクロ波の性質 を利用 して、マイク

ロ波に より電力の伝送 を行 うのが、マ イクロ波送電で ある。高度20kmの

成層圏に無人飛行体 を長期間無着陸で滞空させ、これを無線中継基地と

して利用す る 「成層圏無線 中継 システム」実験 において、飛行体 を動か

すエネルギー源 としてマイ クロ波送電が検討 されている。
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第2節 電波利用の促進

電波 は、自動車 電話 をは じめ とす る移動通信 の飛躍的拡大、衛 星通信、

衛星放送の普及等にみ られる ように、近年の通信 ・放 送サー ビスにおけ

るニュー メデ ィアの台頭 に大 きな役割 を果 た したほか、通信 等の媒介手

段 としての利用以外に も、社会生活の様々 な場面にお いて 多様 な便宜を

提供す る道具 として利用 が進展 している。 しか し一方で、電波の利用が

普及 して くるにつれ、無線機器等 を改造 して割 り当て られた周波数以外

の電波 を発信 し混信 等 を引 き起 こす不法電波問題 、電子機器 か らふ く射

す る不要 な電波が通信 の疎通 を阻害 した り、無線通信機器 か ら発射 され

る電波が電子機器 に障害 を与 える とい った不要 電波 問題等 に対す る懸念

が顕在化 しつつあ る。

多 くの 人が等 しく電波利用 による恩恵 を享受 す るには、それだけの環

境 を整備 してい く必要 があるが、 その一方で、 こうした電波利用の進展

に伴 って生 じる環境悪化 につ いて も適切 に対処 していか なければならな

い。 ここでは、今後 よ り多 くの国民が、公平、安全、かつ快適 に電波 を

活用 してい くための課題や 問題点 を探 ってい くこ ととす る。

1電 波利用基盤 の整備の促進

(1)増 大 する電波利用 ニーズ に対応 した基盤整備の必要性

我が国においては、現在 、その経済規模 に見合 った真 に豊か さを実感

で きる社会 の実現が求め られているが、 電波 は、 この よ うな社会の構築

に大 きな役割 を果たす もの と期待 され る。

3年6月 に公表 された経 済審議会2010年 委貝会報告書 では、 これか ら

の我が国の経済社会 を取 り巻 く潮流 として、次 のよ うな変化 を指摘 して
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お り、これか ら目指すべ き社会 として、地球化時代 にふ さわ しい社会 の

構築、安心 して暮 らしを味わえ る社会の構築が必要であるとしている。

① ヒ ト、 モノ、カネ、情報等あらゆ るものが国境 を越 えるボー ダレス

化、地球化が進展す る。 また、 国際社 会に 占め る日本 の存在が大 き く

なるにつれ、責任の重 さも増大す る。

② 人口動態が大 き く変化 し、総 人口が2010年 頃 をピー クに減少 に転ず

るとともに、高齢化 もこれ まで西欧諸国が経験 した ことのない急速 な

テンポで進み、その水準 自体世 界で最 も高い もの となる。

③ 人々がゆ と りや豊か さを味わい楽 しもうとする傾 向が一層強 まり、

個性化 が進む中で多様 な選択肢が提供 され、 その中か ら個人のニー ズ

に応 じた選択 を行 お う、とす るようになる。

④ 科学技術の進歩や それに よって もたらされ る情報化がさ らに進展す

る。 また、生活面を重視す る傾 向の強 ま りに伴 い、人間の生活や環境

等 と密接 な関連 を有 する科学技術が進歩 してい く。

以上のよ うに、 これか らの国民生活や それ を取 り巻 く社会 ・経済環境

の変化 を概観す る と、今後の情報通信 に とって も、一人一 人の個性に合

わせ て選択性 ・多様性 を持たせ ることや、時間や場所 に制約 されない自

由な情報の受発信 を可能 とす ること等、 よ り高度でかつ柔軟な利用形態

の提供が必要 となると予想 され る。

電波 を利用 した情報通信は、国境 を問わず多 くの人々の間で瞬時の う

ちに情報 を共有 させ ることを可能 とす るとともに、「いつで も、どこでも」1

個別 のニーズに合致 した必要情報 を入手・提供 した り、「いつで も、 どこ

でも、だれ とで も」情報の受発信 を行 うという通信の究極の 目標 を達成

す るこ とが可能 であ り、上で述べ たこれか ら目指すべ き社会 の構築に大

いに貢献す るものである。この ため、 これか らの時代の要請に応 え得 る

電波利用サー ビスが全 国どこで も享受で きるような基盤整備 を進めてい
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第3-2-1図 社会 ・経済環境 の変化 と電波利用ニーズ とのかかわ り

社 会 ・経済環境の変化

○ ヒ ト、モ ノ、 カネ、情報等あ らゆる ものが国境 を越 えるボーダ

レ ス化、地球化の進展

○国際社 会における 日本の存在の高 ま り

○総 人口の減少、高齢 化の進展

○ゆと りや 豊かさを味わい、楽 しもうとす る傾 向の高 まり

一個性 化に合わせ た 多様 な選択肢の提供、個 人のニー ズに応 じた

選択

○科学 技術の進歩に よる情報化の進展

国境を越えて多くの

人々の間で情報を共

有化

「いつ で も、どこで も」

個別の ニー ズに合致

した情報 を入手 ・提

供

「いつ で も、 どこで

も、だ れ とで も」情

報 を受 信 ・発信

電波を利用 した情報通信へのニー ズの増 大

I

l電波利用基難 備の腰1生 1

くことが重要 となってきている(第3-2-1図 参照)。

(2)地 域の活性化 と電波利用基盤整備

現在、我が国においては、国土の均衡 あ る発展 に向け た多極分散型国

土の形成が不可欠 とされ、地域 の活性化 のための様々 な施策が打 ち出さ

れてい る。地域 の活性化のため には地域の情報通信 の充実、強化が欠か

せ ないが、 これ を実現す る手段 の中で も特 に電波 メデ ィアは、有線系の

メディア と比較 して、設 置が容易、災害 に強い といった特長 を有 し、情

報通信基盤の整備が立ち遅れてい る地域 にお いて も有効 に活用す ること

が可能であ る。



第2節 電波利用の促進 一267一

地域 におけ る電波利用基盤の整備においては、電波 による通信 ・放送

サー ビスの一部が享受 できない地域の解消 を図 り、情報の受発信が全 国

どこで も等 しく行 えるようにす るこ とが重要 である。 それ ぞれの地域 が

必要 とす る情報 を迅速に入手、伝達 できる環境が整 い、外部に向けて地

域の独 自情報の発信 が活発化すれば、情報交 流を通 じた地域の活性化 が

図られ、 より豊かな生活環境づ くりの一助 になるもの と期待 される。

郵政省 では、 このよ うな基本的認識の下で、地域 間の情報格差の是正

と地域か らの独 自情報の発信に貢献す る電波利用基盤の整備 に取 り組 ん

でいるところであ る。

ア 電波利用基盤の格差是正の推進

国は、3年 度に 「生活関連」の公共投資 として創設 され た、「移動通信

用鉄塔施設整備事業」及 び 「民放 テレビ放送難視聴解消事業」か ら成 る

「電気通信格差是正事業」を推進 している。 これ らは、郵政大臣及び都道

府県知事 の許可 を受 けて設立 された公益法人が、 自動車電話、携帯電話

等の移動 通信サー ビスを受 けられない地域 を解消す るため に基地局の た

めの鉄塔施 設を整備 する場合及び地上系民間テ レビジョン放送が1波 も

良好に見えない地域 を解消す るために中継施設 を整備す る場合に、地方

公共団体 が当該公益法 人に対 してその経費の一部 を補助 していることを

条件 として、国がその経費の一部 を補助す るとい うものである。

(ア)移 動通信用鉄塔施設整備 事業

将来、飛躍的 な需要増が見込 まれ る移動通信 サー ビスの提供 状況は、

近年特に伸長著 しい自動車電話 を例 に とる と、全 国の7割 以上の地域 に

おいてい まだサー ビスが受 け られない状況にあ るなど、全 国 どこで もあ

まね く公平にサー ビスが享受 できるまでには至っていない。

民間に よる移動通信サー ビスの提供が見込めない地域 に移動通信用の

鉄塔施設 を整備 し、 自動車電話、携帯電話等の移動通信サー ビス を全国
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どこで も使 え るよ うに し、地域間の情報格 差の是正 を図るのが移動通信

用鉄塔施 設整備事業である。3年 度におけ る同事業 の実施地 区は、13道

県16地 区 となってい る。 また、4年 度か ら、国の補助率が 引 き上げ られ

るとともに、対象地域、事業主体 が変更 された。

(イ)民 放テ レビ放送難視聴解 消事業

山間辺地等電波が届 きに くい地 形にあ るため、 テレビジ ョン放 送が良

好に受信 で きない世帯 は、昭和59、60年 度 に行 われた実態調査 では、N

HKが 約10万 世帯、 民放が1波 も良好 に受信で きない世帯 が約40万 世帯

と推計 され ている。 これ については、基本的に、NHKの 難視 聴世帯に

ついては衛星放送によ りその解消 を図 るこ ととしてお り、元年度 の補正

予 算で認め られた衛星放送受信対策基金 によ り、衛星放送受信設備 を設

置す る世帯に対す る購入経費の一部助成措置が とられてお り、2年 度で

は15都 道府県、19市 町村、335世 帯に対 して、3年 度では29道 県、55市 町

村、2,853世 帯 に対 して助成 が行 われてい る。

一方、地上 系民間テレビジョン放送の難視聴世帯 につ いては、 中継施

設等の増設によ り対処す ることを基本 としてお り、民間に よる中継施設

の整備 が困難な地域においてこれ を積極 的に推進す るため に創設 された

のが民放 テ レビ放送難視聴解消事業であ る。具体的 には、地上系民間テ

レビジョン放送が1波 も良好 に見 えない地域 に対 して中継施設の整備 を

行 うものであ り、3年 度 におけ る同事業 の実施地区 は、26道 県36地 区 と

なってい る。 また、4年 度か らは、補助対象施設 として 中継施設の他 に

共同受信施設が追加 され るとともに、移動通信用鉄塔施 設整備事 業 と同

様、国の補助率、対象地域、事 業主体が変更 された。

なお、既存の2事 業 に加 えて、4年 度か らの新 規事 業 として、外国波

混信や地形的条件 によ り民間中波 ラジオ放送が良好に聴取 できない地域

の解消 を図 る 「民放 中波 ラジオ放送受信障害解消事 業」及 び電波伝搬上
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沖縄本 島か らのテレビジョン放送電波が届か ない沖縄県先島地 区におけ

る地上系民間テ レビジ ョン放送 の難視聴 の解消 を図 る 「沖縄県先 島地区

民放テレビ放送 難視聴解 消事業」が認め られ るなど、制度の拡 充が図 ら

れている(3年 度 と4年 度の事業 スキームの 比較については、第2-1-

2表 参照)。

イ 地上系民 間テ レビジ ョン放送の多局化及び民間FM放 送の全国普

及の推進

郵政省 では、全 国各地域におけ る受信機会の格差 を是正す るため、地

上系民間テレビジョン放送の多局化及び民間FM放 送 の全国普 及を推進

してい る。

(ア)地 上系民間 テ レビジ ョン放送の多局化

地上系民間 テレビジョン放送につ いては、放送普及基本計画において、

総合放送4系 統の放送が全国各地域においてあまね く受信 できるこ と等

とされてお り、4年3月 現在、30都 道府県、全国世帯数 の85.6%で4系

統以上の放送の視聴 が可能 となるよう措置 されてい る。

(イ)民 間FM放 送の全国普及

民間FM放 送については、放 送普及基本計画において、1系 統の放送

が全国各地域 においてあまね く受信 できること等 とされてお り、4年3

月現在、44都 道府県(43地 域)、 全国世帯数の95.7%で1系 統以上の放送

の視聴が可能 となるよう措置 されている。

ウ 地域共 同利用無線 ネ ッ トワーク施設整備事業の推 進

地域共同利用無線ネ ッ トワー ク施設整備事業 は、 テレ トピア計画の一

環 として、地域の振興、活性化、電波の有効 利用 を図 るため、一定地域

におけ る通信需要 を満たす新 しい電波利用 システムで共同利用型の情報

通信網の整備 を行 うものであ り、テ レ トピア指定地域において実施 され

ている。具体的 な事業の 内容 は、① コ ミュニテ ィ型移動無 線電話事業(コ
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ンビニエ ンス・ラジオフォ ン)、 ②地域共同利 用無線 ネッ トワー ク整備事

業、③ 山岳無線利用 システム整備事 業、④衛 星利用 ロー カル・ネ ッ トワー

ク整備事業、⑤地域海洋通信整備事業の5つ か ら成 っている。

エ マルチ ・メデ ィア ・タワー整備 事業の推進

マルチ ・メデ ィア ・タワー(多 目的電波 利用基盤施設)整 備事業は、

地域 におけ る今後の無線通信利用の拡大に対応す るため、共 同で電波塔

を設置 し、無線 ニュー メデ ィアによる電気 通信 システムの導入の促進 を

図 るとともに、地域企業及び住 民の電気通信 に関す る理解 の向上 を図る

ことを目的 として、昭和63年 に郵政省所管の民活法特定施設 に追加 され

た もの である。元年2月 に東京都 田無市の田無 タワー、福 岡県福岡市の

福 岡タワーの2か 所が当該施 設の認定 を受けている。

オ コ ミュニテ ィ放送の制度化

市町村 内の一部 の区域において、FM放 送 に より、地域 に密着 したき

め細か い各種 情報 を提供 す ることを通 じて、当該地域の振興 に寄与する

ことを目的 とす るコミ凶ニ ティ放送が、4年1月 に制度化 された。

コ ミュニティ放送 につ いては、放送普及基本計画 において、全国各地

域で実施 され るコ ミュニ ティ放 送の対象地域 ごとに1系 統 の放送の普及

を図 るこ ととしてい る。

なお、コ ミュニティ放送 の普及 を図 るため、以下 の措置 を講 じてい る。

① 市町村 内の一部 の区域 を対 象 とす る小規模 な放送局 であるこ と及び

季節的な需要があ るこ とか ら、毎 日放送義務 を緩和す る。

② 行政情報等共通の情報 を提供 で きるようにす るために特 に必要があ

る場合、同一市町村内に同一事業者 が複数の コ ミュニティ放送局 を開

設す ることを認め る。

以上、郵政省が推 進す る地域の活性化 に向け た種 々の電波利用基盤整

備施策 を概観 したが、いわばナ シ ョナル ・ミニマム的な水準 までの整備
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が完了 したとして も、その後の時代 の要請や社会 の変化 に呼応 して、そ

の地域 にふ さわ しい方法に より絶 えず情報通信機能 のレベ ルア ップが意

識されるべ きであろ う。 なお、周波数資源 が逼迫 している首都 圏近郊で

は、地価の高騰等 の要因に よ り電波利用基盤施設の設置区域 の確保 が極

めて困難であ るこ とか ら、建物壁面へのアンテナ設置等、基地局の小型

化が検討 され る必要があ る。

(3)電 波の不感地帯の解消

「いつ でも、 どこで も、だれ とでも」通信が可能 であ り、あるいは 「い

つでも、 どこでも」必要 な情報 を入手 ・提供す る情報通信手段 を確保 す

ることは、地上 とは異 なる特殊 な条件下 において も重要 な課題 である。

しか し、地下街、地下鉄や トンネル等においては、電波が届かない不感

地帯 となっているため、情報通信面での立 ち遅れが問題 となっている。

特に、地下街等 を往来す る人々に対す る情報通信手段の確保 は災害対策

上か らも不可欠 となっている。

このため、郵政 省では、地下街等の閉塞 区域 内において も通信 ・放送

サー ビスが受け られるよ う、地上 と地下の情報分 断のない都市づ くりの

ための取組 を行 っている。郵政省近畿電気通信監理局 では、2年6月 に

「地下街等 におけ る電波利用研 究会」を設置 し、地下街等 に情報通信 シス

テムを導入す る際の技術的課題等の検討 を行 い、3年7～8月 に大 阪市

北区の地下街、地下鉄谷町線東梅 田駅改札周辺 において、実証実験 を行 っ

た。また、3年11月 には郵政省、地方 自治体 、電気通信事業者、メー カー

等か ら成 る 「電波地下開発利用促進協議会」によ り、営 団地下鉄表参道

駅及び新橋地下駐 車場 において、4年2月 には、郵政省 の委託に基づ く

勧電波技術協会の 「閉塞 的区域用放送 ・通信 システム調査研究会」によ

り、都営 地下鉄12号 線の一部において、実証実験が行 われた。今後、郵

政省 を中心 として、 これ らの様 々な実験に よって得 られた基礎デー タに
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基づ き、地下街等における経済的 ・効率 的な通信 ・放送 システムのガイ

ドライン を取 りま とめ る方 向で検討 してい る。

L2電 波利用の環境整備の促進

(1)人 にや さしいサー ビス、機器の開発 ・提供

電波 を利用 した情報通信機器、サー ビスは、技術の進歩 と社会の情報

化の動 きに従 い急速に普及 している。 しか し、サー ビス、機器の普及と

高度化 がか えって利用者や その周辺に心理的 負担や技術 的負担 を与える

場合 が生 じてきてい る。

暮 らしの豊か さとゆ とりが求め られる21世 紀 に向けて、電波利用 にお

いて も、人に負担 をかけない、人にや さ しいサー ビス、機 器の開発 ・提

供が重要 となってい る。

ア 使 いや すいサー ビス、機器の開発 ・提供

電波 を利用 したサー ビス、機器が国民生活 のあらゆ る場面に普 及す る

ことで、特定 の人に限 られ ていた電波 の利用が、子供 か ら高齢者 まで幅

広い年齢層に広が りつつ ある。一方、サー ビス、機器 の高度化、 多機能

化に より、複雑 な操作 を要 した り高度 な知識が ない と利用 で きない場合

もあ る。特 に、今後、高齢化は急速 に進展す る と予 測 されてお り、 テレ

ビジョン、VTR、 コー ドレス電話な ど放送機器や通信機器 については、

高齢者 も含めだれにで も使 える機器 の開発が必要であ る。

イ 生活環境 と調和 したサー ビス、機器の開発 ・提供

サー ビス、機器 のパー ソナル化 によ り、電波利用機器 が社会 の様々 な

場所や生活環境で使用 され るようになってきたことか ら、家庭や職場 な

どでの利用に支 障が生 じる場合 がある。

室 内に機器 のあふれる現代 においては、室内においてか さば らないこ

とも重要 な要素 とな る。放送衛 星による放送に加 えて、4年 度 か ら通信
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衛星を利用す る放送が始 まったが、現状 では2衛 星対応のアンテナ も開

発 されて いるが、衛星 ごとに専用のパ ラボラア ンテナ とスクランブル方

式によって異な るデ コー ダが必要 であるな ど利用者 に とっては負担 とな

る。 また、携帯電話は場所 を選ばず どこででも電話 できる利便性が受 け

入れ られ急速に普及 してい るが、車中、店 内な どで大声で電話す る姿 が

問題 ともな っている。

職場において も、携帯電話、無線呼出 し等多様 な移動体通信機器の導

入、利用の拡大が進め られているが、情報通信機器 を四六 時中身に着 け

ることが新 たなス トレス を生 む場合 がある。「いつで も、どこでも、だれ

とで も」 とい う通信の 目標 に向か って、将来は一 人一端末の時代 も予想

されてお り、電波 を利用す るサー ビス、機器 と生活環境 との調和におい

ても、豊かでゆ とりあ る新 たな関係 の構築が求め られ る。

(2)電 波利用 における安全 ・信頼性の向上

電波利用が一層増大す る中で、電波利用の高密度化、社会 におけ る電

波利用の重要性 の向上 を考 える と、不法無線局問題、盗聴 問題、ネ ッ ト

ワー クの安 全 ・信頼性 問題等電波利用 環境の悪化 防止 は重要 な課題 と

なっている。

ア 不法無線局への対応

電波利用の飛躍的な拡大 に伴い、免許 を取得せず に運用す る不法無線

局や免許 を受 けてい るものの電波法に違反 して運用 してい る無線局が多

く出現 し、テ レビや ラジオ放送、警察や海上保安、消防 といった人命や

財産の保護 のための通信、 自動車 電話等電気通信事業者の提供す る公衆

回線等、重要 な無線通信 に混信妨 害 を与 える事例 が多発 している(第3-

2-2図 及び第3-2-3表 参照)。

この ような状況か ら、多発す る混信妨害 をな くし、信頼 で きる電波利

用環境 を守 るために、不法無線局に対 しては、警察 など捜査機関の協 力
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第3-2-2図 不法無線局の措置局数(2年 度)

不法パー ソナ ル無 線

6.5%

不法 コー ドレス電話

3.7%

不法アマチ ュア局

8.9%

第3-2-3表 重要無線通信妨害発生件数の推移

区 分

年 度

総 計
用 途 別 内 訳

放 送 警 察 消 防 航 空 覆詰 敢 通信 その他

61 264 10225756702029

62 318 1378290381078

63 354 13798106311089

元 533 184161934228187

2 515 2310161146572098

(注)件 数 は、 申告 に よ る件 数 。

を得て今後とも取締 りを実施、強化 していくほか、混信被害情報の収集、

無線機器の販売店の調査等基本的なデータの収集体制の整備を進め、基

準不適合設備に対 しては製造 ・販売段階での勧告、公表制度を活用する

など指導強化を図る必要がある。一方、一般国民に対 しては、電波利用

に関する知識の向上及び混信妨害の未然の防止のための周知活動 を強化

する必要がある。
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電波監視室

イ 通信 の秘密保護(盗 聴 問題)

無線通信の利用が拡大 し、特 に近年 の コー ドレス電話や 自動車 ・携帯

電話の飛躍的増加 に見 られ るように、深 く国民生活に まで浸透 したこ と、

技術 の進歩に よ り盗聴ので きる受信機 が容易 に入手 で きるようになった

こと等か ら、 盗聴が大 きな社会問題 となっている。

プライバ シー の侵害であ る盗聴 は、利用者に 多大の不安 と損害 を与 え、

法律上 も通信 の秘密の侵害 として電気通信事 業法、電波法で禁 じられて

いる。 また、盗聴 は、無線通信 に対する信頼 を失わせ、今後の電波利用

の健全 な発展 に対 して も悪影響 を与えるこ とが懸念され る。

そのため、郵政省では2年9月 、当面 の対策 として、関係業界に、一

般向けの受信専用機については、 自動車電話、 コー ドレス電話等の周波

数帯が受信で きない構造 とす るこ と、アナログ方式の コー ドレス電話の

秘話性 を向上 させ るための研究開発 を行 うこ となどの対策 を採 るよう指

導 を行 った。 しか し、アナ ログ方式では高度 な秘話化 は難 しく、現在実
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用化が進め られてい るデジ タル 自動車電話やPHP(パ ー ソナ ル ・ハ ン

ディー ホン)等 、デ ジタル方式の通信 システムの実用化が待 たれ る とこ

ろであ る。 また、 これ らの対策 と並行 して、盗聴 の違法性 に対す る啓発

活動 を進め、社会的 モラルの向上 を図 るこ とも必要 であ る。

ウ 災害、事故等 に対す るネ ッ トワークの安全 ・信頼性 の向上

2年12月 の通信衛星の事故や3年 の放送衛 星の不具合 は、現代 の巨大

システムが事 故 を起 こした際 の影響 の大 きさを改 めて確 認す る ことと

なった。巨大 システムに限 らず、無線通信 はその耐 災害性 か ら災害緊急

時の連絡や有 線系ネ ッ トワー クの事故 時のバ ヅクア ップ として利用 され

る場合が 多 く、その安全 ・信頼性は十分 に確保 される必要 がある。

郵政省 では、放送衛星 の補完機の確保 を図 るほか、衛星通信 の信頼性

向上 のため、電気通信事業者間のバ ックア ップ体制 の確立 について準備

を進め ている。

(3)電 磁環境問題 への対応

ア 不要電波間題

エ レク トロニ クス技術の発展 と情報化 の進展 によ り・、国民生活や産業

活動 の様 々な場面で、各種 の無線通信機 器 と電子機器が 同一 の環境で使

用 される ことが 多 くなって きた。 このため、機器相互の 間で電波 による

影響 を及ぼ し合 うことに よる トラブル、いわゆ る不要電波 問題が 多発 し

て いる(第3-2-4表 参照)。

これ らの対策 に当た っては、不要電波 を発生す る側の妨 害波 レベル と

被害 を受 け る側の妨 害排 除能 力(イ ミュニテ ィ)の 調和が重要 であ り、

相互に勘案 しなが ら規制や 技術開発 を行 うとともに、不要電波問題に対

す る理解 を深 め るための啓発 活動 を行 う必要 があ る。

イ 人体 への影響

一方、電波 を利用す る設備 の近 くにおいては、機 器か らふ く射 または
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第3-2-4表 不要電波障害に関する苦情 ・相談等申告事例

申 告 事 例 63年 度 元年度 2年 度 3年 度

1電 話に対する障害

(内訳)
(1)ト ラックやダンプのCBの 声が電話に入る

② 電話機に無線の声が入る
(3)電 話に雑音等の障害がある

④ 電話に障害が発生

236

72

104

33

27

355

136

165

17

37

478

174

194

75

35

513

196

151

101

65

2カ ラオケ、オーディオ機器等に音声や雑音が入る 93 119 87 127

3テ レ ビ、 ラ ジオに 音 声や 雑 音が 入 る 68 124 147 229

4自 動 ドア 、 シ ャ ッ ター が 誤動 作 を起 こす 17 16 17 8

5テ レビの リモコン等家電機器が誤動作を起こす 15 26 41 34

6漏 電遮 断 後 、 ブ レー カー 、 ヒュー ズが断 に な る 14 16 15 18

民

7コ ン ピュー タが誤 動 作す る 14 14 23 33

8無 変調波の発射、無線機に対する雑音性の混信 11 15 23 51

9FAX、 ポケベルの誤動作及び障害 0 14 9 18

10そ の他

(内訳)
(1)安 全に係わるもの(医 療機器への障害、工場

機器の誤動作、電車の速度計の誤動作等)
② その他(測 定器への障害、万引き防止装置の
誤動作、ワイパーの誤動作)

33

9

24

56

6

50

34

3

31

46

13

33

合 計 501 755 874 1,077

郵政省資料により作成

(注)1.地 方電気通信監理局(沖 縄郵政監理事務所を含む。)への不要電波障害に関する苦

情 ・相談等申告件数。

2.不 要電波とは、無線設備又は高周波利用設備から発射される電波であって、目的

とする通信の相手方の受信設備以外の機器若しくは加工 しようとする物品以外の機

器の機能に影響を与えるもの又は電波の発射を目的としない機器から発射される電

波をいう。

漏れる電波が体に好ましくない影響 を及ぼすのではないかという不安や

疑問が出 されるよ うになって きてい る。

無線通信施設をはじめとする各種の電波利用施設から発射されている

電波 は、 日常 生活の範囲においては、懸念 され るよ うな生体作用が起 き

ることは ほ とん どないと考 えられているが、電波のエネル ギーが体 に及
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ぼす影響 を定量的 に明 らかに し、 人体の安全の確保 と電波利用施設の運

用 の調和 を図ってい くこ とが重要 であ る。

このため、郵政省 では、2年6月 に電波利用 におけ る人体 の防護指針

を公表す るとともに、生体 をめ ぐる電磁環境 を簡便に、測定、評価 でき

る手法の確 立 を目的 として、2年11月 か ら、「生体電磁環境の評価 に関す

る調査研究会」 を開催 して いる。

(4)電 波 を利用 しやすい制度 の導入 ・拡大

電波の利用 につ いては、電波の有 限性や他 の無線通信への混信の防止

等の理 由か ら、 原則 として無線局免許 の取得や従事者の配置が義務付け
ユ

られてい るが、今後 さらに急増が予想 され る電波利用 において、制度的、

技術的に適正 な利用 を確保 した上 で、免許手続 きの簡素化や無線従事者

の育成 と配置の効率化等 を推進す る必要が あ る。

免許手続 きの簡素化 につ いては、近年 の移動通信 を始め とす る小規模

な無線設備の急増に対応 して、製造段階 あ るいは流通の段階 において、

無線設備 の技術基準への適合性 を試験 ・証 明 し、 この適合証明 を受けた

無線設備 を使用す る無線局 につ いては、予備免許 と落成後の検査 を省略

して直ちに免許 を与え る簡易 な免許制度(技 術基準適合証 明制度)が 昭

和56年 か ら導入 されている(第3-2-5図 参照)。

さらに、技術基準適合証明機 器 であって、 コー ドレス電話の ように、

極めて小電力 でほかの無線局への混信妨害の恐れが少 な く、その利用形

態か ら今後広 く普及す るこ とが予想 され、 また誰 でも操作 で きるという

特徴のあ る無線局については免許 を不要 としている。

技術基準適合証明の対 象機器は次第に拡大 されてお り、現在 は 自動車

電話、MCA無 線、VSAT地 球 局、 コー ドレス電話、 ワイヤ レス ・マ

イ クなど21区 分の機器 が認め られている。2年 度末現在 で、証 明 した機

器の累計は380万 設備 を超 えている。今 後 とも、電波利用の拡 大にあわせ、
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無線局の免許手続

・技術基準適合 腔

・周波数割当の可能性

・財政的基礎

・無線局開設の必要性

予 備 免 許

落成後の検査

審査の結果、 基準 に適
合 していると認め られ

るときは、予備 免許 を

行 う

予備 免許 どお りの無 線

設備か ど うかの検査 の

実施

免 許
検査の結果が合格の場

合免許を付与

運 用 の 監 督
無線局が適切に運用さ

れているかの検査実施

再 免 許 通常5年 お き

〔簡素化事 項〕

免許不要制度の範囲拡 大
コー トレス電話
・CB無 線

ワ イヤ レスマ イク 等

陸 ヒ移動局 の小規模 な無

線局で技術 基準に適合 して
いる無線局の検査 省略

〔技1彷〒基 準」亘合言正明}

指定検 査機 関による検 査の

結果

無線 局手 続 きの簡略 化
パー ソナル無線等の有効期

間の延 長

技術基準適合証明の対象機器の拡大や免許不要局の拡大を図る必要があ

る。

また、無線従事 者につ いて も、従来か ら、一定 の条件の下 では、 タク

シー無線、MCA、 自動車 ・携帯電話等の移動局側 の無線設備の操作等、

無線従事者の管理下における無線設備の操作や定型的かつ簡易な無線設

備の操作については無線従事者の資格がな くてもできることになってい

る 。

さ ら に 、 2年5月 からアマチュア無線局を除く無線局で主任無線従事

者制度 を導入した。 これは、主任無線従事 者の もとでは、無資格の人で
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も主任無線従事者 の操作 範囲内で無線設備 を操作で きるものであ る。

無線従事者の養成 につ いては、電気通信関係の教育機 関の課程 を履修

した場合 には試験 の科 目を免 除す る制度や民間の養成課程 の受 講に より

資格 を取得す る方法があ り、広 く利用 されて いる。 また、無線従事者の

配置につ いては、今後 とも、技術 の進歩や無線局の利用形態の変化 に対

応 してい く必要が ある。

3国 際社会の発展 への貢献

(1)電 波 メデ ィア を通 じた国際社会 における相互理解 の推進

湾岸戦争 の勃発 で幕 を開け、 ソ連邦の解 体に終 わ った1991年 は正 に激

動の1年 であった。激動 す る国際情勢 を印象づ け るのに大 きな役割 を果

た したのは、電波 メデ ィアの発達 の象徴 ともいえる衛 星回線 を通 じた生

の映像であった。湾岸戦争当時、連 日現地か ら、通信衛 星や放 送衛星 を

経 由 して24時 間茶 の間に送 り込 まれて くる生々 しいニュー ス映像 は地球

が小 さ くなった ことを痛感 させ た。

こうした衛 星通信 ・衛星放 送技術 の 目覚 ま しい発展に よ り、現在 では、

世 界各地 で起 きてい る事件や現 象につ いての情報 を瞬時に して入手 でき

るようになってお り、世界的に情報の共有化が進 んでい る。

中で もヨー ロッパは、狭 い地域の中に多 くの 国 と人 口が集中 し、政治・

経済 ・文化の各方面で相互に密 接な関係 を有 し、人的交 流 ・情 報交流 も

盛んに行 われてお り、衛 星放送又は衛星通信に よる映像 情報 の提供 に適

した条件下 にある。 このため、各国が競 って衛星 を打ち上げ、CATV

局へ の配信向け、あ るいはパ ラボ ラアンテナ、チューナ ーに よる直接受

信向けの放送 ・映像 鷹報提供サー ビスが行われてい る。 現在 、・ル クセン

ブル クが1989年 に打ち上 げたアス トラを初め、ユーテルサ ッ トな どあ衛

星 を利用 したテレビチャンネルが60以 上 も提供 され、諸 国間の相互理解
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第3-2-6表 ヨーロッパの主な衛星利用テ レビチャンネル

(1992年2月 現在)

チャンネル名 実施機関(国 籍) 番 組 内 容 放送時間

(1日)
対 象 国 使 用 衛 星 開 始

年 月

《英語》

BBCWbrk1諭oe
TV

BBC(英) BBCワ ール ドサー ビスのテ
レビ放送

17 欧州各国 インテルネ ットVIF4 87.6

CNN【ntema廿on訓 外rトインターナショナル閑 24時 聞ニ ュー ス 24 欧州各国 インテルネ ソトVIF4 85.10

Eurosports TF1ほ か スポー ツ 20 欧州各国 アストラWユ 門テルサットIIF1 89.2

Lifestyle WHス ミス1脚 一ビスge 女性向け番組 15 欧州各国 アストラ1A 85.10

MTVEurope MTV(米/英) 音楽 24 欧州各国 アストラIA 87.8

Scr㏄nSport WHス ミス1W一 ビス㈹ スポ ー ツ 18 欧州各国 アストラIA 84.3

SkyM(踊es〈 有料〉 BSkyB(英) 映画 24 イギリス アストラ1A 89.2

SkyNews BSkyB(英) ニユ ー ス 17 イギリス アストラIAIBSB1 89.2

SkyOne BSkyB(英) 総合娯楽 17
21

イギリス アストラ1A
マル コギーロ1/2

89.2

SkySports

〈有料 〉

BSkyB(英) スポー ツ 週 日15.5

週 末20.5

イギリス ア ストラIB 90.4

S叩erChanne1 スーパーチャンネル㈲ 総合娯楽 20 欧州各国 ユー テルサ ッ トHF1 87.1

FilmNet24

〈有料 〉

7イルム・ネノト社〔オラン夘 映画 24 ベネル ック

ス 北欧
アストラWユ ーテルサ・アトUF1 86.9

《ドイツ語》

N3 北 ドイツ放送協会 総合編成(地 上波の再送信) 18 ドイツ アストラIB 91.10

Premiere

〈有料〉

伽1』(hbH&(h 映 画、 ス ポー ツ、 音楽
ニ ュー ス

20-24 ドイツほか アス トラ1B 91.2
嗣 ㎞櫛 阿ツ・7ラン対

Pro7 Pro7 娯楽主体の総合編成 24 ドイツほか ア λトラ1Aノ コベルニ クス 86.11

RTL・Plus RTL-plus(独) 娯楽主体の総合編成 20 ドイツほか アストラU)コベルニクス個 脚2 85.8

SAT1 SAT1(独) 娯楽主体の総合編成 19 ドイツ、才一ストリア

スイス

アストラ1A/ユーテルサットHF1

コベルニクス/TV-SAT2
85.1

Tele5 Tele5(独) 娯楽主体の総合編成 11
24

ドイツ ユ ー テ ルサ ッ トIF4

コペ ル ニ クス
85.11

Tel㏄lub〈 有料 〉 Tel㏄lubAG〔 スイス) 映画 15 スイス ア ストラ1A 84.5

《フランス語》

Antenne2 A2(仏) 総合編成(地 上波の再送信) 18 フランス テレコムIC 89.6

CanalPlus

〈有料〉

カナル ・プラス 映画 ・スポーツ
(地上波の再送信》

22 フランス テレコム1CITDF1 89.9

Euromusique ユーロミュージック 音楽 24 7ラ ンス TDF1 90.3

La5 La5(仏) 総合編成(地 上波の再送信) 24 フランス テレコムIC 86.2

TF1 TFI(仏) 総合編成(地 上波の再送侶) 18 フランス テレコム1C 89.3

《イタリア語》

RAI1 RAI(イ タリア) 総合編成(地上波の再送信) 16 欧州各国 ユーテルサッ トIF5 85.5

RAI2 RAI(イ タIlア) 総合編成(地 上波の再送信) 18 欧州各国 ユーテルサ ットIF5 88.9

RAISat RA[(イ タリア) 実験番組 15 欧州各国 才リンバ ス1 90.1

(スペイン語》

Galavision テレピサ〔メキシコ) 総合娯楽 24 欧州各国 ユ ー テ ルサ ッ ト 【IF1 88.1

Tele5〈 有料 〉 テレ5〔 スペイン) 総合娯楽 18 スペ イン ユーテルサ γトlFl/HF3 90.2

《オランタ賠》

NHK資 料にょり作成

(注)放 送時間(1日}が15時 間以上のもののみ、抽出した。
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に大 き く貢献 している(第3-2-6表 参照)。 東欧にお け る連鎖的 な民

主化 は、国民が これ らの衛星か ら生 の映像情報 を受信 し、 自国について

の客観 的な情報 を得 たこ とに よ り加速 され た といわれてい る。

また、海外への情報伝達 とい う面 にお いて、短波放送 は大 きな役割を

果た してお り、特に非常 時には威力 を発揮す る。湾岸危機 の際、 イラク

の人質 となった邦人に とって唯一の 日本語の情報源 として、心のよ りどこ

ろ となったのは、日本か らの短波 に よる国際放送 であった。さらに、1991

年8月 の旧 ソ連邦の クー デ タの際 にモスクワ市民の心の支 えとなったの

は、英国か らの短波に よる国際放送 であった といわれてい る。 あ らゆる

国境の壁 を越 えて伝 わ る短波 の特性が、権 力に よる情報管制下 で不安な

状態に置かれていた人々に勇気 と希望 を与 えたのであ る。

この ように電波 メデ ィアの発展 は、世界的に情報の共有化 をもたらし、

国際社会 における相互理解の醸成 に貢献 して きた。1992年 末 に控 えたE

Cの 統合、 ロシア連邦 を中心 としたCISの 動 向等新 しい国際社会の枠

組みが形成 されつつあ る今 日、一層複雑化 してい くと思 われ る国際情勢

に対処 してい くために、ボーダ レスな情報 の交流、相互理解 に大 きな役

割 を果 たす衛 星を利用 した通信、放送等の電波 メディアの重要性 は一層

高 まってい くもの と思われ る。

我が国 として もかか る認識の もと、電波 メデ ィアの発達 による情報 の

共有化 を享受 しつつ、更に積極的 に海外 に 目を向け、諸外 国 との相互理

解 に努め、協力 し合 って い くこ とが必要 であ り、責務 となって いるので

ある。

(2)国 際化 への対応

我 々を取 り巻 く社会、経済等あらゆ る分 野において国際化が進展 して

お り、元来国際[生の強い情報通信は、21世 紀に向けて、国際化 された直

度情報社会 を支 える もの としてその役 割は ます ます増大 し、社会 ・経浮
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発展の原動力 として期待 されてい る。

電波に よる通信 は、衛 星通信に代表 されるよ うに昨今技術的に急速な

進歩を遂げてお り、 ます ます その重要性 を増 してい る。 しか し、資源 と

して有限 であ るがゆえに世 界的規模 で電波をどの ように使用すべ きか従

来にも増 して慎重かつ公正 に監理す る必要 を生 じている。

こうした電波の国際化 に対応 し、人類の貴重 な財産 である電波の有効

利用 と電波利用の国際的な発展 を図 ってい くこ とが必要 であ る。

ア 国際協 力の推進

(開発途上国への技術協 力)

開発途上国においては電波利用基盤が十分 に整備 されていない国々が

多い。各 国ごとのニー ズに応 じた基盤整備 のために我が国の積極 的な援

助が期待 されてお り、 それ に応えていか なければ ならない。

郵政省 では、技術協力施策の一環 としてアジア ・太平洋地域の開発途

上国への衛星通信技術の移 転 を目指す国際協 力計画「パー トナー ズ計画」

を1992年9月 か ら開始す る予定である。

これは、宇宙開発事業団 の技術 試験衛星V型(ETS-V)を 利用 し

て、タイや イン ドネ シアなど と日本 の間で、地球観測情報 、医療情報 な

どの伝送実験 を行い、開発途上国に衛星通信の有用性 を認識 して もらい、

これ らの国々 の情報通信網の整備 に貢献す ることを目的 とす るものであ

る。

また、アジア諸国の一部 においては、急速な経済発展に伴 い、無線の

利用 ない し小規模 無線機の 製造が増大す る傾 向が見 られ、無線機器の技

術基準の策定、認証制度の創設、測定 ・較正技術者 の養成 等 を含めた電

波利用秩序 の確立が急務 となってい る。

郵政省では こうした現状 にかんがみ、1990年 度及び1991年 度 において

「ア ジア諸国に対する無線機器認証技術 の開発 ・移転 に関す る調査研 究」
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を行ってお り、この調査結果を、アジア諸国の無線利用実態に適 した、

無線機器の試験技術、測定器の較正技術等認証技術の開発 ・移転に活用

することとしている。

我が国は電波先進国 として、開発途上国における電波利用を促進する

ために、電波利用技術、周波数監理知識の普及等、技術協力を推進 し、

専門家の派遣、研修員の受け入れ等を通じて、開発途上国における人材

育成に積極的に協力 してい く必要がある。

イ 国際理解の促進

(国際放送の一層の充実)

今 日の世界は相互依存関係をますます強めており、平和な国際社会の

発展を図っていくためには各国間の相互理解を深めていくことが必要で

ある。

国際放送は、直接かつ瞬時に諸外国に情報を提供できる手段であり、

各国との相互理解の促進に有効である。米国、中国、英国、 ドイツなど

の主要国は、重要な国家政策 として国際放送に積極的に取 り組んでいる

(第3-2-7表 参照)。

東欧の民主化、ソ連邦の解体、ECの 統合等激動す る国際情勢の中で、

諸外国の対日理解の促進及び近年 ますます増加傾向を見せ る在外邦人に

対する正確かつ迅速な情報の提供のため、国際放送の一層の充実を図る

必要がある。

1992年度においては、近年の欧州地域の重要性にかんがみ、英国BB

C放 送のスケル トン送信所からの欧州向け中継放送を7月 から開始し、

欧州地域における放送時間の拡充と欧州全域の受信改善を図るほか、我

が国の近隣地域の一層の受信改善 を図るため、1993年1月 か ら3月 にか

けて茨城県の入俣送信所に300kW送 信機3台 の増設が予定されている。

今後 とも・我が国の国際放送の受信状況の改善、送信時間の拡大、交
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主要国の国際放送実施状況

(1991年12月 現 在)

国 名
実 施 機 関
(経 営 形 態)

放送時間
(週)
使用
言語

送 信 施 設(kW)

日 本 日 本 放 送 協 会

(公共放送)

時 間 分

336:00

22

短 波8台300×4

100×4

海 外 中継局4(4)

ア メ リカ

VOA

(国営放送)
1,100:00 45

短 波91台500×14

250～300×51

10～200×26

中波8台(50～1,000)

海 外 中継 局14ω

ラ ジオ・フ リー ・ヨー ロッパ/

ラ ジオ ・リバ テ ィ

(民 間放 送)

1,039:30 20

短 波50台250×29

100×19

50×2

海 外 中継局5

イギ リス イ ギ リ ス 放 送 協 会

(公共放送)
778:00 37

短 波76台500×8

250～300×48

100x20

中 ・長波VHFII台(1～750)

海外 中 継局13(4)

フ ラン ス
一 一

フ ジオ ・フ フ ンス ・ア ンテ ル

ナ シオナ ー ル

(公共 放 送)

約400:00 14

短波24台500×12

100×12

中波3台300×3

海 外 中継 局5(4)

ド イ ツ ドイッチ ェ ・ベ レ放送 協 会

(公共 放 送)

623135 34

短 波41台500×12

250×12

50～100×17

中 波2台400～600×2

海 外 中継 局8(3)

中 国 国 際 広 播 電 台

(国営放送)(北 京放送)

1,022:00 43 短 波70台 以 上(500×5)そ の 他

中波 海 外 中継局6(6)

NHK資 料 により作成

(注)海 外中継局数の()内 は、時間借用の送信所数並びに交換中継による中継局数の再掲

である。但し、送信機台数には時間借用、交換中継のための送信機台数は含めていな

いo

換中継の拡充に対応できる送信体制の整備を図るなど、我が国からの情

報発信機能の強化に努めていくことが必要である。

(放送番組の国際交流支援)

国際的な相互理解を進めるに際しては、外国からの番組の導入、外国

放送機関 との共同制作、外国への自国の放送番組の提供 といった 「放送
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番組の国際交流」 もまた{そ の重要な手段 とな る。放送 メディア は、表

現力 ・即時性 に優 れた メデ ィアであ り、各国の社会 にお いて極 めて大き

な社会 的影響 力を有 してい る。放送番 組の国際交流 を推進す るこ とで、

相互理解が促進 され、 国際摩擦の 中で も情報不足や誤解 に端 を発す る摩

擦が回避 あるいは緩和 されるこ とが可能 とな る。

また、放送が欠 くことので きない基幹 メデ ィアであ り、 国づ くりや人

づ くりの ため に放 送の有す る機能 を重視 してい る開発 途上 国に とって

は、教育番組 の充実は重 要な政策課題 となっているが、番組制作能力が

十分 でないことか ら、 日本の豊富 な放 送番組 に対 し大 きな期待が寄せ ら

れている。

郵政省では、こ うした状況を踏 まえ、我が国の姿 を伝 え るテレビ番組

の海外提供 を通 じて各国の相互理解 を促 進す るとともに、 開発途上国の

放送の発達 ・普 及を図 るために放送番組に関す る協 力 を行 う体制 を整備

し、放送番組 の外 国語への吹 き替 え等に対す る支援 を行 ってお り、放送

番組 の国際交 流の一層の促進 を図って い くため今後 とも支援の充実に努

めてい く方針 である。

ウ 国際協 調の推進

電波 には、 その資源 としての有 限性や国際性な どの性質 か ら、 国際的

な監理 が必要 であ り、衛星時代 を迎 えた今 日、電波利用に関す る国際間

の協調 はます ます重要 な課題 とな っている。我が国 として も、ITU等

の国際機関あ るいは二国間協議 等の場 において審議 され る国際規格 の統

一化の問題、国際周波数調整等について更に積 極的に寄与 し、世 界的な

電波利用技術の向上 に貢献 してい くこ とが必要 とな ってい る。

1991年7月 には、東京にお いて、新 しい移 動通信 システ ムの開発に当

た り国際協調 を推進 す る観点か ら、 日米欧の主要各国が定期的に情報交

換 を行 うこ とを目的 とした、第1回 の 日米欧MobileCommunication
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StudyMeeting(移 動通信 に関す る研 究会議)が 開催 された。1992年 度

には第2回 の会議が欧州 において開催 される予定である。

また、人命 の安全性 を確保す るための電波利 用の国際的なルール とし

て、1992年2月 、従来のモー ルス信号 に代わ って、衛星通信技術や デジ

タル通信技術 を利用 した新 しい海上遭難安全通信 システムであ るGMD

SS(海 上における遭難及び安 全の世 界的な制度)の 導入が全世 界的に

開始 された。郵政省 でも国際協調の一環 として も、本制度の円滑な導入

推進に努めてい るところであ る。

我が国は こうした国際的 な協調施策を推進す るとともに、さらに、将

来におけ る公衆陸上移動通 信 システム(FPLMTS)、 国際的 な宇宙開

発計画(宇 宙 ステー シ ョン、デー タ中継衛星等)、 地球環境保護 のため の

マイクロ波帯及び ミリ波帯の リモー トセ ンシングの開発等の世 界的プ ロ

ジェク トの推進に、電波技術先進 国 として積極的に参画 し、先導的な役

割を果たす ことによって、国際社会 に貢献 してい くことが求め られてい

る。
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第3節 資源 としての電波の有効利用

1周 波数資源の ひっ迫

社会経済の各分野 において、 電波利用は量的 、質的 に急速 に拡大 して

いる。特に、他 の通信手段 で代替不可能 な移動通信の分 野 で伸 びが著 し

く、この結果、3年12月 末の無線局数は732万 局 と、5年 前の2倍 近 い増

加 を示 して いる(第3-3-1図 参照)。

第3-3-1図 利用分野別の無線局数の推移

7,500,000

7,000、000

6,500,000

6,000,000・ 一陸 上 移 動 局

5,500,000

5,000pOOO

無4
,500,000

←MCA線

4,000,000

局3
,500,000

数
3,。。。,。。。 一 パー ・ナ ル 鰍

2,500,000

2,000,000
一 アマ チ ュ ア 無 線

1,500,000

1,000,000

・一簡 易 無 線 局

500,000

・一そ の他

0

55年 度 末60年 度 末3年12月 末

郵 政 省 資 料 に よ り作 成

(注)1.陸 上 移 動 局 数 は 、MCA(昭 和57年 か ら 開 始)に 係 る 局 を 除 く。

2,簡 易 無 線 局 数 は 、 パ ー ソ ナ ル 無 線 局 数(昭 和57年 か ら 導 入)を 除 く。
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我が国の社会環境 の変化に伴 って情報化 も更 に進展 し、情報の伝送量

が増大す る とともに多様化が進展す ると予 想 され る。電波 は、情報 を伝

達す る手段 として古 くか ら利用 されてきてお り、今後 も、情報量の増大、

情報伝達の 多様化 に伴 って ます ます その利 用が増大する と予想 される。

電波政策懇談会報告書(注)によると、13年(2001年)に おけ る無線局総

数は5,000万 局 を超え るもの と予想 され てお り、現在の加入電話数に匹敵

する規模 になる もの と考 え られている。

(1)分 野別無線局 数の展望

ア 陸上移動通信

陸上移動局の無線局数 は、3年12月 末現在 で約329万 局 である。10年 前

の無線局数 の約5.2倍 となってお り、大幅に増加 している。

最近の 自動車電話及びMCAシ ステムの伸 びか ら、今後 も移動通信 を

行 う無線局は顕著に増加 してい くもの と見込 まれ る。

イ その他

海上通信 に用 いる船舶局数は、3年12月 末現在 で9万3千 局(10年 前

の1.2倍)に 達 している。

固定通信 には、NTT、 新事業者に よる中継 システム、電気通信事 業

用通信及び警察庁、建設省、電気事業者、鉄道事業者などの無線ネ ッ ト

ワー クである公共業務用通信 があ り、 この分 野の無線局数 は3年12月 末

現在で約5万4千 局 で、10年 前の約1.7倍 となっている。準 マイクロ波帯

といわれ る1GHzか ら3GHzの 帯域 は、移動通信への利用が進め られ

つつあ り、 この周波数帯 を使 用 した固定局 は順次 よ り高 い周波数帯へ移

行す るほか、別の伝送手段に移 ってい く一方、基幹通信 として使用され

(注)21世 紀の活力ある電波利用社会の構築へ向けて、我が国の電波利用政策につ

いて多角的な検討 を行 うため、2年9月 、郵政大臣の懇談会 として開催 され、

3年3月 報告書が提出された。
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ている固定用 周波数は、今後 の需要の増大に伴 い、 更に周波数帯域 が必

要 となって くる と予想 される。

パー ソナル無線等の簡易無線局数は、3年12月 末現在 で約246万 局で10

年前の約3.4倍 となっている。中で も昭和57年 か ら導 入され たパー ソナル

無線は、低価格 であ ること、免許手続 きが簡易であるこ と等か ら、利用

者が急激に増加 し、3年12月 末現在 で約166万 局に達 して いる。また、ア

マチュア無線 は、短波か らマイ クロ波 までた くさんの周波数帯(ア マチュ

アバ ン ド)を 各国が共通 に使用 してお り、国内は もとよ り、外 国の局と

もアマチ ュア無線が楽 しめ る。無線局数 は、3年12月 末現在 で約118万 局

で10年 前の2.3倍 となってい る。

(2)大 都市圏における周 波数の ひっ迫

東京、大阪等の大都市圏においては、 自動 車 ・携帯電話 の利用が急増

し、これ らに割 り当てる周波数 がひっ迫 してい る。

関東地域 においては、陸上移動局数が3年12月 末現在 で約123万 局で、

5年 前の約4.6倍 、同 じく近畿地域 では、約64万 局 で同4.7倍 となってお

り、関東、近畿以外 の地域(141万 局、同約2.6倍)に 比べ て、2倍 近 く

の増加率 となってお り、今後 ます ます大都 市圏においては、周波数 のひっ

迫が進む もの と予想 される(第3-3-2図 参照)。

東京都 内では、 自動車 ・携帯電話につ いて も周波数 がひっ迫 してきた

ため、無線局のナ ロー化(狭 帯域化)を 進め るほか、デ ジタル化 を図る

こ とに より、利用可能 な無線局 の増大 を図 ってい る。

また、MCA無 線において も、特に東京 ・大阪の大都 市圏 では、当初

の予想 をは るかに上 回る普及が続 き、昭和62年 か らチ ャネ ル間隔 を従来

の25kHzか ら、半分 の12.5kHzと す る狭帯域(ナ ロー システム)の 導入

が実施 されたほか、新 たに、1.5GHz帯 の電 波が割 り当て られ、実用化 さ

れている。今 後 も自動車電話等 の増加への対策 を推進 して い く必要 があ
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第3-3-2図 地域別陸上移動局数

K

局

数

1,400,000

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

畷 醐 籔3月末

口 平成3年12月 末無線局数

(218)(201)

(214>

北 東 関 信 北 東 近 中 四 九 沖

遙 北 東 越 陸 海 畿 国 国 州 縄

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注)()内 の数字は、昭和61年3月 末の無線局数 を100と した指数。

る 。

2電 波の有効利用 を促進 する制度

(1)諸 外国における電波の有効利用制度の動向

移動通信、衛星通信 ・衛星放送に代表 され る近年 の新 たな電波利用技

術や システムの開発の結果、米 国、英国、 フランス をは じめ とす る先進

諸外国において も、我が国同様、電波利用は急激に拡大 し、多様化 して

お り、各国において も電波政策 ・電波 監理あ在 り方につ いて検討が行 わ

れている。

英国では、電波監理分野への市場原理 の導入が進め られ、1990年 に成

立 した新放送法では、1993年 以降の商業放送の新規免許の際に入札が導

入 された。 オー ス トラリア、ニュー ・ジー ラン ドでは、電波利用分 野に
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第3-3-3表 諸外国における電波利用料

国 名

電波利用料
の名称
徴収開始時期

電波利用料
以外の手数料 納入方法等

英 国 無線電信免許料

1949年

検査手数料 年払い
「

1990年4月 より特別会計

(免許申請処理の実費も

無線電信免許料で補填)

フ ラ ン ス 免許料

1959年

申請手数料
(放送以外)
検査手数料

年 払 い

(3か 月 ご とも可)
L

ド イ ツ 電波料

1928年

申請手数料
事前調整料

月払い

イ タ リ ア 電波使用料

1950年

無 年払い

ス イ ス

ベ ル ギ ー
免許 料

・ス イ ス1974年

・ベ ル ギー1930年

申請手数料 年払い
じ

5

カ ナ ダ 電波免許料

政府用1987年

その他1927年

無 年払い

オー ス トラ リア 免許料
1905年

(最初の無線通
信法制定時)

無 年払い

ニ ユ 　 '

ジ ー ラ ン ド
免許料

1923年

(最初の無線通
信法制定時)

申請手数料

管理権の登
録手数料等

年払い

韓 国 電波使用料
(法案公示中、
10月 からの国会

に提出予定)

許可申請手数料

検査手数料

末 定

」
i通信事業特別会計で経理予定i」T
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市場原理 を導 入す るこ とに よ り電波 の有効利用 を図 るこ とを 目的 とし

て、競 争入札制度が導入されてい る。 また、米国においては、欧州諸 国

ですでに導入 されて いる電波利用料制度の検討 も進め られている(第3

-3-3表 参照) 。

(2)電 波利用料制度の創設

ア 電波利用料制度創設の趣旨

高度情報社会の進展 に伴 い電波利用 もあらゆ る分野に及び、その利用

も増大かつ 多様化 の一途 をた どっている。 このため、今後の円滑な電波

利用 を確保 す るには、

・不法無線局 急増への対応等電波利用環境の維持

・電波利用の拡 大に伴 う行政事務量増大への対応

等の課題に対 して、早急かつ的確 な対処 が必要 となっている。

以上 の状況に対 し、 これ らの課題 を解決 するために必要 とな る行政経

費 を確保 し、 その費用負担の公 平 を図 るため、5年 度か らの電波利用料

制度の創設に向け、所要の準備 を進めてい る。

(ア)不 法無線局急増 への対応等電波利用環境の維持

技術 の進展 とともに、高度な機能 を有す る無線設備 が容易かつ安価 に

入手で きることになったこと等か ら、新 たな形態の不法無線局が増加 し

て きている。

しか し、我が 国の電波監視施設は19施 設 であ り、常時監視 のエ リアは、

地方電気通信監理 局の所在地周辺に限定 され、他 の地域 は全 国で40台 程

度の移動監視車で対応するなど不十分 な状況にある。

今後 、電波利用の発展 する中で、電波妨害の横行は正規の電波利用に

重大な影響 を及ぼす ことが懸念 され、不法無線局 を的確かつ迅速に摘 発

する体 制 を整備す るこ とが喫緊の課題 となっている。
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(イ)電 波利用の拡大に伴う行政事務量増大への対応

近年の電波利用の増大に伴う無線局免許申請等の急増、技術の進展等

に対応するために、これまで、技術基準適合証明制度の創設、無線局の

定期検査制度の見直し、主任無線従事者の創設、コー ドレス電話、特定

小電力無線局等の免許不要局の拡大等、行政事務の効率化が図られてき

た(第3-3-4表 参照)。

しかし、これら行政事務の効率化にもかかわらず、最近の無線局数が

急増 していることから、今後の無線局に対応したデータベース等 を活用

した総合的な電波監理システムにより電波行政事務全体の効率化を図る

ことが必要である。

イ 電波利用料制度の概要

制度の概要は以下のとおりである。

(ア)電 波利用料の徴収

無線局全体の受益を直接の目的 として行 う事務の処理に要す る費用

(電波監視施設等の整備及びコンピュータを活用した総合的電波監理 シ

ステムの整備)の 財源に充てるため、免許入から電波利用料 を徴収する

(第3-3-5表 参照)。

(イ)徴 収対象

無線局の免許を受けた者を対象 とする。ただし、国の無線局及び地方

公共団体が開設する消防 ・水防の用に供する無線局等については、適用

除外 とし、地方公共団体が開設する防災の用に供する無線局については、

電波利用料 を2分 の1に 軽減する。

(ウ)徴 収方法

電波利用料の前納制度、納付 しない場合の督促等、徴収方法の規定を

設ける。
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繁3-3-4表 行政事務の効率化の経緯

無線局の免許 無線 設備 無線従事者 運 用 そ の 他

56

☆アマチュア無線の
免許を外国人に認め
る

☆技術基準適合
証明制度の導入

☆一部国家試験
の指定機関への

委託

57
☆市民ラジオ免許を
不要とする

58

・アマチュア無

線技士の免許申
請に医師の診断
書を不要とする

59

☆車載、携帯使用の
無線局等の免許取得
を外国人等に認める

60

・電子レンジを

型式指定制度か
ら型式確認制度
へ移行

☆定期検査不
要局設定及び
指定検査機関
への一部委託

61

・航空機無線電話携

帯局に技術基準適合
証明による簡易な免
許手続き
・構内無線局の創設
・人工衛星にアマチュ

ア局の開設を認める

・技術基準適合

証明制度の簡素

鬼 信機の賄
基準を不要ふ く
射のみとする

62

☆コー ドレス電話等
一定の小電力無線局

の免許を不要とする
☆パーソナル無線の

免許の有効期間を10年
に延長

☆電波有効利
用促 進 セ ン
ターの設置

63

☆放送局の免許期間
を3年 から5年 に延
長

元

・特定小電力無線局

制度の導入による免
許不要局の拡大(ワ
イヤレスマイク等)

☆主任無線従事
者制度 の創設
(無資格者にも
主任無線従事者
の監督下に無線
設備の操作を認
める)
・従事者の操作

可能範囲拡大
・従事者の資格

取得の容易化等

2

・陸上移動局及び携

帯局の免許申請をO
CR化

・陸上移動局

及び携帯局の
無線局事項書

等の備付け不
要化

電波政策懇談会報告書による。

(注)☆ は電波法改正
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第3-3-5表 電 波利用料

無 線 局 の 区 分 金 額
一

代表的な無線局の例

1移 動する無線局(3の 項から5の 項まで及び8の

項に掲げる無線局を除 く。2の 項において同じ。)

600円

一
・自動車 電 話

・MCA移 動 局

・パ ー ソナ ル無 線

・船 舶 局

2移 動する無線局又は携帯して使用するための受信

設備 と通信を行うために陸上に開設する移動しない

無線局(8の 項に掲げる無線局を除 く。)

12,100円 ・基地局(自 動車電話)

・無線呼出し局

3人 工衛星局(8の 項に掲げる無線局を除 く。) 29,600円 ・通信衛星

・放送衛星

4人 工衛星局の中継により無線通信 を行 う無線局

(5の 項及び8の 項に掲げる無線局を除く。)

30,000円 ・インテルサ ヅ ト地球局

5自 動車、船舶その他の移動するものに開設し、又

は携帯して使用す るために開設する無線局であっ

て、人工衛星局の中継により無線通信を行うもの(8

の項に掲げる無線局を除 く。)

3,600円 ・船舶地球局

・航空機地球局

6放 送をする無線局(3の 項及び7の 項に掲げる無

線局を除く。)

29,700円 ・テ レ ビ ジ ョ ン放 送

・中波 放 送

7多 重放送をする無線局(3の 項に掲げる無線局を

除く。)

900円 ・音声多重放送

・文字多重放送

8実 験無線局及びアマチュア無線局 500円 ・ア マチ ュア 無線 局

9そ の他の無線局 20,200円 ・固定 局

(注)1.国 の無線局、27条 第1項 の無線局及び地方公共団体の無線局のうち消防 ・水

防用のものは電波利用料を適用除外。

2.地 方公共団体の無線局のうち、防災用のものは電波利用料を半額とする。

(エ)電 波利用料収入の特定財源化

電波利用料収入の特定財源化 を図るための過年度調整条項等の規定を

設ける。

(3)周 波数有効利用促進のための支援措置

ア 電波有効利用支援事業への支援

周波数の移行 を円滑に進めるなど、なお一層の電波の有効利用 を図る

ため、周波数の変更の際必要となる技術的条件等に関する情報、その他

の電波の有効かつ適正な利用に関する情報 を、無線局免許人に十分に提

供する 「電波有効利用支援事業」の推進が必要 となっている。

郵政省は、指定法人 「電波有効利用促進センター」の業務に 「電波有
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効利用支援事業」 を追加 し、4年 度において、同センターが当該事業 を

行 う上で中心的 な機 能 を果 たす、デー タベースの構築等に要す る費用の

一部 を補助す る等の支援 を行 うこととしてお り
、4年 度予算 においては、

このため に必要 な経費 として、7,000万 円が計上 されてい る。

イ 電 波有効利用促進税制

移動通 信 な ど無 線通信 の ニー ズが急 激に増加 し、周 波数 のひっ迫が

年々深刻化 している。 このよ うな電波需要の増大に対処 してい くため に

は、有限 な電波 資源 を有効 に活用す る機器への転換 を速やかに誘導 して

い くことが必要 であることか ら、2年 度 に電波有効利用促進税制が創設

された。

対象設備 は、無線設備 その他の設備 の うち、その使用す る周波数の偏

差、幅その他の電波 の質の 向上に より混信 を防止す るための機 能若 しく

は、その発射す る電波の方 向性 を制御す る機能 を高度化 した もの又は、

電波の共 同利用 を可能 とす るもので、次の ものが ある。

① 共同利用型移動無線通信 中継装置

② チャネル 自動選択型移動無線通信装 置

③ 簡易無線通信装置

④ 移動無線局識別装置

⑤ サイ ドロー ブ抑圧型アンテナ

ウ 財政投融資制度

周波数の有効利用 を促進 するシステムの普及に必要 な資金について、

財政投融 資制度に より、支援 を行 うもの で、次の ものがあ る。

① 周波数 の時間的 ・空 間的有効利用技術の システムに係 る無線設備

② 周波数 のスペ クトル有効利用技術の無線設備

③ 土地 及び建物(た だ し、MCA加 入者及び② に係 る土地 は除 く。)

④ 前3号 の設備の附帯設備
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第4節 電 波 利 用 分 野 に お け る技 術 開 発 の 促 進

情報通信の高度化 、多様化、パー ソナル化 が進展 す る中で、携帯型電

話、衛星放送、無線LAN等 機能的 で利便性 の高い、電波 を利用 した通

信 システムに対 す る要望 は一層大 きくなってい る。 また、公衆電気通信

網のISDN化 が進展す る中で、無線通信 もISDNと の融合 が図 られ

て有線無線一体 となったネ ッ トワー ク構 築が進む と考 え られてお り、そ

のためのデ ジタル技術等 の技術開発 を促 進す る必要 があ る。一方、情報

化 の進展がか え って生活 の豊 か さや ゆ と りの達成 に障害 とな らないよ

う、人や生活環境 に負担 をかけ ないヒューマ ン ・イン タフェー スの開発

な ど、か しこ く、人にや さ しい端末の開発やネ ッ トワー ク構築 を進め る

とともに、盗聴や混信 な ど電波 に特有の脆弱性 を改善 し、信頼性 を向上

第3-4-1図

将来の情報通信 トレン ド

電波利用分野における技術開発

電波利用分野技術

クロー ノ・ルfヒ

ノ、一 ソ ーナーノレfヒ

イン テ リジ ェ ン ト化

ヒ ノ ユ ア ル ・マ ル チ メデ ィア 化

人 に や さ しい

高f言 牽頁fヒ

一

一

電波利用技術

移動通信技術

衛星通信 ・衛星放 送技術

テ ジタル技術

小型化 ・軽量化技 術

標準化

ヒューマン ・イン タフェー ス

周波数 資源の開発

ミリ波帯 の開発

電波の有効 利用技術
ナ ロー 化技術 等

多重 放送技術等

インテ リ/エ ン ト電波利用技 術
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するための技術開発 も重要 であ る。

また、増大す る電波需要に対応 した新 たな周波数資源の開発 と電波の

有効利用技術の開発 を促進す る必要が ある(第3-4-1図 参照)。

1電 波利用技術の開発

(1)移 動通信技術の開発

ア デジタル化の推進

現在、我 が国で実用化 されているデ ジタル移動 通信 システム としては

無線呼出し、テレター ミナル、構内無線デー タ伝送 システムが あるが、

さらに、デ ジタル方式 自動車電話 システムやデ ジタル コー ドレス電話の

開発が行われてお り、移 動通信 は、 よ り良質で高度なサー ビスの提供 を

目指 して、アナ ログか らデ ジタルへの転換期 を迎 えつつ ある。 これはデ

ジタル化が、① 通信 の秘匿性、②ISDNと の整合性、③通信 サー ビス

の高度化、④デー タ伝送の効率化、⑤伝送品質 の耐劣化性、⑥周波数の

効率的利用の可能 陛な どの利点 を持 っているためである。

この ように様々 な利点の あるデ ジタル方式ではあるが、デジ タル化 に

は、音声符号化技術、端末無線装置の小型 ・軽量化等の開発等 の課題が

あ り、 これ を推進す る必要が ある。

イ 通信のパ ーソナル化 への対応

21世 紀の公衆通信網では回線 に付け られていた従来の電話番号 とは異

な り、個々人等に対 して付与 された認証 番号 で、相手が どこにいて も通

信可能 な追いかけ電話サー ビスが実現す ると考 えられている。 発信者、

受信者の居場所 を問わない携帯 電話 は、将来 の公衆通信網の重要な構成

要素であ り、国際的に もCCIRに お いてFPLMTS(将 来の公衆陸

上移動通信 システム)の 国際基準化作業が進め られ ている。FPLMT

Sに お いては、個人等に付与 された認証番号に より、通信相手の特定 、
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発信者名 の表示、 さらには通信料金の課金等の高度 なサー ビスを行 うた

め、IDカ ー ドシステムな どの個人認証技術、プライバ シー保護や不正

使用 防止のためのセ キュ リテ ィ技術の開発が必要 であ る。

ウ ワイヤ レスオフ ィス、 ワイヤ レスカー ドの実現 に向けて

職場 におけ るOA化 の進 展 に よ り、オ フ ィスや工場 にお いてLAN

(LocalAreaNetwork)の 導入が進んでい るが、膨大 な配線作業が シス

テムの機能性 や柔軟性 を損 なってお り、ワ イヤ レスオフィス を実現でき

る高速無線LANシ ステムの開発が求 め られている。 また、カー ドは現

代社会の隅々に浸透 して 多様に活用 されてい るが、IDの 照合等のデー

タのや り取 りを無線化す れば、 いちい ちカー ドを取 り出す ことな く鉄道

定期券 の照合や高速道路 の支払がで きるなど利便性が大 きい。

(2)衛 星通信 、衛星放送技術の開発

ア 衛星通信 技術の開発

衛星通信 は、広帯域性、同報性等の特徴 を持つ ことか らCATVの 番

組配信等映像 の伝送 を中心に利 用 され ている。今後、衛星通信 の一層の

普及を図るためには、帯域圧縮 技術 による回線 の有効利用、衛星 中継器

の高出力化、衛星搭載ア ンテナの大型化等 による地球局 の小 型化 などを

行 い、 システム全体 の コス トの低下 を図るこ とが必要であ る。

将来 は、衛星通信 におけ る広帯域ISDN、 高品位 のテ レビ電話、移

動衛星通信 と測位業務 を複合 したサー ビス、立体映像伝送 等の実現が期

待 されてお り、そのために静止プ ラッ トフォーム型衛星、低軌道周 回衛

星、衛星間通信 技術等の研究開発が必要 である。

また、衛星通信 の信頼性向上のため の技術 に、同一 の軌 道上 に複数の

小型衛星 を打 ち上げ、大型衛星 と同 じ機能 をもたせ るクラス タ衛星技術

があ り、研究開発が必要 である。
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イ 衛星放送技術の開発

衛星放送 では、放送衛星 によるテ レビジ ョン放送、PCM音 声放 送、

ハイビジョン試験放送が行 われてい るほか、通信衛星に よるテ レビジョ

ン放送、PCM音 声放送 も開始 され、 多メデ ィア ・多チ ャンネル化 が進

展 している。現在、放送 を受信す るためには衛星 ご とにパ ラボラア ンテ

ナやデ コー ダを必要 とす るが、複数 の衛星 を受信 で きるマルチビームア

ンテナや複数の スクランブル方式に対応す るデ コー ダの開発等、利用者

の利用 しやす い機 器の開発が必要である。

さらに、今後は電気通信 の各分 野におけ るデ ジタル化 の進展に伴 い、

放送分野において もデー タ放送の実施、映像 も含め、音声、デー タを同

時に送れ るISDB(統 合 デジタル放送)の 開発な ど、ISDNや コン

ピュー タ通信 も視野に入れた技術開発 が求め られているほか、将来は移

動体に対する衛星放送サー ビス、立体 テ レビ等の次世代 テレビの実現な

ども期待 されてお り、そのため の技術 開発が必要である。

(3)電 波利用分野 における技術基準の統一

電波利用の分 野において も、サー ビスの高度化、 多様化等が一層進展

す ると予想 され るこ とか ら、 これに伴 い、電 波利用の秩序の確保等のた

めに周波数等に係 る技術基準 を統一す ることの重要性 が高まってい る。

我が国におけ る技術基準の策定 にあたっては、電気通信 技術審議会での

審議 を経 るなど、透 明性 を確保 しつつ行 ってい る。

国際的 には、FPLMTSの 開発に見 られ るよ うに、世界的 な共通 シ

ステムの構築のため に早期に技術基準 を統一 するこ との重要性が増 して

お り、我が国 として も、民間の協 力を得 なが らCCIR等 への審議に積

極的に寄与 を行 うものであ る。

(4)ヒ ューマ ン ・インタフェース技術の開発

電気通信技術審議会が、3年6月 に まとめ た、「21世紀 を展望 した情報



一302一 第3章 ゆとりと活力のある情報社会の形成と電波利用

通信 技術開発に関す る基本方策につ いて」に よると、21世 紀 には 自動翻

訳等の知 的機 能、多彩 なマルチ メデ ィア機能、人間の視聴覚機構 との整

合性 の高い イ ンタフェー ス機能 を合せ持 った総合知 的 通信 網(UIC

N:UniversalandIntelligentCommunicaitionsNetwork)へ と発展

す ると予想 してい る。す なわち、専 門的 な知識や複雑 な操作 を人に要求

す るのではな く、逆 に、言葉の壁や情報 の曖昧 さといった コ ミュニケー

ションの障害 を人工知能(AI)が 解消 して、本来の情報通信 の 目的ど

お り、 人 と人、人 と社会 とをいつ で も、 どこで も、だれ とで も自然に結

んで くれ る。 こうした、か しこ く、人にや さしい情報通信が求め られて

いるのであ る。 そのためには、電波利 用技術 にお いて も、音声認識、 自

動翻訳等のAI技 術 、人の視聴覚等の メカニズムの解明 と利用、立体画

像技術 な どを取 り込んだ技術開発が課題 となる。

2周 波数資源の開発 と電波の有効利用技術の開発

(1)新 たな周波数資源の開発の動向

ア 準 マイクロ波帯の利用

これ までの移動通信用 としては、960MHz以 下の周波数 が利用 されて

いたが、新 たな移動通 信用の周波数帯 と して準 マ イ クロ波帯(1GHz

～3GHz)の 開発が進 め られ て きた。現在 、MCAに おけ る1.5GHz帯

の利用 が始 まってい るほか、5年 を目途 にデ ジ タル方式 の 自動 車電話

サー ビスが開始 される予定 となってお り、準マ イクロ波帯の移動通信へ

の利用 は実用段 階 となっている。

イ ミリ波帯の開発

周波数が30GHz以 上300GHz未 満 の ミリ波帯については、通信 では広

帯域通信が容易 であ り、センサ では高い分解能 が期待 できる。 また、ア

ンテナ、送受信華 置の小 型化 ・軽量化が可能 である等 の利点が あ り、無
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線LANシ ステム、 自動車用衝 突防止 レー ダな どへの利用が考 えられて

いる。 このため ミリ波帯伝搬特1生の解明、アンテナや素子の開発等が 必

要である。

ウ 光領域周波数帯の調査

光領域周波数帯の通信については、広い帯域が得 られること、機器 を

製造す る上 で小 型化、軽量化が 図 られ るこ とのほか、相互干渉 が極めて

少ないな どの特徴 を有 している。 このため光領域周波数帯の通信への無

線的利用 を中心 に計測、 リモー ト・セ ンシングなどでの利用について今

後の調査研 究が必要 であ る。

(2)電 波の有効利用技術開発の促進

ア 狭帯域化によ る周波数の効率的利用

使用する電波の 占有帯域幅 を狭 くす ることによ り、限 られ た周波数 の

帯域の中で、 よ り多 くの通信 を可能 とす る周波数有効利 用技術 を狭帯域

化(ナ ロー化)技 術 とい う。例 えば同 じ帯域 で 占有帯域幅 を半分 にすれ

ば従来の倍のチ ャネルが確保 で きるこ とにな る。ナ ロー化の実現 には、

隣接する無線チ ャネルに妨害 を与えないようにす るための送信機及び受 一

信機の周波数安定度 の向上が必要 である。 これ まで、移動通信 では各種

事業用、MCA無 線用、 自動車電話用等に使 用 され るVHF、UHF帯

(150MHz帯 、400MHz帯 、800MHz帯)の ナロー化 を行 っている。

イ デジタル化 による周 波数の効率的利用

従来のアナ ログ方式に比べ、品質が高 く非音声系のサー ビスにも親和

性のあるデ ジタル方式の検討が進め られている。デ ジタル化はLSI化

による端末 ・基地局設備 の小型化、省電力化 またTDMA方 式 を積極的

に活用 した周波数 の有効利用の 点で も有利 である。

ウ 小 ゾー ン方式 などの空間 的な周 波数の効率的利用

電波 の特性 として、 同 じ場所 で、同 じ周波数の電波 を使用す ると混信
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して しまう。 それで、空間 をゾー ンに区切 って同 じ周波数 どうしが隣 り

合わせ にな らないよう.にして、い くつか の周波数 を繰 り返 し使用す る方

式 を小 ゾー ン方式 とい う。周波数 の利用効率か らす る と、一つ のゾーン

を小 さくし、全体の ゾー ン数 を多 くす るほ ど周波数 の利用効率 は高 くな

るが、 ゾー ンの数 を増やす と、 それだけ 多 くの基地局 を設置 しなければ

な らないほか、移動 中に多 くの ゾー ンを通過 す るため、通信 を連続する

ためのチャネル制御 が難 しくなる。現在、 自動車電話では、加入 台数の

増加 の著 しい首都 圏 など大都 市部 を中心 に小 ゾー ン化 を進め てい るほ

か、将 来はマ イ クロゾー ン方式のパー ソナル ポケ ッ ト電話の実用化 も考

え られている。

工 周波数 を共用 す る時間的 な周波数の効率的利用

限 られた通信 用のチャネルを多数の無線局 が共 同で利用す るための技

術で、代表的 な ものにMCA(マ ルチチ ャネルア クセス)技 術が ある。

MCAは 、通信 の都度、 い くつかあ るチャネルか ら、空 いているチャネ

ル を自動的に選 んで使用す るものであ る。 自動車電話、MCA陸 上移動

通信 システム、パー ソナ ル無線、 コー ドレス電話 な ど幅広 く用 い られて

いるが、今後 とも防災行政無線や公共分 野の業務用無線等への普及 を図

る必要 がある。

オ 衛星通信 における周波数、軌道 の有効利用

地上 回線 との干渉 を避 け るため、地球 局の設置の難 しい場合が ある。

地球局 のア ンテナの指 向特性 の改善、スペ ク トラム拡散方式 の実用化等

によ り、地上 回線 との周波数共用条件 を緩和 し、地球局の設置 を容易に

す る技術 の開発が必要である。 また、有限な資源 である通信衛星 の静止

軌道位 置の間隔縮小のための技術開発 も必要 であ る。

力 放送の 多重化技術、同期放送技 術

多重放送 は、テレビジ ョン放送等の電波に異な る信号 を重畳 して放 送
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するもので、音声 多重放送 及び文字 多重放送が実施 され ているほか、フ ァ

クシミリ多重放送、デー タ多重放送等の導入が検討 されて いる。 多重放

送技術は電波 の有効 利用に貢献す るばか りではな く、放送受信端末のマ

ルチメデ ィア化に も有効 である。

同期放送 は、隣接す る放送局で同一 の周波数 を利用 して放送す る技術

であ り、高度 に正確 な周波数管理技術 によって可能 となった。従来、周

波数不足のため 中継局 を設置で きなかった地域 に中継局 を設置 して受信

状態の改善 が図れ るだけではな く、カー ラジオのよ うに複数 の放送区域

を横断 しなが ら同一番組 を楽 しむ際に、同調 をや り直す といった煩わ し

さを解消で きる利点 もあ る。現在 中波ラ ジオ放送 とテレビジョン放送 で

実現され、FM放 送 について も導入が検討 されてい る。

キ イ ンテ リジ ェン ト電波利用技術

これ まで述べて きた個 々の電波利用技術 に最新 のAI技 術 を組み合 わ

せ、利用環境や 条件 の変化に柔軟に対応 させ るこ とに よって、一層周波

数の利用効率 を高め ようとす る技術が インテ リジェン ト電波利用技術 で

ある。現在、郵政省 が検討 を進 めているインテ リジェン ト電波利用は、

AI技 術 を利用 して、 固定通信 の回線の信頼性 を増加 させ た り、移動通

信利用者 の混み具合 によ り、基地局のチ ャネル、送信電力、 ビームな ど

の形 を、自由に変えるこ とに よって、周波数の利用効率 を大幅 に引 き上 げ

ようとす るものである。
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第5節21世 紀の情報社会 と電波

電波 は、移動通信 を中心 にその利用が急増 してお り、 また、通信や放

送 以外 に も、家電、医療か ら地球環境保 全 まで社会生活において幅広い

分 野で活用 されてい る。今や電波 は快適 な 日常生活 を送 る上 で欠 くこと

ので きない もの とな ってお り、21世 紀の豊か さ とゆ とりを実感で きる社

会 の実現 に向けて、 よ り便 利で高品質 なシステムに対す るニーズが高ま

るに従 い、電波利用の果 たす役割 はます ます増大 してい くもの と考 えら

れ る。

一方、我が国 と国際社会 とのつ なが りが一層強 ま り、 また、我が国の

占め る大 きさ も高 まって くるにつれて、 同 じ地球 に住む一員 と して我が

国 は従 来以上 に国際社会に大 きな影響 を及ぼ し、責任の重 さが増大 して

きている。 この傾 向は今後 ます ます強 まってい くもの と考 えられ、国民

一 人ひ とりがこ うした 自らの責任 の 自覚 を持 ち行動す るこ とが必要 とさ

れる時代、いわゆる地球市民の時代 を迎 えている。

この ため、本 節にお いては、豊か さを実感 できる暮 ら しを実現す ると

ともに、地球 市民時代 におけ る我が国の責務 に対応す るため、21世 紀に

向けた電波利用 の課題 と方策について示 す もの である。

121世 紀の活力あ る情報社会 と地球 市民時代 に向 けた電波利用

(1)豊 か さを実感で きる暮 らしを実現す るための電波利用

今後,とも消 費ニー ズの多様化 ・高度化 、生活行動範囲 の広域化、高齢

化の進展に よる一 人暮 らしの高齢者の増加 、週休2日 制 の普 及等 による

一層の余暇志 向等 によ り、多様 で高度 な通信 に対す るニー ズが増大す る

ことが予想 される。
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このため、国民 だれ もが真 に豊か さとゆ とりを実感 で きる暮 らしを実

現するためには、 こ うしたニー ズに的確 に応 えるよう電波の多様 で高度

な利用の促 進 を図ることが必要 である。

ア21世 紀のパ ーソナル通信時代 に向けて

自動車 ・携帯電話サー ビスが5年 間で14倍 の契約数へ と飛躍的に拡大

するなど、移動通信 を中心に電波利用が急増 してい る。 自動車 ・携帯電

話サー ビス及び無線呼出 しサー ビス(ポ ケッ トベ ル)の 契約数 は約670万

契約(3年9月 末現在)、 コー ドレス電話機の 出荷 台数 は約900万 台(元

年か ら3年 までの合計)と 、電波利用は国民生活において身近 な通信 手

段 となって きている。'

「いつで も、 どこで も、だれ とで も」 とい う情報通信の究極 の 目標に

向かい、21世 紀 には技術開発 の進展等に より、国民一 人ひ とりが携帯電

話を利用す る時代が到来す るこ とが期待 される。機能面 において も1台

の端末 で、音声 ・デー タ ・映像等のマルチ メデ ィアによるコ ミュニケー

ションを実現す る とともに、世 界中との通信 を可能 とす るネ ッ トワー ク

の形成が望 まれ る。

このためには、 ネッ トワー ク構築に向けた技術開発 の推進や通信方式

の標準化、携帯電話端 末の小型化 ・軽量化 ・低 廉化等 とともに、競争の

促進による電気通信市場の活性化や電気通信事業者の一層の経営努 力等

による通信料金の低廉化が望 まれ る。

さらに、携帯 電話サー ビスのほか、MCAシ ステム、ポケッ トベ ル等、

,各種 の移動通信が利用 されているが、将来は、パー ソナル・ハ ンデ ィフォ

ン(第 二世代 コー ドレス電話)に よる駅や屋外か らの通信等、利用者の

その時々のニー ズに応 じて より一層 多様 で便利 なサー ビスが安価 に利用

できるこ とが望 まれる。

また、一人暮 らしの高齢者や 身体 障害者の不意の事故等に対 応す るた
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め、ペ ンダン ト型の発信機 を活用 した緊急通報 システムの運用 が開始 さ

れてい るが、長寿社 会 ・福祉社会 に対応 して高齢者 ・身体障害者 の生活

を支援す るため、使いやす さ ・簡易 さを考慮 した各種 のサー ビ スの開発

及び低廉iな料金 での提供 が急が れる。

さらに、労働時間の短縮 等に よる自由時間 の増加 に伴 う余暇 ・レジャー

志 向の高 ま りに即 応 して、 スキー ・マ リンレジャー等の レジャー分野に

おいて電波 を活用 した多様 なサー ビスの提供が期待 され るとともに、遭

難i事故防止等 レジャー分野 におけ る安 全確 保のための無線利用 システム

の普及が必要であ る。

イ 放送の多 メデ ィア ・多チ ャンネル化の推進

衛星放送の普 及、ハ イビジョン試験放送の開始等、多 メデ ィア・多チャ

ンネル化が進み、放送新時代 を迎 えつつあ る。

放送普及基本計画において、地上系民間 テレビジョン放送 につ いては、

総合放送4系 統の放送が全 国各地域 においてあ まね く受信 で きること、

民間FM放 送 については、1系 統の放 送が全国各地域 においてあまね く

受信 で きるこ と等 とされてお り、今後 とも引 き続 き地上 系民 間テ レビ

ジ ョン放送の 多局化、民間FM放 送の全 国普 及を推進 してい く必要があ

る。

また、テ レビジ ョン放送の高度化 を進め るために も、 第二世代 クリア

ビジ ョン(EDTV)の 開発 は重要 であ る。

一方、ハイ ビジ ョン受信機 の低廉化 も進んでい るが 、一般家庭への普

及の ためには、一層 これ を進め てい くことが必要 である。 また、現在民

間等 によって行 われて いる壁掛 け型のデ ィスプ レイの開発、VTR等 の

周辺機器 の開発 を引き継 き進め るこ とも必要 であ る。

さ らに、4年 度 か ら通信衛 星 を利用す るテ レビジ ョン等 の放 送が始

まったが、現状 ではこれ らの番組すべ て を視聴 す るには、複数のア ンテ
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ナやスクランブルデ コーダ を必要 とす るな ど、利用者に とっては費用面

で負担 とな り、受信機器相互 間のインタフェー スの共通化やデ コー ダの

モジュール化、機器の低 廉化 等が望 まれ る。 また、 メディア特性 にふ さ

わしい放送番組の開発 ・普及及びこれ を支え る放送 メデ ィア全体 の番組

制作環境の整備 、視聴者か らみた契約 ・支払手続の利便性 の確保等が必

要である。

放送のソフ ト面においては、放送 ライブ ラリーや放送 ソフ トの制作 ・

供給施 設及び人材育成施設に対す る支援等の充実 によ り体制整備 を一層

推進す る必要があ る。

ウ 人 にや さ しいサ ー ビス ・機器の提供

電波 を利用 した情報通信サー ビス ・機器が国民生活のあ らゆる場面 に

普及す るこ とで、従 来特定 の人に限 られていた電波の利用が、高齢者 か

ら子供 まで幅広 い年齢 層に広が りつつ あ る。暮 らしの豊か さとゆ とりが

求め られ る21世 紀に向けて、電波利用 において も、利用者に負担をかけ

ない、使 いやす いサー ビス ・機器の開発 ・提供が必要 であ る。

電話やテ レビジ ョン放送 な どの通信 ・放送サー ビスにつ いて、多機能

化 一高機能化 を図ることと並行 して、複雑 な操作や 高度 な知識 を必要 と

せずだれにで も利用 できるサー ビス ・機器の開発が必要 である。

このため、供給側には、様 々な層か ら成 る利用者のニー ズに対応 した

サー ビス開発 ・商 品開発 が よ り求め られ るところであ り、 また、利用者

の側にお いて も情報活用能力の向上が望 まれ、身近 な情報通信サー ビス

に機会 を とらえて接す るなどに より、その活用能力の向上 に努め生活 の

豊か さにっ なげ るこ とが期待 され る。

また、通信のパーソナル化の円滑 な進展のためには、受信者の立場 も

尊重 したサー ビスの開発が重要 であ り、発信者 を表示す る機能や都合 の

悪い場合 には受信 しない機能等の開発が必要 である。
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工 通信 と放送の境界領域 的サ ー ビスへの対応

技術 開発 の進展 によ り通信衛星 を介 した多種 多様 なサー ビスの提供が

技術 的に可能 となってお り、いわゆ る通信 と放送の境界領域 的サー ビス

が出現 して きている。

既 に通信衛星 を利用す る放送 につ いて は制度 を整備 し、4年4月 か ら

放 送が開始 され、放 送の 多様化 に大 きく貢献 しているところであ るが、

更に通信衛星 を利用 した情報提供サー ビスの動 向や国民のニーズの動向

等 を勘案 しつつ、通信 と放送 の境 界領域的サー ビスに対 して適切 に対処

してい く必要が ある。

(2)活 力 と自主性のあ る地域社会の形成 に向 けた電波利用

国土の均衡 ある発展のためには多極分散型国土の形成が必要であ り、

地域間格差 の是正に向けて、地域 の住民生活の向上や 経済活動 の活性化

を推進 す るため には、社会 基盤 として地域の情報通信機 能の充実が不可

欠 であ る。 これ を実現す る方策 の中で も、特に電波 メデ ィアは、有線系

の メデ ィア と比較 して、設置が容易、災害に強 い とい った特長 を有 し、

情報通信 基盤の整備が遅れてい る地域において も有効 に活用す るこ とが

できるものであ る。

地域社会 の発展のためには、各地域におけ る拠点整備 が重要 であ り、

これ まで もテ レ トピア構想、ハ イビジ ョン ・シティ構想や 民活法 による

テレコムプ ラザ、 テレポー ト等へ の支援 をは じめ として各種 の措置が行

われてい るが、 それ ぞれの地域 の特性 ・目的 ・規模 に的確 に対応 して、

地域 の拠点等における情報通信基盤 の整備のための様 々な支援 の一層の

充実 を図 ることが必要 であ る。

さ らに、地域 の特1生、電波の利用状況等に応 じて、地域独 自の周波数

利用計画 を策定 し、地域独 自の電波利用 システムの構築 を推進 してい く

ことが期待 され る。
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また、 自動 車 ・携帯電話等の移動通信 サー ビスを受 け られない地域 、

地上系民間テ レビジ ョン放送 が1波 も良好 に受信 できない地域、民間中

波ラジオ放送 の受信障害があ る地域 を解 消す るため、基地局のための鉄

塔施設や 中継施設等 を整備 す る経 費の一部 を国が補助す る電気通信格差

是正事業の充実が図られ ているところで あるが、民間だけでは整備 が進

みに くい地域においては、今後 とも国等が積極 的に支援 をして電波利用

基盤の整備の推進 を進め ることが必要 である。

情報通信の利用増大や急速な技術革新に伴 い、専 門的知 識を有す る人

材の確保へのニー ズが高 まってお り、 このため、電波利用分野 におけ る

人材不 足が原因 となって地域産 業の展開 を阻害するこ とのないよ う、電

気通信 基盤充実事業 による人材研修事業の充実等に より,人 材育成 を一

層推進 することが必要 である。 また、電波利用技術の普及 を図る上で、

アマチュア無線の一層 の普及促 進 を図 るこ とも効果的 であ ると考 えられ

る。

地震、 台風等の災害 に備 えて、電波 を利用 して地域防災行政 無線 シス

テムの一層の充実 を図るこ とも必要 であ り、音声に加 えて、デー タ ・画

像等の機能に よる高度化 も期待 され る。

また、郵便局衛星通信 ネ ッ トワー クや地域衛 星通信 ネ ッ トワー クの充

実により、地域の情報化 の推進 ・防災通信網の充実 等を図 ることが必要

である。

地域住 民が 日常利用す る情報の中で も、特 に地域 におけ る情報に対す

るニーズが高 く、地域の行政 ・公共施 設 ・健康医療 ・教育 ・文化等に関

す る情報につ いて、地域住民の様々なニー ズに きめ細か く対応 し手軽 に

利用 できるコ ミュニ テ ィ情報提供体制 の充実が必要 である。このため、

コ ミュニ テ ィ放送 をは じめ として、 多様 な電波利用による情報提供体制

の充実が期待 される。
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(3)21世 紀の活 力ある産業活動 に向けた電波利用

産業活動 にお いても、製品流通 ・情報流通 を円滑に行 うため、迅速か

つ的確 な通信手段の確保 が重要 となってきてお り、電波は、電気通信事

業のみな らず幅広 い企業活動 において利用 され ている。

国民のニー ズの多様化 ・高度化へ の対応や企業経営の効率 化 を推進す

るため、MCAシ ステムや テ レター ミナ ルの利用 をは じめ として、企業

における移動通信の利用が進展 しているが、今後 よ り一層の活用を図 る

ためには、サー ビス地域 の拡大や 多様 な用途 に対応す るための 多機能 ・

高機能サー ビスの提供 、 これ を可能 とす る技術 開発の推進 等が必要 であ

る。

また、衛星通信 は、同報性 ・広域性等の特長 を有す るとともに、 多機

能 ・高品質な通信が可能であ るため、CATV番 組の配信 、テ レビ報道

のニ ュー ス中継、企業内情報伝送 ・研修 等 をは じめ幅 広い分 野で利用 さ

れている。今後 、衛星通信の よ り効果的 活用 を図 るためには、 トランス

ポンダの高出力化 による地上施設 の小形化、通信料金の低廉i化等によ り、

システム全体 の コス トダウンを図 ることが必要 である。

企業内のOA化 ・FA化 においては、 ケーブル敷設工事 を必要 としな

い無線 を応用 したオフ ィス ・工 場内通信網、い わゆ る無線LANの 構築

に よ り、設備 の追加や システム変更に迅速かつ柔軟、経済的 に対応 でき

る新 しいネ ッ トワー ク網の創出が期待 され る。

一方、情報通信ネ ッ トワー クシステムの大規模 化 ・複雑化 に伴 い、事

故 ・災害等に よる機能停止が、産 業活動 ・国民生活に重大な影響 を及ぼ

す ようになって きてい る。 この ため、電 気通信事業者 ・企業 等において

は、通信網 の多ルー ト化 のほか、地上 回線のバ ッ クア ップ として耐 災害

性に優 れた特長 を有す る電波の利用によ り、 ネッ トワー クの安全性 ・信

頼性の向上 を図 ることが必要で ある。
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(4)電 波メデ ィァを通 じた国際協力 ・国際間の相互理解の促進

湾岸戦争の勃発 で幕 を開け、 ソ連邦の解体 に終わった平成3年 は正に

激動の1年 であったが、電波 メディアの発展は、世 界的に情報の共有化

をもたらし、国際社会におけ る相互理解 の醸成に貢献 してきた。新 しい

国際社会 の枠組みが形成 されつつ ある今 日、 ます ます複雑化 してい く国

際情勢に対処 してい く上 で、電波 メデ ィアの重要性 は一層高 まってい く

もの と考 えられ、資源 として有限 であ るがゆえに人類の貴重 な財産 であ

る電波 をより一層有効 利用 してい くことが重要 な課題 となっている。

我が国は先進 国 としてその経済的規模 にふ さわ しい役割 を果たす必要

があ り、有限な資源であ る周波数の国際的な割 当てや技術基準の制定等、

国際機関におけ る活動に より一層積極的 に寄与す るとともに、世 界的な

電波利用技術の 向上に貢献 してい くことが必要である。

また、開発途上国においては電波利用基盤が十分 に整備 されていない

ところが 多 く、各国ご とのニー ズに応 じた基盤整備 のために我が国の積

極的な協力が期待 されている。 このため、技術協力 ・人材育成 をより重

視 し、専 門家の派遣 ・研修員の受 入れの充実に努 める とともに、通信 ・

放送分野におけ る資金協 力の充実 を図 るなど、質 ・量の両面か ら各国の

実情に合 った経済協力 を一層充実 させ るこ とが必要 である。

諸外国 との経済問題等に対 しては、我が国の規格 と国際規格 との整合

性 を確保 す るとともに、規格及び制度 の制定の際の透明性 を一層確保す

る等の対 応を図 ることが重要 である。

さらに、貿易摩擦解消 に向け た諸外 国の対 日理解 の促進及び増加傾 向

にある在 外邦 人への正確 かつ迅速 な情報提供の ため、主要国 と比較す る

と放送時間 ・使用言語等の面 で依 然 として不十分 である我が国の国際放

送の一層の充実 を図 り、国際間の相互理解 を深めてい く必要が ある。 ま

た、海外か らの放送番組 の導入 ・海外への提供 、共 同制作 といった放送
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番組の国際交流の充実 を図 る必要が ある。

(5)地 球環境保全 に向けた電波利用

地球 温暖化 ・酸1生雨 ・熱帯林 の減少等の実 態が明 らかにな るにつれて、

地球 環境問題が人類の直面す る大 きな課題 となってい る。今 後、地球環

境問題 に適切 に対応 してい くためには、 まず、地球 的規模 での様 々な現

象の把握 とその発生 メカニズムの解明が不可欠 であ り、こ うした分野に

おけ る電波の一層の利用が期待 されている。

この ため、地球環境観測のための電波 を利用 した リモー トセ ンシング

の一層の促 進、大気 と電波 との相互作用 の研究開発の推進等が期待 され

る。 これ らのプ ロジェ ク トは、国際的 な連携 の下、国内外の関係機関が

協力 して積極 的に取 り組ん でい くことが必要 である。

また、内外の研 究機 関等 の地球 環境デー タ・情報の 円滑 な流通に より、

相互利用 を可能 とす る情報通信ネ ッ トワー クを開発す るこ とが必要であ

る。

2電 波利用 における技 術開発 ・環境整備 の推進

(1)電 波利用 におけ る技 術開発 の推進

情報通信分野の発展 にお いては技術的要素に よるところが大 きく、電

波に関す る技術開発の推進 は高度情報通信基盤の整備 に不 可欠であると

ともに、 その波及性に よって多 くの分野 に貢献す るこ とが期待 される。

また、周波数の ひっ迫に対応す るため、新 たな周波数資源の開発や既

利用周波数 の有効利用技術 の開発が よ り重要 な課題 となって きてい る。

今後 の新 たな周 波数帯の開発 としては、30GHz以 上300GHz未 満の ミリ

波帯等の新 たな周波数資源の 開発、3GHz以 上の周波数帯 におけ る移

動通信技術の開発 、さ らに光領域 周波数帯の開発な どが期待 され る。 ま

た、デ ジタル化技術 は、通信サー ビスの高度化、周波数の効率的利用、
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ISDNと の融合、通信 の秘匿性等 に優れた特長 を有 してお り、その高

度化に向けた取組が必要 である。

今後の情報通信の多様 なニー ズに対応す るとともに、技術面におけ る

国際貢献 ・国際協力 を図るため、基礎研究の充実は もちろん、基礎研究

か ら応用への橋渡 しを行 う先導的研究開発の強力な推進 及び国際共同研

究開発等 の積極的な推進が必要 である。

このため、国は民間の研究開発能力 をも十分 に活用 し、産 ・学 ・官連

携の下、継続的に一体 として研 究開発が行 われ るような研究開発体制 を

整備すべ きであ る。電波利用分 野におけ る先端的技術 開発の中には、緊

急な取組が必要であ るにもかかわ らず、高 リス ク ・高負担 で長期 間を要

することな どか ら、 民間で は技術 開発 インセ ンティブが働 きに くい分野

があ り、 この ような分野については、国が基礎研究か ら応用への橋渡 し

を行 う先導的研 究開発 を積極 的に推進す ることが必要である。

民間におけ る技術開発については、基盤技術研 究円滑化法等による各

種の支援措置が採 られてい るが、今後、 より一層民間への支援措置の充

実 を図るとともに、民間に よる設置が困難 な試験設備や共同利用 できる

研究施設の整備 など研 究開発環境の整備 ・充実 を図 るこ とが必要 である。

また、民間の研 究開発 につ いてのインセンテ ィブを働 かせ効率的な研

究開発 を推進す るため、通信 ・放送分 野におけ る産 ・学 ・官の共 同研 究

を推進す る とともに、研究施 設の地 方へ の展開 に よる地 域振興へ の寄

与 ・研究の多様化、国等 による民間へ のコンサルテ ィング活動 の促 進 を

図 ることが必要 であ る。

さらに、近年の研 究開発 においては、国際的な研究情報 の交換等を抜

きにしては考 えられ な くなって いるこ とや我が国の国際貢献及び国際協

力に対す る期待が高 まっていること等か ら、海外 との共同研 究 を推進す

るとともに、外国人研究者の招 へいによる我が 国の研 究者 との研 究交流
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を促進 す る必要があ る。

技術 情報の流通体制 を整備す るこ とも重要 であ り、電波 技術情報の公

開制度 を確立 しそのデー タベー ス化 を図る とと もに、海外 をも含 めた技

術交流ネ ッ トワー クの構築 を図 る必要 がある。

(2)電 波利用 における技 術基準 の統一

国際化 ・業 際化 の展開に加 えて、電 波本来 の持つ特 性によ り、国境や

産業 ・地域 を越 えた電波利用 によるネ ッ トワー クの進展が進 む とともに、

電波利用の秩 序の確保等の ために周波数 等に係 る技術基準 を統一す るこ

とが重要 な課題 とな って きている。

今後 の情報通信に対す るニー ズの多様化 、パー ソナル化、 国際化及び

急速な技術革新 を背景に、新 たな技術 基準策定のための作業の増大 ・複

雑化が予想 され、迅速 な対 応が必要 となってい る。 将来の世界的 な共通

システムの開発 のため には、民間の協力 を得 つつ、CCIR等 での統一

的 な技術基準の策定作業に積極的 に寄与 してい くことが必要 である。

(3)不 法無線局 問題への対応

電波利用が一層増大す る中で、不法無線局が 多 く出現 し、テ レビや ラ

ジオ放送、警察や海上保安 、消防、航 空無線等の国民の生 命や財産 の保

護のため の通信、 自動車 ・携帯電話サー ビスな どの無線通信 に混信妨害

を与 える不法無線局問題が重要 な課題 となって いる。

このため、不法無線局 に対 して、警察 な ど捜査機関の協力 を得 て今後

とも取締 りを実施 ・強化 してい くほか、電波監視 システムの整備 を図る

ことが不可欠であ る。

また、他 の無 線局 の運 用に妨 害 を与 える基準不適合 設備 に対す る製

造 ・販売業者への勧告 ・公表制度 を活用す る等に よ り、製造 ・販売段階

での対策 の強化 を図 る必要があ る。

さらに、混信妨害の未然の防止のため、電波利用に関す る国民一 人ひ
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とりの認識 ・知識の向上が重要 である。

(4)不 要電波問題への対応

電波利用の増大の中、無線通信機器 と電子機器が同一環境で使用 され

る機会が増大 し、 これ らの機器か ら発射 され る電波に より機器が誤動作

する不要電波障害が増加 してい る。

このため、無線通信機器 と電子機器が共存で きる環境 を整備す るため、

電波が形成す る環境 の把握及び将 来予測 を行 うとともに、不要な電波の

抑制及び不要 な電波 に対す る排 除能力向上 のための技術開発の推進 を行

う必要が ある。

また、不要電波 問題 は、社会 のあらゆ る構成員に関係 し、幅広 い問題

であるこ とか ら、不要電波問題 の社会的認識 を向上す るこ とが重要 であ

る。

(5)通 信の秘密保護の確 保

近年の コー ドレス電話や 自動車 ・携 帯電話サー ビスの飛躍的進展等 に

伴 い、盗聴が大 きな社 会問題 となってい る。

秘話装置付 きの機器の発売 も行 われているが、アナ ログ方式では完全

な秘話化は難 しいため、現在進め られているデ ジタル方式の実用化が期

待 され る。

また、 自動車 ・携帯電話サー ビスの周波数 帯の受信が可能であ り盗聴

に悪用 される無線機 器につ いては、その販売の 自粛が求め られる。

さらに、これ らの対策 と並行 して、盗聴の違法性 に対す る啓発活動 に

より、社会的 モラルの向上 を図 ることが重要である。

3国 民共有の資源 と しての電波の有効利用の促進

近年の移動通信の進展 をは じめ とす る急激な電波利用の増大 によ り、

無線局数は5年 間で約2倍 の約732万 局(3年12月 末現在)に 増大 し、周
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波数 資源が ひっ迫 して きている。 また、今後 の通信需要や放送 におけ る

多メディア ・多チ ャンネル化、難視聴解 消等 に対応す るための新 たな周

波数が必要にな って くる もの と考え られ、現状 の まま推移す れば1990年

代 には周波数資源が需要 に追 いつかない状況が到来す る もの と予測 され

る。

このため、電波の よ り一層効率 的な利用 を図 り、新 た な電波需要 に対

応す るには、上述 の周波数 資源 の開発や電波の有効利用技術 の開発 等に

加 えて、周波数 の移行等 を円滑 に進め るこ とが重要であ り、周波数移行

等に関す るデー タベ ー スの整備 を図ることが必要 であ る。

さらに、企業や国民一 人ひ とりが、電波は限 りあ る国民共有 の資源で

あ るとい う認識 を持 ち、その利用 に当たって秩 序に則 って これ を有効に

活用 してい くこ とを心掛 けるこ とも重要 であ り、電波 の有効利用の必要

性、不法無線局 ・盗聴 の違法性に対す る啓発 活動 を進 め るこ とが必要で

ある。

今後、一層 の電波利用の増大が予測 され る中、不法無線局 の増大によ

り重要無線通信 に対す る妨 害が増加 してい るが 、現在 の電波監視体制 に

よる対 応は不十分 な状況にあ り、また、2001年 には無線局総数 は、5,000

万局に も達す る もの と見込 まれ、 これに伴 って、免許処理時間が長期化

すれば、新 しい無線 システム ・新 技術の 導入が遅延 し、設備投資 ・更改

意欲 を低下 させ、我が国全体 の産業経済活動 に重大 な悪影響が生 じるこ

とが予想 され る。

このため、電波監視 システムの整備及 び コン ピュー タを活用 した免許

処理 システムの導入 を図 ることが不可欠 であ り、 これ らに必要 な電波行

政経費の増大 に対応す るため、受益者負担の考 え方に立った電波 利用料

制度の5年 度 か らの導入に向け、所要 の準備 を進めて いるところであ る。

この制度の趣 旨に沿 って、不法無線局に対す る対策の強化 を図る とと
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もに、一層急増す る膨大 な無線局 の免許処理 ・登録手続の迅速化によっ

て短期 間での免許発給 を行 うことによ り、21世 紀の活力ある電波利用社

会 を構築 してい くことが必要であ る。
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む す び

3年 度 は、新事業 者のシェアが増加す るな ど電気通信市場 におけ る競

争が一段 と高 まる とともに、通信料金 を含めたサー ビス面 においても多

様化、高度化が進展 した。放送 において も、ハ イビジョン試験放送の開

始等、 多 メデ ィア ・多チ ャンネル化の動 きが著 しい1年 であ った。

分野別 にサー ビスの動 向 をみる と、国 内電気通信分 野については、自

動車 ・携帯電話、無線呼出 し、高速 デジ タル専用線サー ビス等の進展が

著 し く、新事 業者の契約数 及びシェア も順調 に伸びて いる。電話 サービ

スにつ いて も、2年 度の県間通話 にお いて、新事業者は前年度比74%の

大幅な増加 を示 し、県間通 話全体 に 占め るシェア も6.3ポ イン ト上昇 して

15.9%と なるな ど、電気通信市場 におけ る競争原理の導入に よる効果が

着実に浸透 しつつ あるこ とを裏付 けた。通信料金 につ いては、3年 度に

お いては、専用サー ビス、無線呼 出 しサー ビス等 で値下げが実施 され る

とともに、4年4月 か らはNTTの 電話 サー ビス及び 日本移動通信㈱の

携帯電話サー ビスにおいて選 択制 の通話料金が実施 され、加入者のニー

ズ、利用実態 に合 わせ た料金設定の 多様化 の動 きが進展 してい る。一方、

国際電気通信分 野については、3年 度 には国際VPNサ ー ビスや国際線

航 空機か らの国際電話の提供が開始 されたほか、料金の低 廉化 も進展 し、

国際 自動 ダイヤル通話料金 では国際的に も低廉 な水準 にあるなど、 より

利用 しや すい身近なサー ビス となって きている。

放送分 野にお いては、ハ イビジョン試 験放送 の開始、 中波 ステレオ放

送の開始 等、放送の新 時代 の到来 を告 げ る新 たな動 きがみ られ たほか、

4年4月 か らは通信 衛星 を利 用 した放送 が開始 され るな ど、 多 メディ

ァ ・多チャンネ ル化の動 きが加速 してい る。郵便事業 につ いて も、内国

郵便物数 が堅調 に増加 してい る。
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情報化の動 向 をみる と、全 国、地域及び国別の情報 流通の各 レベ ルに

おいて、電気通信 系メデ ィアに よる情報供給が大 き く伸 びてい るほか、

家庭生活及 び産業経 済の各分 野の情報化 も多様化、高度化 が進んでいる。

近年、通信 ・放送分野 をは じめ として様 々な分野で電波の利用が急速

に進展 してお り、電波利用 は、ゆ とりと豊 かさが志向 され るこれか らの

国民生活 を充実 させ る とともに、地球市民時代 におけ る我が国の責務に

対応す るために不可 欠 となってい る。電波は、地域間情報格差の是正及

び地域か らの情報発信 の強化に資するこ とによ り地域の活性化 に貢献す

るほか、国境 を越 えた情報の共有化 による国際 間の相互理解の促進 に も

大 きく貢献す る ものである。今 後、一層の電波利用の増大が予測 され る

中、膨大な免許 申請 を迅速 に処理す る体制の構築が必要 となっている。

一方、電波は限 りあ る国民共有 の資源 であ り、有効 な利用が図 られな

ければ ならない。 このため、新 たな周波数資源 の開発、利用周波数 の狭

帯域化、デ ジタル化 等の技術開発 が精力的に進め られてい る。 しか し最

近では、割 り当て られた周波数 以外の電波 を発射 し混信、妨害等 を引 き

起 こす不法無線局が急増す るな どの問題が生 じてお り、電波監視体制 の

強化が求め られ ている。

このような状況にかんがみ、郵政省 においては、電波の有効利用の促

進に向けて、電波監視 システムの整備、 コンピュー タを活用 した免許処

理 システムの導入 を図 るこ ととしてお り、 これ らに必要 な電波行政経費

の増大に対応す るため5年 度か らの電波利用料制度の導入に向け、所要

の準備 を進めているところである。

国民一人ひ とりが携帯電話端末 を保有 し、「いつで も、どこで も、だれ

とで も」通信 を行 えるパー ソナル通信時代の到来に向けて、個 人が他 と

のかかわ りを十分 に意識 して電波の利用秩序 を守 り、すべ ての国民が安

心 して電波 を活用 できる環境が創出 され ることが望 まれ る。




